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１．はじめに

　鉄道は，それぞれが複雑な機構を有する電車線構造，
車両，軌道，土木構造物などで構成されるシステムであ
り，それらが相互に作用して生じる自然災害による被害，
列車の乗り心地や走行性，設備の劣化・損傷，騒音・振
動などの複雑な鉄道固有現象の解明と対策が常に望まれ
ている。本稿では，鉄道総研独自の数値シミュレーショ
ン技術や，実験・計測・評価技術を用いて，力学的問題
として鉄道固有現象にアプローチする研究・開発事例を
紹介する。まず，自然災害に対する強靭化の事例として，
橋りょうの支承免震化による走行安全性向上および局所
的な強風に対する車両挙動の解明，構造物メンテナンス
のデジタル化の事例として，ビデオカメラを用いた構造
物振動測定および車上計測によるたわみ測定手法を紹介
する。次に，独自の実験設備と制御・シミュレーション
技術を総合的に活かした研究事例として，高速パンタグ
ラフ試験装置を用いた集電系ハイブリッドシミュレー
ション，鉄道車両の性能向上に加えて輸送エネルギー効
率改善による脱炭素化への貢献も想定される構造最適化
による車両鋼体の軽量化について，順次紹介する。

２．自然災害に対する強靭化

2. 1　橋りょうの支承免震化による走行安全性向上
　橋りょうの支承に，すべり支承や積層ゴム支承等の免
震支承を適用すると，構造物の長周期化と免震支承のエ
ネルギー吸収により大規模地震時の構造物の損傷が軽減

され復旧性が向上する。一方，橋軸直角方向の支承の変
形が大きくなり，地震時走行安全性の低下が懸念される
ため，地震時走行安全性の確保が課題となる。このため，
鉄道橋では免震支承は積極的に採用されてこなかった。
　そこで，橋りょうの支承免震化によって，復旧性の向
上に加えて地震時走行安全性の向上を図ることを目的と
して，地震時の列車と構造物の動的相互作用解析１）に
よる検討を実施した。構造物や支承の特性，列車速度，
地震動の種類や規模等をパラメータに，数万ケースに及
ぶ膨大な解析を行い，免震化によって，復旧性と地震時
走行安全性を同時に向上できる条件を調査した。その結
果，橋脚は固有周期 1.0秒以上で，かつ免震支承を大規
模地震時に桁上で卓越周期が 2.0秒以上に長周期化する
ように設定することにより，復旧性と地震時走行安全性
の両方を向上できることを明らかにした。さらに，免震
効果が最大限発揮されるように，橋りょう端部の角折れ
や目違いを抑制できる構造を考案した（図 1（a））。
　5径間連続桁橋りょう（橋長 400m）にこれらを適用
することにより，図 1（b）に示す解析結果例のように，
L2地震動でも列車が脱線せず，走行安全性の向上が図
れること，さらに橋脚の応答が 50%以上低減され，損
傷が軽減され復旧性も向上することが確認できた。

2. 2　局所的な強風の車両挙動への影響
　近年，強風災害に対する鉄道事業者の認識が高まるに
つれ，ビル風など周囲の建築物や構造物の影響を受けた
局所的な強風や，高速列車に対するトンネルまばたき区
間の影響など，これまで考慮されてこなかった事象に対
する車両の走行安全性の検討が求められている。これら
は，直ちに車両の走行安全性を脅かすものではないが，
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走行安全性と輸送安定性の両立を図る上では重要な課題
である。
　そこで，縮尺 1/40模型を用いた風洞試験を実施して，
ビル風の影響を受けた条件における線路上の風速分布や
車両に働く空気力を測定し（図 2），風速が増加する割
合や領域，およびそれが車両に働く空気力に及ぼす影響
等を調査した。また，風洞試験に先立ち，気流解析ソフ
トを用いてビル周辺の風速場解析を実施し（図 3），風
洞試験条件設定の検討に用いるとともに，風洞試験後に
は解析結果の妥当性の検証を行った。
　これらの試験および解析の結果，ビル間やビルの外側
で風速増加率が大きくなる傾向があることを確認すると
ともに，気流解析ソフトによる風速場解析結果が概ね妥
当であることを確認した。しかし，風洞試験条件（ビル
配置条件や風速測定範囲等）をさらに拡張して再度試験
を行う必要があること，また，気流解析精度についても
向上の余地があることが確認された。今後これらの課題
に取り組み，走行安全性の低下が想定される要注意箇所
の把握や，運転規制用風速計設置位置の妥当性判定など
に活用できるよう，ビル条件（ビルの大きさ，配置等）
と風速増減との関係を整理する計画である。

３．構造物メンテナンスのデジタル化

3. 1　ビデオカメラを用いた構造物振動測定
　鉄道の構造物の検査を客観的な数値情報に基づいて定
量的に行う手段として，ビデオカメラによる構造物の多
点振動測定システム２）（図 4（a））を開発した。同システ
ムは，計測対象を撮影したデジタル画像情報をもとに，
表面の模様を輝度情報のパターンとして取り扱い，移動

または変形する前後の二画像間での位置の探索を行うこ
とで，画像内の任意の点の変位の大きさと方向を求める
ものである。一例として，列車走行中の斜張橋（支間
135m×2）を約 200m離れた位置から撮影した場合の測
定結果例を示す（図 4（b））。橋りょう上の多数点の変位
ベクトルを，時々刻々計算して構造物全体系の振動挙動
を把握することができ，最大たわみについても，近傍か
らのレーザ測定結果３）に対して誤差 5%程度で測定で
きた。
　次に，橋りょうの支承部検査への適用事例を示す。支
承変状による桁のあおりが発生した支間 8.5mの鋼橋を
対象として、ビデオ撮影での支承の変状検出を試みた。
支承から約 15m離れた位置（図 5（a））から同一橋台上
の同一形状の 2支承の列車通過時振動を同期測定した。
その結果、変状支承の鉛直変位が無変状支承より約
0.2mm（約 2倍）増大する異常の発生を検出できた（図
5（b））。
　現在は，測定対象に応じた効果的な画像撮影手法の検
討などを行い，検査対象の拡大を図っている。

図１　支承免震化による地震時走行安全性の向上

図２　風洞試験の様子

図３　風速場評価結果の例

図４　ビデオカメラによる多点振動測定システム
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3. 2　車上計測によるたわみ測定手法
　構造物の維持管理のさらなる低コスト化および効率化
を目的として，走行列車上で得られる軌道変位から橋
りょうの代表的な性能指標である橋りょうたわみを評価
する手法の構築を進めている。ここでは，走行列車の先
頭および最後尾車両の二か所で計測した軌道変位を用い
て，その差から車両が通過した橋りょうのたわみ最大値
を推定する。理論的検討により図 6に示す先頭および最
後尾車両の軌道変位の差の最大値が橋りょうの最大たわ
みに比例することを明らかにし，この特徴を活かして変
換係数を利用した独自の推定手法を提案した。実路線で
得られた先頭および最後尾車両の軌道変位測定データに
適用した結果，提案手法は誤差 10%程度で橋りょうの
たわみ最大値を推定できることが確認できた（図 7）。
ただし，本手法は 2箇所の軌道変位が必要あること，適
用範囲が列車速度 100km/h以下であることなどの制約
を有する。現在は手法を拡張し，一般的な軌道検測車の
活用や高速鉄道への拡張を進めている。

４．�高速パンタグラフ試験装置を用いた集電系
ハイブリッドシミュレーション

　架線・パンタグラフ間の動的相互作用を考慮したパン
タグラフの性能評価を定置で行うことを目的として，高
速パンタグラフ試験装置を用いた集電系ハイブリッドシ
ミュレーション（以下，HS）を開発した。集電系 HSは，
パンタグラフの加振試験と架線運動のリアルタイムシ
ミュレーションを融合することで，パンタグラフの仮想
的な走行試験を定置で行える効率的な手法である。過去
に鉄道総研では，比較的高い周波数応答特性を有する加
振機（以下，加振機）を用いた集電系 HS（以下，高周
波対応 HS）を開発した４）。図 8に示すように集電系
HSでは，加振機などの加振装置がパンタグラフ舟体を
上下方向に加振する力（接触力）を架線モデルに与えて
架線モデルの運動をリアルタイムで計算し，得られたト
ロリ線変位を用いて加振装置が舟体を加振する。上記の
高周波対応 HSは，20Hzまでの架線の振動を再現する
ことができる。この周波数は，列車速度 360km/hのパ

ンタグラフがハンガを通過する周波数（以下，ハンガ周
期）に相当することから，高周波対応 HSはハンガ周期
に起因する現象を再現することができる。しかし，走行
による架線とパンタグラフのしゅう動や，架線偏位を表
現できなかった。
　一方，鉄道総研では，新しい大型試験設備である高速
パンタグラフ試験装置が 2021年にしゅん功した５）。図
9に示すように高速パンタグラフ試験装置は，底面にト

図５　支承の変状検出試験結果
図６　�先頭車両と最後尾車両が橋りょう上を通過する際

の軌道変位の差分

図７　たわみ量の車上推定値と地上計測値の比較

図８　集電系ハイブリッドシミュレーションの構成
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ロリ線を取り付けた回転円盤を最高周速度 500km/hで
回転させながら，回転円盤を上下方向に加えて左右方向
にも加振できるため，架線偏位も表現することができる。
さらに，パンタグラフへの通電が可能な他，試験室内の
温度・湿度を変化させられるため，パンタグラフの総合
的な試験を行うことができる。
　そこで，高周波対応 HSの課題を解決するために，高
速パンタグラフ試験装置を加振装置として用いる集電系
HS（以下，全般性能評価 HS）を新たに開発した６）。高
周波対応 HSと全般性能評価 HSとの性能比較表を表 1
に示す。全般性能評価 HSは，高周波対応 HSと比較す
ると加振装置の可動部の質量が大きいため，表現可能な
架線振動の周波数範囲は 2Hzまでに制限されるものの，
走行によるしゅう動や架線偏位の影響に加えて，通電に
よるすり板の温度上昇や環境温度・湿度の影響も考慮す
ることができる。
　走行速度 300km/hの条件で実施した全般性能評価 HS
の試験結果を図 10に示す。上段は架線偏位，下段は舟
体上下変位を示しており，全般性能評価 HSと架線・パ

ンタグラフ系シミュレーションの結果を比較している。
両者の結果は概ね一致していることから，全般性能評価
HSを用いることで，パンタグラフ通過時の支持点にお
ける架線押上量を定置で評価可能なことがわかる。

５．構造最適化による車両鋼体の軽量化

　最近の鉄道車両は，走行性能，利便性，安全性など様々
な点で高性能化が進む一方，機器の増設や衝突安全設計
により車両重量が増加傾向にあるため，車両構体の軽量
化が求められている。軽量化の設計手法の一つに構造最
適化手法があるが，鉄道車両の設計においては，まだ一
般的ではない。そこで，鉄道車両の構造最適化による軽
量化設計手法の確立を目的として，骨組構造の車両構体
を対象に，強度，剛性が確保され，さらに骨組構造に適
した制約条件を設定できるよう機能拡張を行い，製造可
能な軽量化構体が導出できる構造最適化手法を開発した。
　ある原型となる構造に基づいて与えられた設計要件を
満たす構造を求める手法として形状最適化，トポロジー
最適化手法がある７）。外形形状を設計変数とする形状最
適化や，内部構造も設計変数とするトポロジー最適化は，
FEM解析，感度解析，最適化手法を組み合わせて構造
最適化を実施する手法である。これらは，多数の設計変
数を設定できるため，最適化の自由度は高いが収束性の
点を考慮し，最適性基準法などの適当な最適化計算アル
ゴリズムの適用が必要となる。提案手法では，トポロジー
最適化により荷重伝達経路を同定し，これをもとに形状
最適化の初期形状を決定する。続けて，形状最適化によ
り詳細な評価を行い，軽量化された最終形状を導出する
（図 11）。また，最適化された形状が製造可能な形状で
なければならないため，断面形状が一定の条件，面外に
形状変化しない条件，曲げ加工などで型が抜けるように
する条件などを定義可能とした。
　通勤型車両を対象に構造最適化を実施して軽量化構体

表１　高周波対応HSと全般性能評価HSの機能比較

図10　走行速度300km/h での集電系HS試験結果 図11　構造最適化の流れ

図９　高速パンタグラフ試験装置
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構造を導出した。最適化の条件としては，目的関数とし
て設計領域の質量，制約条件として剛性保持，最大応力
が耐力以下とし，得られた形状が製造可能となるよう制
約条件を与えた。荷重ケースは，構体荷重試験を模擬し
た車両全体の応力解析から得られた各部材への負荷を適
用した。各部材ごとに形状の制約条件を設定して構造最
適化を実施し，軽量化された形状を得た。主な部材を図
12に示す。側柱やたるきなどは，従来にない独特の断
面形状となっているが，形状の制約条件により製造およ
び実使用が可能な構造となっている。台枠の側ばりは，
既存の車両では開口部などはなく，補強材が当てられて
いることが一般的であるが，構造最適化の結果としては，
長手方向の中央寄りの側面に多数の開口部を有する形状
となった。柱や帯など各部材に対して軽量化構造を適用
することにより構体全体の重量は，約 7%減となった
（図 13）。

６．まとめ

　鉄道固有現象の力学的問題に関わる最近の研究事例の
概要を紹介した。これらの事例は，鉄道の安全化や鉄道
システムの革新に向けて，鉄道総研独自の数値シミュ
レーション技術や実験・計測・評価技術を用いて，力学
的問題としてアプローチしたものである。多くが現状は
基礎研究段階にあり，これから実問題に適用してさらな
る技術検証と実用化を図る所存であるので，鉄道事業者
をはじめとする関係各位の御指導・御協力を引き続きお
願いする次第である。なお，本研究の一部は，国土交通
省の技術開発費補助金を受けて実施した。
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１．はじめに

　電気鉄道のパンタグラフは図 1に示すように，舟支
え，舟支えリンク，釣り合い棒，上枠および下枠から成
るリンク機構を用いて舟体の上下運動を実現している。
舟体の上面にはすり板とよばれるしゅう動部材が取り付
けられており，すり板とトロリ線を接触させることで車
両へ電力を供給する。列車が走行する際にはトロリ線と
すり板の接触点はトロリ線上を移動し，この時しゅう動
による摩擦力が発生する。そして，摩擦力が発生すると，
摩擦力による仕事がパンタグラフ自身の特性によって励
振エネルギーに変換され，しゅう動摩擦に起因した不安

定振動が生じる可能性がある。実際，摩擦力が原因と推
測されるピッチング方向の振動が報告されている１）。
　また，図 2に示すような摩擦力による回転モーメント
によって，すり板の進行方向側の一部の範囲のみでトロ
リ線に接触してしゅう動する現象が経験的に知られてお
り，この現象はすり板の片当たりとよばれている。この
ような不均一な接触圧力を有する部材をしゅう動させた
場合にはディスクブレーキの鳴き２）のようにしゅう動
部材の並進・回転運動の連成による不安定振動が発生す
る可能性がある。そのため，すり板のピッチング方向の
運動に関しても詳細な検討が必要となるが，しゅう動摩
擦を考慮していない多質点系３）やマルチボディダイナ
ミクス４）に基づいたモデル５）６）を含め，過去の研究で
はすり板のピッチング方向の運動の詳細な検討を行って
いない。

パンタグラフの不安定振動に対する
しゅう動摩擦の影響の解析的検討

天野　佑基＊　　小林　樹幸＊

Analytical study on effect of Sliding Friction on Unstable Vibration of Pantograph

Yuki AMANO　　Shigeyuki KOBAYASHI

　Sliding of the pantograph head and contact wire causes frictional force acting on traveling pantograph head in 
horizontal direction. If the coefficient of friction between the pantograph head and contact wire is large, unstable 
vibration of the traveling pantograph could be observed. To analyze this vibration, a 2 -dof pantograph model 
considering frictional force acting on the pantograph head has been proposed. However, stability of the contact 
strip attached to the pantograph is not studied in this model. Therefore, this study proposes two types of a 2-dof 
contact strip model for the cases where the contact strip slides on rigid contact bar or overhead contact line. This 
2 -dof contact strip model considers vertical and pitching direction movement. In addition, a stability analysis 
method using the 2-dof contact strip model is also proposed. In this method, we apply the complex eigenvalue 
analysis to the 2-dof contact strip model. Furthermore, excitation test of actual contact strip for Shinkansen train 
was carried out to identify its dynamic characteristics. Then mode shapes and natural frequencies of the contact 
strip were identified by utilizing the Maxwellʼs reciprocal theorem. Moreover, the stability analysis based on the 
complex eigenvalue analysis was carried out using identified modal parameters.
キーワード：パンタグラフ，しゅう動摩擦，不安定振動，安定性解析，複素固有値

図１　新幹線用シングルアームパンタグラフの概念図

図２　すり板の片当たりの概念図
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　したがって本研究では，すり板のピッチング方向およ
び鉛直方向の振動が連成することによって不安定振動が
生じていると推測し，剛体架線およびカテナリ架線のそ
れぞれの場合に対応したすり板部分の解析モデルを構築
した。また，構築した解析モデルを基に，すり板の安定
性評価手法を提案した。さらには，実機パンタグラフの
すり板を用いた加振試験によって，すり板の固有振動数
およびモード形状を測定した上で，剛体架線およびカテ
ナリ架線の走行を対象とした実機パンタグラフの安定性
を数値的に検討した。ここで，剛体架線も対象とする理
由は，パンタグラフ単体の安定性評価を行うことで，不
安定振動の現象把握を容易にするためである。

２．�しゅう動摩擦による並進・回転運動の連成
を考慮したすり板の解析モデル

　文献 7によると，新幹線の駅構内のパンタグラフ停止
位置付近（前後 10m程度）の極低速走行区間（約
15km/h以下）において，他の区間と比べてトロリ線の
摩耗率が高いことが報告されている。また，文献 8によ
ると，整備新幹線で用いられている PHCトロリ線９）お
よび鉄系焼結合金すり板10）の組み合わせにおいて，こ
れらの材料間の摩擦係数が極低速走行時（約 15km/h以
下）に 0.8程度まで増大することが示されている。この
ように摩擦係数が増大する際に不安定振動が発生する可
能性があることから，本報告では，極低速走行時の新幹
線用シングルアームパンタグラフにおける不安定振動を
検討の対象とすることとした。
　検討対象としたパンタグラフのすり板およびその支持
構造（以降，両者を合わせてすり板部と呼ぶ）の模式図
を図 3に示す。ここで，図 3の上側には平面図，下側
には平面図の中心線における断面図を示している。また，
図中の座標系 O─ XYZは図 1のものと対応し，Xおよ
び Z軸はレールおよびまくらぎ方向にそれぞれ平行で
あり，その原点はすり板の Xおよび Z軸方向中心にとっ
た。パンタグラフのリンク機構の動特性にはレール方向
に異方性が存在し，その異方性に着目して図 1および図
3には，X軸正方向および負方向をそれぞれなびき方向
および反なびき方向と記して区別している。図 3に示す

ように，検討対象としたすり板体は平面図において平行
四辺形の形をした複数枚のすり板をまくらぎ方向に並べ
て構成したものであり，その中央および両端がそれぞれ
微動ばねおよび支持梁で支持されている。そして，ストッ
パが作用しない範囲では，すり板は舟体と支持梁の結合
部を支点として Z軸周り（ピッチング方向）に振動し
得る。そこで，これらの構造を有するすり板部がパンタ
グラフの安定性に与える影響を検討するため，すり板部
のみを抽出した解析モデルを構築した。以下では，剛体
架線およびカテナリ架線のそれぞれを走行する場合を対
象に，すり板部のモデル化とモデルより求まる系の運動
方程式およびその固有値について述べる。

2. 1　剛体架線・カテナリ架線に対応した解析モデル
　すり板部の鉛直方向の運動は可撓板のたわみおよび微
動ばねの伸縮，ピッチング方向の運動は支持部のがた等
により生じるすり板の剛体回転によって主に成される。
よって，この運動形態を考慮し，解析的検討が容易な図
4に示す解析モデルを構築した。ここで，図 4（a）およ
び図 4（b）には，剛体架線およびカテナリ架線のそれ
ぞれを走行する状況を想定した剛体架線モデルおよびカ
テナリ架線モデルを示す。この 2つのモデルはどちら
も，すり板を模した集中質量が，微動ばねおよび支持梁
を模した質量のない片持ち梁で支持される構成となって
いる。以下では，はじめに両モデルの共通部分について
述べ，その後に各モデルの相違点について述べる。
　はじめに，両モデルの共通部分について述べる。剛体
架線およびカテナリ架線のどちらを走行する際にも，す
り板と架線との摩擦力による回転モーメントにより，す
り板の進行方向側の一部の範囲のみが架線に接触して
しゅう動する現象が経験的に知られている。片当たりが
生じると，すり板表面に作用する接触圧力の偏りやトロ
リ線との接触面積の低下等の影響により，すり板にピッ
チング方向の回転モーメントが生じる。したがって，本
報告で提案する解析モデルでは，図 4（a）に示すよう
に片持ち梁の支持点中心からレール方向にαだけずら
した位置に集中荷重を作用させることで，上記のような

図３　すり板とその支持構造の模式図 図４　剛体架線・カテナリ架線に対応した解析モデル
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すり板の片当たりを簡易的に表現することとした。図 4
（a）における mはすり板の等価質量，Jはすり板の等
価慣性モーメント，bはすり板の Y方向の幅，lbはすり
板を支持する片持ち梁の軸長，kyは微動ばねおよび支持
梁の長手方向の剛性等を考慮した等価剛性，EIは片持
ち梁の曲げ剛性，cyおよび cϑはすり板の鉛直および回
転方向の粘性減衰係数，yおよびθはすり板の鉛直方向
変位および重心周りの角変位，ybおよびθbは舟体と片
持ち梁の接合部における鉛直方向変位および角変位，fc

は架線とすり板間の接触力を表す。
　次に，図 5にすり板および片持ち梁に関する自由体図
を示す。ここで，図 5（a）には鉛直方向の力，図 5（b）
には回転方向に作用するモーメントを示しており，M

はすり板と片持ち梁の間に作用する曲げモーメントを表
す。なお，自由体図では減衰力は省略している。摩擦モ
デルにはクーロン摩擦を仮定し，接触力に比例したしゅ
う動摩擦力が舟体前後方向に作用する。摩擦係数を μと
し，列車がなびき方向（X軸正方向）に走行する際の摩
擦力が作用する方向を正と仮定すると，摩擦力 μfcの正
方向は図 5（b）に示す向きとなる。列車が反なびき方
向（X軸負方向）に走行する場合には，摩擦係数 μの値
を負として対応することとする。また，片持ち梁の軸長
lbは比較的短いため，両モデルにおいて片持ち梁端部の
水平方向変位を無視することとする。この近似を導入す
ると，自由体図における水平方向の力の釣り合いから，
図 5（b）に示すようにすり板と片持ち梁の間のせん断
力を μfcと近似できる。
　次に，両モデルの相違点について述べる。剛体架線モ
デルに関しては，すり板と架線の接触を図 4（a）に示
す接触要素（以降，接触ばね）を用いたペナルティ法に
よって表現し，接触ばねの剛性を kcとした。一方，カ
テナリ架線モデルに関しては，架線を 1自由度系のばね
マスモデル（以下，1自由度等価モデル）で表現し，そ
の等価質量および等価剛性を mwおよび kw，鉛直方向変
位を ywとした（図 4（b））。

2. 2　運動方程式の導出
　本節では，前節で述べたカテナリ架線モデルの運動方

程式を導出する。剛体架線モデルの運動方程式は，カテ
ナリ架線モデルにおいて mw＝0，kw＝kcとすれば求まる
ため，ここではカテナリ架線モデルの導出のみを述べる。
まず，すり板の鉛直および回転方向の運動方程式は，図
5（a）および図 5（b）に示す自由体図より次式のよう
になる。

 (1)

また，梁の端部の傾きはすり板の角変位に一致し，片持
ち梁に対してミオソテスの公式11）を適用すると次式を
得る。

 (2)

さらに，架線の運動方程式および架線・すり板間の接触
条件は次式となる。

mw ÿw＝－kw yw＋fc, yw＝y＋αθ (3)

式 (2)および式 (3)を式 (1)に代入して fcおよびM，そ
して ywを消去すると，最終的な運動方程式を得る。

 (4)

式 (4)では簡単のため，ybおよびθbを無視することと
した。この近似の導入は，文献 12の結果から枠組の質
量および慣性モーメント，そして頂点軌跡が安定性に与
える影響は小さいと考えたゆえである。ただし，高い周
波数領域では枠組の弾性振動を無視できず，ybおよびθb

が系の安定性に影響を及ぼす可能性があるため，その検
討については今後の課題である。式 (4)より数式の上で
は，剛体架線モデルはクーロン摩擦によるチョークの振
動モデル13），カテナリ架線モデルはピン・ディスクモデ
ル14）に相当することが分かる。また，すり板部のみに
着目した場合には，αおよび μの符号を反転すればなび
きおよび反なびき走行の運動は同じ運動方程式で表され
るため，一方の方向のみを検討すれば十分であることが
分かる。よって以下では，α＞0の場合のみを取り扱う
こととする。

mӱ＝－cyẏ－ky（y－yb）－fc

Jθ＝－cθθ－fca＋μfcb－M¨ ˙
⎫
⎬
⎭
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μfclb

2

2EI EI
MIb＋
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y＝［y   θ］T, kθ＝EI / lb, l＝b＋lb / 2

Mӱ＋Cẏ＋ky＝0

m＋mw

J＋a（a－μl）mw

amwM＝
⎡
｜
⎣

⎤
｜
｜
⎦

（a－μl）kw

ky＋kw

kθ＋a（a－μl）kw

akwK＝
⎡
｜
⎣

⎤
｜
⎦

0
cy

cθ

0
C＝
⎡
｜
⎣

⎤
｜
⎦

⎫
｜
｜
｜
｜
｜
⎬
｜
｜
｜
｜
｜
⎭

図５　すり板および支持梁に関する自由体図
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2. 3　カテナリ架線の1自由度等価モデルの導出
　本節では，図 6に示す両端支持弦モデル15）を用いて
カテナリ架線の解析的検討を行う。両端支持弦モデルは
両端を固定した 1本の弦でカテナリ架線を表したモデ
ルであり，簡潔で解析的検討に適している。ただし，波
動の分散性の観点から，通常の架線では架線を弦で近似
できる周波数は数十 Hz以下であり，さらに，トロリ線
およびちょう架線が同位相で振動するモードが支配的で
あるのは，数 Hz以下の低周波域に限られる16）。しかし，
本報告で検討対象としている極低速走行では，高周波成
分の振動は生じないと推測され，両端支持弦モデルを用
いたモデル化が可能だと考えられる。
　多自由度線形系の場合，共振点近傍においては共振
モードが支配的となる。よって，解析的検討を行うため，
カテナリ架線の各共振点近傍において共振モードのみを
抽出した 1自由度等価モデルを構築することとした。以
下に，ラグランジュの運動方程式を用いた 1自由度等価
モデルの導出過程を示す。
　径間の左端を原点としたレール方向位置 xにおける架
線の鉛直方向変位を y（x，t）とおくと，1径間分の架線の
運動エネルギーKおよびポテンシャルエネルギーU，そ
して仮想仕事δWは次式で表される。

 (5)

ここで，Sは径間長，ρはちょう架線およびトロリ線の
線密度ρmおよびρtの和，Tはちょう架線およびトロリ
線の張力 Tmおよび Ttの和，xpはパンタグラフのレール
方向における位置を表す。両端が固定された弦の固有角
振動数ωnおよび固有ベクトル Yn（x）は次式で表される。

 (6)

ここで，nはモードの次数を表す。架線の変位 y（x，t）を
式 (7)で仮定すると，式 (5)よりラグランジュの運動方
程式は式 (8)のようになる。

 (7)

 (8)

以上より，等価モデルの運動方程式が導出された。ここ

で，式 (7)では x＝xpにおいて架線の変位 yと等価モデ
ルの変位 ywが一致するように Yn（xp）で正規化しており，
Yn（xp）＝0となる位置（モードの節）では定義できない。
また，接触力が各モードの応答へ与える影響度合いがパ
ンタグラフ位置によって変化するため，見かけ上，等価
質量および等価剛性が xpの関数となっている。よって，
列車が等速で移動する場合にはこれらの係数はパンタグ
ラフが支持点を通過する周期（径間周期）で変化するた
め，カテナリ架線の挙動は厳密には周期的に変化する係
数を有する系（係数励振系とよぶ）として取り扱う必要
がある。しかし，極低速走行区間では周期係数の影響が
低下すると考えられ17），本報告では mwおよび kwは定数
（つまり，xpは定数）と仮定することとした。また，カ
テナリ架線では径間中央における架線変位量が大きくな
る傾向があるため，径間中央を解析対象とすることとし
た。径間中央を解析対象とする場合，奇数次モードしか
励起されないため，以下ではカテナリ架線の偶数次モー
ドは無視する。

2. 4　安定性の解析的検討
　2．2節の式 (4)で示したように，摩擦力の作用により
剛体架線モデルでは剛性行列が，カテナリ架線モデルで
は質量行列および剛性行列が非対称行列となる。このよ
うな非対称行列を含む系の固有値は複素数となり，その
実部はモード減衰率の負値を表わす18）。そのため，複素
固有値の実部が正の場合には減衰率が負であることを意
味し，系の複素固有値が 1つでも正の実部を有する場合
には，系が動的に不安定になる。また，複素固有値の実
部が正の場合に，その絶対値が大きいほど系の不安定性
が高くなる。そこで本報告では，複素固有値の実部の最
大値を用いて解析モデルの安定性評価を行う。
　式 (4)のような減衰二自由度系（以下，減衰系）の場
合，その固有値を解析的に導出することが困難である。
しかしながら，実機パンタグラフには無視できない減衰
が存在し，減衰の値は安定性に影響を及ぼすため，その
検討は重要である。一方，式 (4)において減衰項を無視
（cy＝cϑ＝0）した不減衰二自由度系（以下，不減衰系）
の場合には，その固有値は解析的な導出が可能である。
よって本報告では，不減衰系および減衰系の固有値をそ
れぞれ解析的および数値的に求め，安定性の検討を行う。
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図６　両端支持弦モデル
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減衰系に関する数値的な検討に関しては 3. 2節で行うこ
ととし，以下では不減衰系の安定性を解析的に検討する。
　まず，式 (4)に y＝Yeλtを代入すると，次式に示す固
有値λに関する特性方程式を得る。

 (9)

上式はλに関する複二次方程式であり，λ2が実数ならλ
は実数または純虚数となるため，振動的な解が得られな
いことが分かる。それに対し，λ2が複素数ならλも同じ
く複素数となり振動的な解が得られ，その条件式 B2－
4AC＜0（不安定振動が発生する条件式）を μについて
書き下すと次式を得る。

 (10)

ここで，無次元化には次式を用いた。

 (11)

式 (10)はωw＞ωϑ＞ωyまたはωy＞ωϑ＞ωwの関係を前提と
した条件式であり，どちらかの関係を満たさなければ振動
的に発散する不安定（ホップ分岐型の不安定とよぶ）状態
は生じないことになる。ただし，減衰が存在すれば前述の
関係が成り立たずともホップ分岐型の不安定は生じ得る。
また，式 (10)の右辺はα＞0の条件から常に正であることが
分かり，α＞0の場合にはなびき走行（μ＞0）でしか不安定
振動が発生しないことが読み取れる。これは，進行方向前
側に偏ってしゅう動する状況，つまり片当たり状況におい
て不安定振動が生じることに対応していると考えられる。
そして，α→∞およびα→0の場合には，式 (10)に示す安定
不安定境界がそれぞれ直線α＝μlおよびα＝0に漸近するこ
とも読み取れる。さらに，式 (10)の fの分子より，ωϑと

（ky＋kw）/（m＋mw）（以降，ωverと記す）が一致する場合

に式 (10)の右辺が最も小さくなり，小さい摩擦係数の値で
も不安定となりうることが分かる。ここで，ωverは架線とす
り板が一体となって鉛直方向に動く場合の固有角振動数に
相当する。したがって，カテナリ架線モデルにおいて不安
定振動を抑制するには，ωw＞ωϑ＞ωyおよびωy＞ωϑ＞ωwの

関係が成り立つのを避け，lおよび｜ωw－ωy｜が小さく，
｜ωϑ－ωver｜が大きくなるように設計すればよいことが分かる。
　次に，式 (10)の fに mw＝0，kw＝kcを代入すると，次
式に示す剛体架線モデルにおけるホップ分岐型の不安定
条件が得られる。

 (12)

ここで，式 (12)はωϑ＞ωyの関係を満たさなければなら
ない。文献 19によると，接触要素として接触ばねのみ
を用いた場合に，100Hz以下の接触力変動に対してペ
ナルティ係数の影響が及ぶことを防ぐためには，接触ば
ねの剛性 kcを kyの 100～1000倍程度に設定すればよい

ことが示されている。よって，ωϑが （ky＋kc）/mωver＝

に一致することはなく，ωϑの増加およびωyの減少に従っ
て，不安定度が増すことが読み取れる。また，kcが他パ
ラメータに比して非常に大きい場合，式 (12)の fは 1と
近似できる。その場合には，mに対する Jの比を大きくす
る，lを小さくするなどの対策を講じればよいことが分かる。
　なお，本節では触れなかったが，固有値が正の実数と
なり非振動的に発散する不安定（ダイバージェンス型の
不安定とよぶ）状態も存在する。しかし，本論文で提案
した解析モデルの場合，ダイバージェンス型の不安定は
ホップ分岐型の不安定に比して大きな摩擦力が必要とな
るため，その解析的検討については割愛した。

３．�実機パンタグラフすり板を用いたパラメー
タ同定および安定判別

3. 1　パラメータ同定
　実機パンタグラフの安定性を数値的に評価するにあた
り，解析モデルの各種パラメータを実機パンタグラフか
ら同定する必要がある。そこで，実機パンタグラフから
取り外した舟体を治具に固定した上で加振試験を行い，
マクスウェルの相反定理18）を利用してすり板のアクセ
レランスを取得した。図 7に加速度計設置位置および加

⎫
｜
｜
｜
⎬
｜
｜
｜
⎭

Aλ4＋Bλ2＋C＝0
A＝（m＋mw）J＋a（a－μl）mmw

B＝（m＋mw）kθ＋（ky＋kw）J

C＝（ky＋kw）kθ＋a（a－μl）kykw

＋a（a－μl）（mkw＋mwky）

μ＞ f＋a（a＞0）
J

ma
1
l
⎛
⎝

⎞
⎠

⎫
｜
｜
⎬
｜
｜
⎭

f＝
mw|ωw

2－ωθ2|－｛ ｝
mw|ωw

2－ωy
2|

m|ωθ2－ωy
2| 2

ky

m
kθ

Jωy＝ , ωθ＝
kw

mw
, ωw＝

μ＞ f＋a（a＞0）
J

ma
1
l
⎛
⎝

⎞
⎠

⎫
｜
｜
⎬
｜
｜
⎭

f＝
kc－｛ ｝

kc

m（ωθ2－ωy
2）

2

図７　加速度計設置位置および加振位置（単位：mm）
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振位置を示す。直線 Z＝－18mm上の 3カ所を加振して
得たアクセレランスのゲインおよび位相を図 8に示す。
図 8より，約 50Hz以下の範囲ではゲインおよび位相が
概ね一致しており，X軸方向に一様な応答が得られてい
ることが分かる。さらに，図 8より，39.1Hzおよび
73.8Hz，そして 81.2Hzに 1次および 2次，そして 3次
の共振点が存在することが見て取れる。
　次に，共振点における振動形態について述べる。各加
振位置における変位間の振幅比は時々刻々変化するが，
不安定現象に対し，振幅比の二乗和が大きくなる際の振
動形態が与える影響が大きいと考え，その振動形態を
モード形状と近似することとした。39.1Hzおよび
73.5Hzにおけるモード形状を図 9（a），および図 9（b）
に示す。図 9（a）から，39.1Hzにおける共振点のモー
ド形状は（面外）1次曲げモードであり，微動ばねが位
置する原点近傍を除き，概ね X軸方向に一様な動きを
行っていると考えられる。一方，図 9（b）では面外曲
げはあまり生じておらず，すり板の中央部分がピッチン
グ方向にねじれていることが見て取れる（以下，この
モード形状をピッチングモードとよぶ）。なお，図示は
省略したが，183.5Hzにも共振点が存在し，73.8Hzお
よび 183.5Hzにおける共振点のモード形状は（面外）2
次および 3次曲げモードであり，図 9（b）では 2次曲
げモードの影響が表れている。前述の曲げモードおよび
ピッチングモードが，解析モデルにおける鉛直および回
転方向のモデル化対象モードである。よって，これらの
モードを対象に，2. 3節に示した架線の等価質量を導出
する方法と同様の方法により，解析モデルにおける等価
パラメータを算出することとした。ここで，等価質量の

算出に際しては，曲げモードのモード形状が概ね正弦波
であることから，式 (8)を用いて算出した。式 (8)より，
モードの腹の位置における等価質量はモード次数によら
ず同じになることが読み取れる。一方，ピッチングモー
ドに関してはすり板の半分程度の質量が回転運動に寄与
していると考え，質量を半分にしたすり板が剛体回転運
動をしている際の慣性モーメントを等価慣性モーメント
とした。そして，算出した質量および慣性モーメントの
値と図 8で読み取ったそれぞれの固有振動数の値から，
鉛直および回転方向の剛性を算出した。また，1自由度
法20）を用いて，各モードのモード減衰比を同定したと
ころ，各曲げモードの減衰比は表 1に示す値であり，ピッ
チングモードの減衰比は 0.03であった。ここで，fyは
ωyを 2πで除した鉛直方向の固有振動数であり，鉛直お
よび回転方向の減衰比 ζyおよび ζϑは次式で表される。

 (13)

　各モデルを用いた安定判別を行うにあたり，剛体架線
モデルでは接触ばね，カテナリ架線モデルでは架線のパ
ラメータを定める必要がある。接触ばねの剛性に関して
は，文献 19の研究を参考に，kyの 1000倍程度の値に
設定することとした。架線のパラメータに関しては，整
備新幹線で用いられている高速シンプル架線（トロリ
線：GT-PHC110，ちょう架線：PH150）のパラメータ
を用いることとした。これらのパラメータをまとめて表
2に示す。ここで，fϑはωyを 2πで除した回転方向の固
有振動数を表す。また，表 2に示すパラメータを用いた
場合のカテナリ架線の固有振動数を図 10に示す。ここ
で，図 10では奇数次モードの固有振動数のみ示してお
り，fwはωyを 2πで除したカテナリ架線の固有振動数
を表す。図 10から，カテナリ架線のモード次数 nが 30

ζy＝ , ζθ＝
cy

2mωy

cθ

2Jωθ

図８　直線 Z＝－18mm上のアクセレランスの比較

図９　各共振点におけるモード形状

表１　各曲げモードのモード特性

表２　すり板部および架線のパラメータ
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以下の範囲では，1次曲げモードの固有振動数 39.1Hz
以下であり，どの曲げモードを解析対象としてもωw＜
ωyの関係が成り立つことが分かる。

3. 2　解析モデルを用いた安定判別
　本節では，2. 2節の式 (4)で示した減衰系を対象に，
表 2に示すパラメータを用いて安定性を示す固有値の
実部の最大値 Rλmaxを数値的に計算した。ここで，Rλmax

を示す図においては，視認性を高めるために Rλmaxが負
（すなわち，系が安定）の場合には Rλmaxの値を 0とし
て表示した。
3. 2. 1　剛体架線モデルにおける安定性
　以下では，剛体架線モデルにおける安定性について述
べる。はじめに，1次曲げモードを対象に，接触位置α
および摩擦係数 μを変化させた場合の Rλmaxの推移を図
11（a）に示す。ここで，図 11（a）では不安定領域に
おいて摩擦係数 μが最も小さくなる位置を白点で示して

おり，その位置における摩擦係数 μminの値も図中に示し
ている。図 11（a）より μminの値が 0.71であることが
見て取れ，文献 9の結果を考慮すると，現実的なパラ
メータにおいて不安定現象が生じ得ることが分かる。ま
た，2次および 3次曲げモードに関しても同様の計算を
実施したところ，μminの値がそれぞれ 1.65，0.79となり，
1次曲げモードが最も不安定化しやすいことが分かっ
た。よって以下では，1次曲げモードを対象にパラメト
リックスタディを行うこととする。
　図 11（a）で用いたパラメータに対し，lの値のみお
よび Jの値のみをそれぞれ変化させた場合の安定不安定
境界の推移を図 11（b）および図 11（c）に示す。図 11
（b）および図 11（c）から，lの減少および Jの増加に
伴って不安定領域が縮小していることが見て取れる。ま
た，図 11（c）より，安定不安定境界の頂点が不減衰系
における背骨曲線α＝μl/2（背骨曲線の導出は割愛する）
を概ね通過することが見て取れる。このことから，減衰
系に関しても摩擦係数 μの値が分かれば，最も不安定と
なるαの値を見積もることが出来ることが分かる。ま
た，図 11（a）～図 11（c）より，安定不安定境界がα
＝0およびα＝μlに漸近していくさまが見て取れる。こ
れらから，μminの値を使って不安定領域の大まかな範囲
を推測できることが分かる。よって以下では，パラメー
タを変化させた場合の安定性の傾向を，μminの変化から
掴むこととする。
　次に，図 11（d）および図 11（e）には図 11（a）で
用いたパラメータに対し，それぞれ各方向の減衰比のみ図10　カテナリ架線の固有振動数（奇数次のみ）

図11　剛体架線モデルにおける安定性

特集：鉄道固有の力学的問題に関わる最近の研究

鉃道総研報告　Vol.36,  No.7,  2022 13



および固有振動数のみを変化させた場合の μminの変化を
示す。ここで，図 11（e）では直線 fϑ＝fyを黒の破線で，
ホップ分岐型の不安定とダイバージェンス型の不安定の
切り替わりを紫の実線で示している。図 11（d）より，
鉛直および回転方向の両者に適切な減衰を与えなければ
安定性が低下する可能性があることが読み取れる。これ
は，摩擦による不安定振動が，鉛直および回転方向変位
間の位相差によって生じることに起因していると推測さ
れる。また，図 11（e）より，fϑ＞fyの領域においてωϑ
の増加およびωyの減少に従って不安定度が増し，かつ
直線 fϑ＝fyの近傍でホップ分岐型の不安定が消滅してお
り，不減衰系から得た知見に矛盾しない傾向が見て取れ
る。一方で，fϑ＜fyの領域においては，ダイバージェン
ス型の不安定の不安定度が増しており，安定度はあまり
高くないさまが見て取れる。
3. 2. 2　カテナリ架線モデルにおける安定性
　以下では，カテナリ架線モデルにおける安定性につい
て述べる。カテナリ架線モデルの場合，すり板の曲げモー
ドの数と，カテナリ架線のモード数の積の数だけ安定性
を検討すべき組み合わせが存在し，煩雑となる。よって，
はじめに μminの値を多くの組み合わせで総当たり的に計
算し，傾向を掴むこととした。曲げモードの次数によら
ず ζy＝0.01とした場合の μminの推移を図 12（a）に示す。
ここで，図 12（a）の各棒グラフには不安定振動の発生
周波数を数字で付した。図 12（a）より，1次曲げモー
ドに関してはカテナリ架線のモード次数によらず μminの

値が一定値（1.78）になっていること，ダイバージェン
ス型の不安定になっていることが見て取れる。図示は省
略したが，ζy＝0.03とした場合の 2次曲げモードに関し
ても 1次曲げモードと同じく μminの値が一定値（1.78）
となった。これは，式 (10)の説明で述べたωy＞ωϑ＞ωw

の関係を 1次および 2次曲げモードの場合には満たし
ておらず，それによりホップ分岐型の不安定が生じず，
ダイバージェンス型の不安定しか生じていないことが原
因だと考えられる。一方で，ζy＝0.01とした 2次曲げモー
ドおよび 3次曲げモードに関してはカテナリ架線の
モード次数によって μminの値が変化しているさまが見て
取れる（図 12（a））。また，曲げモードのモード次数（ま
たは固有振動数）の増加に従って μminの値が小さくなる
ことも分かる（図 12（a））。
　次に，3次曲げモードかつ n＝1を対象にパラメト
リックスタディを行うこととする。ここで，n＝1とし
た理由としては，図 12（a）において n＝1と n＝9の場
合における μminの値にほとんど差が見られないこと，低
次モードの方が同じエネルギーの振動であっても変位が
大きく，系全体の現象に対して支配的であることなどが
挙げられる。
　図 12（b）に 3次曲げモードかつ n＝1を対象に接触
位置αおよび摩擦係数 μを変化させた場合の固有値の
実部 Rλmaxの推移を示す。図 12（b）より μminの値が 0.26
であることが見て取れ，カテナリ架線モデルにおいても
現実的なパラメータで不安定現象が生じ得ることが分か

図12　カテナリ架線モデルにおける安定性
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る。また，Rλmaxの大きさが剛体架線モデルの場合（図
12（a））と比して大域的に大きいことも見て取れる。た
だし，カテナリ架線モデルではカテナリ架線の減衰等を
考慮できていないため，μminの値は実際の値よりも小さ
く見積もっている可能性があり，今後の課題である。そ
して，カテナリ架線のモード次数のところでも述べたが，
一般に同じエネルギーの振動であっても周波数が低いほ
ど変位が大きく，低い周波数成分が系全体の現象を支配
し，振動の基本的性質を決めることが多い。また，高次
固有モードは局部的なものが多く，大きい問題を生じる
全体現象になりにくいことが知られている。よって，こ
れらを考慮すると，カテナリ架線モデルで想定した 3次
曲げモードは実際には励起されず問題とならない可能性
もあり，この点に関しても実験的に検証する必要がある。
　次に，図 12（b）で用いたパラメータに対し，lの値
のみを変化させた場合の安定不安定境界の推移を図 12
（c）に示す。図 12（c）から，lの減少に伴って不安定
領域が縮小しているものの，剛体架線モデルの場合（図
11（b））と比して μminの減少が緩やかであることが見て
取れる。これは式 (10)および式 (12)から分かるように，
安定度が低い（μminが小さい）場合には，lの変化に対
する μminの推移が緩やかになることに対応している。
　次に，図 12（d）および図 12（e）に図 12（b）で用
いたパラメータに対し，それぞれ各方向の減衰比のみお
よび固有振動数のみを変化させた場合の μminの変化を示
す。図 12（d）より，剛体架線モデルの場合と同様に鉛
直および回転方向の両者に適切な減衰を与えなければ安
定性が低下する可能性があることが読み取れる。また，
図 12（e）より，fϑ＞fyの領域では安定度が増している
ことが見て取れ，ωy＞ωϑ＞ωwの関係を満たす場合に安
定度が低下することが分かる。これは，不減衰系から得
た知見に矛盾しない。

４．まとめ

　本報告では，すり板のピッチング方向および鉛直方向
の振動が連成することによって不安定振動が生じている
と推測し，剛体架線およびカテナリ架線のそれぞれの場
合に対応したすり板の解析モデルの作成および安定性に
関する解析的な検討を行った。さらには，実機パンタグ
ラフのすり板部を用いた加振試験によって，すり板の固
有振動数およびモード形状の測定を行った後，実機パン
タグラフの安定性を数値的に検討した。本報告のまとめ
を以下に示す。

1 ．剛体架線を走行する場合には，すり板の等価質量
に対する等価慣性モーメントの比を大きくする，す
り板の厚みまたは支持梁の軸長を小さくする等によ
り安定性を向上できることが分かった。

2 ．カテナリ架線を走行する場合には，すり板の厚み
または支持梁の軸長を小さくする，回転方向の固有
振動数を大きくする等により安定性を向上できるこ
とが分かった。ただし，以上に述べたパラメータ変
更は独立に行うことが困難であり，設計変更を行う
際はその従属性に留意する必要がある。

3 ．測定した固有振動数およびモード形状によって同
定したパラメータを用いて安定判別を行った。これ
により，剛体架線モデルおよびカテナリ架線モデル
の両者で，現実的なパラメータにおいて不安定振動
が生じ得ることを示した。また，安定性を向上させ
るためには減衰を適切に調整する必要があることが
わかった。

　今後は，すり板部にリンク機構を加えたパンタグラフ
モデルの確立および架線モデルの高度化，さらに，不安
定現象に関する実験的検討を行う方針である。
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１．はじめに

　2004 年に発生した新潟県中越地震において営業走行
中の新幹線が脱線１）して以降，新幹線を中心に地震時
の脱線・逸脱防止対策について研究開発が行われている。
例えば，地震時に新幹線が脱線することを極力防止する
ことを目的とした脱線防止ガード２）～６）がある。また，
万が一脱線が生じた際に，車両が軌道から大きく逸脱す
ることを防ぐ機構については，軌道の軌間内に設置する
逸脱防止ガード７）８），軸箱下に取り付ける車両逸脱防止
L 型ガイド９）10），および台車下部に設置する逸脱防止ス
トッパ11）12）がある。さらに，地震時に振動する軌道上を
走行する車両の挙動を解析するシミュレーションプログ
ラム（VDS：Vehicle Dynamics Simulator，以後 VDS と
記す）13）を用いて，車両の諸元変更によって地震時に脱
線しにくくするための解析的研究14）やそれに基づいた
試作機の開発15）16）も行われている。VDS の妥当性につ
いては大型振動試験装置を用いた実台車加振実験により
検証を行っている17）。
　一方，在来線についても近年，著大地震時の走行安全
性への関心が高まっているとともに，一部の鉄道事業者
においては首都直下地震を念頭においた地震対策とし
て，万が一脱線が生じた際に被害が大きくなると想定さ
れる箇所への脱線防止ガード敷設が行われている18）。在
来線用脱線防止ガードの地震時における効果に関して

は，大型振動試験装置を用いた在来線用脱線防止ガード
付軌道（軌間 1,067mm）上の実台車加振実験により，
地震時を想定した車輪・脱線防止ガード間の接触挙動や
接触特性の把握が行われている19）20）。一方，在来線の車
両側の地震時走行安全性向上策については研究例がない。
　そこで，筆者らは在来線車両の中でも比較的高速で走
行する，ヨーダンパを装備した在来線車両を対象として，
地震時走行安全性向上策について検討し，その効果を前
述の在来線用脱線防止ガード設置の効果とあわせて評価
した。以後，特に断りなく「車両」と記した場合は在来
線車両を意味する。
　本論文では，地震時走行安全性向上策として，在来線
用脱線防止ガードの効果も示すことから在来線車両を対
象とするが，本論文で提案する車両側の地震時走行安全
性向上策は原理としては新幹線車両にも適用することが
できると考えられる。

２．地震時走行安全性に関する解析的検討

2. 1　解析モデル
　ヨーダンパはボルスタレス台車を装備した車両に用い
られ，シミュレーションモデルは図 1 のようになる。図
のように，1 車両あたり車体 1 個，台車枠 2 個，輪軸 4
個の剛体要素で表現し，それぞれの剛体要素が 6 自由度
を有している。また，8 つの車輪を支えるレールがそれ
ぞれ独立に上下・左右の 2 自由度を有しており，1 車両
あたり合計 58 自由度のモデルとなっている。各質量要素
間はばね・減衰系で結合されるとともに，車輪を支える

ヨーダンパを装備した鉄道車両の地震時走行安全性向上
飯田　浩平＊　　葛田　理仁＊　　西山　幸夫＊＊　　金元　啓幸＊　　中嶋　大智＊

Improvement of Running Safety of Railway Vehicles with Yaw Damper during Earthquakes

Kohei IIDA　　Masahito KUZUTA　　Yukio NISHIYAMA

Hiroyuki KANEMOTO　　Daichi NAKAJIMA

　In recent years, railroad corporations have become increasingly concerned about running safety for 
conventional lines during earthquakes, especially in metropolitan areas. Therefore, for trains equipped with yaw 
dampers, the authors propose that of the yaw dampers are placed symmetrically front-to-back in bogie as a 
countermeasure against an earthquake. This paper also numerically clarifies that the proposed layout of yaw 
dampers improves running safety against sinusoidal oscillation. An actual bogie oscillation test was performed 
to validate the numerical results. From probabilistic perspective, it is shown that the proposed layout of yaw 
dampers and the conventional guard usually placed on sharp curves have almost same effects on improving 
running safety against seismic vibration of track.
キーワード：地震，走行安全性，ヨーダンパ配置，車両運動シミュレーション，実台車加振実験
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レールは路盤に弾性支持され，車輪・レール間のクリー
プ力は Kalker 理論に基づいたモデルにより計算している。

2. 2　地震時における走行安全性判定基準
　一般に鉄道車両の走行安全性の判定基準としては，脱
線係数，輪重減少率，輪重，横圧などの車輪・レール間
作用力をもとにした指標値が用いられている21）。しかし，
地震時に車両が脱線・転覆に至るような限界に近い状態
では，車輪がレールから離れて，再びレール上に戻る場
合もあるため，車輪・レール間作用力を用いた従来の指
標で走行安全限界を評価することは適当でない。そこで，
地震時車両挙動解析においては，車輪・レール相対左右
変位（車輪踏面中心とレール頭頂面中心との左右方向の
距離）により脱線の有無を判定することとし，この変位
が静止時の車輪の中正位置から±70mm に達したとき
に脱線と判定し14），解析を打ち切っている。相対左右変
位±70mm のときの輪軸とレールの位置関係の概略を
図 2 に示す。図 2（a）は車輪フランジがレール頭頂面
上に乗っており，車輪がレールから落下する直前の状態
で，乗り上がり脱線の際にも見られる位置関係である。
一方，図 2（b）は片側の車輪を支点として，反対側の
車輪が弧を描くように上昇している状態で，横風による
車両転覆の際にも見られる位置関係である。ここでは図
2（a）および図 2（b）に示した状態のどちらも「脱線」
と整理し，特に両者は区別しない。以後，特に断りなく
「脱線」と記した場合は，上記の脱線判定条件に達した

状態を表す。

2. 3　ヨーダンパを装備した車両の地震時走行安全性
　VDS を用いて解析したヨーダンパを装備した車両の
正弦波加振に対する安全限界線図を図 3 に示す。正弦波
加振に対する安全限界線図とは，横軸に軌道の加振周波
数を，縦軸に左右方向の加振振幅をとり，各加振周波数

図１　ヨーダンパを装備した在来線車両の解析モデル

図２　脱線判定時の輪軸姿勢の概略
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毎に加振振幅を大きくしながら，直線区間を走行中に正
弦波 5 波を受ける車両運動シミュレーションを繰り返
し実行して，図 2 に示す脱線判定基準「車輪／レール相
対左右変位 70mm」において脱線と判定を受ける直前の
加振振幅（限界振幅）をプロットしたものである。つま
り，各加振周波数の振動を受けたときにそれぞれの安全
限界線以下であれば脱線しなかったことを示しており，
車両の地震時脱線に対する耐性の基礎的な特性を得るこ
とができる14）。
　図 3 より，加振周波数 0.5Hz 付近の限界振幅が付近
の周波数帯の限界振幅よりも小さくなっており，この周
波数帯の軌道面振動に対しては他の周波数帯の軌道面振
動に比べて脱線しやすい傾向であるといえる。紙面の都
合上，詳細については割愛するが，脱線しやすくなるメ
カニズムの概略は以下の通りとなる。
（1） 比較的低い周波数で加振され，車両が下心ロール

振動を起こすと，車体・台車間で大きな相対ロー
ル角が生じるが，車体・台車間のまくらばねはス
トッパにより縮み量が制限され，図 4（a）に示す
ようにまくらばねは概ね片側ずつ交互に伸縮する
挙動を呈する。

（2） それに伴い，車体・台車間にレール長手方向に左
右対称に配置されたヨーダンパも概ね片側ずつ交
互に伸縮するため，左右のヨーダンパで発生する
前後力に差異が生じ，車体・台車間にヨーモーメ
ントとして作用する（図 4（a），（b））。

（3） 発生したヨーモーメントにより直線区間を走行して
いる台車が旋回し，脱線しやすくなる傾向となる。

2. 4　�ヨーダンパを装備した車両の地震時走行安全性向
上策

　地震時走行安全性向上策として，1 章で述べた脱線防
止ガードの設置が考えられる。それに加えて，前節で述
べたように，低い加振周波数領域において，ヨーダンパ
によって台車に作用するヨーモーメントにより，台車が

脱線しやすくなるのであれば，ヨーモーメントの発生を
抑制すれば良く，ここではその方法について検討を行っ
た。図 5 に示すようにヨーダンパを台車内前後対象に配
置することで，車体・台車間に相対ロール振動が発生し
た際の前後力を抑制することができる。台車の左右どち
らかのみに前後対象に配置すればロール振動時の前後力
を抑制できるが，左右非対称に減衰力が発生するため，
本来の目的である，高速走行時の台車だ行動抑制の観点

図３　正弦波加振に対する安全限界線図

図４　�車体ロール振動時の台車・車体間ヨーモーメント
発生の概略

図５　�ヨーダンパ提案配置と車体ロール振動時のヨー
モーメント低減効果の概略
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からは，走行安定性や乗り心地に対して十分な効果が得
られなくなる懸念がある。そこで，ここではヨーダンパ
を台車内前後・左右対称に 4 本配置することを提案す
る。ヨーダンパに関して，通常の配置と同等の走行安定
性，乗り心地および曲線通過性能とするため，ヨーダン
パ 1 本あたりの減衰力を通常の半分とする。減衰力が通
常の半分のヨーダンパを 1 台車あたり前後・左右対称に
4 本配置することを以後「提案配置」と記し，図 4 に示
した通常のヨーダンパ配置（1 台車あたり 2 本配置）を
「通常配置」と記す。ヨーダンパを提案配置とすること
による地震時走行安全性向上効果を確認するため，ヨー
ダンパを提案配置とした場合の正弦波加振に対する安全
限界線図を図 6 に示す。図 3 に示した通常配置の安全
限界線図もあわせて示す。図 6 より，ヨーダンパを提案
配置とすることで加振周波数 0.5Hz 付近の安全限界振
幅が大きくなり，地震時の脱線に対する耐性が向上して
いることがわかる。なお，加振周波数 0.3Hz に比べ 0.4Hz
の方が安全限界振幅が小さい一方，加振周波数 0.4Hz
よりも 0.5Hz の方が安全限界振幅が大きく，また加振
周波数 0.5Hz よりも 0.6Hz の方が安全限界振幅が小さ
くなっている。このように加振周波数 0.3～0.6Hz で安
全限界振幅の変動が大きくなっている原因として，車輪・
レール接触状態の急激な変化や車輪まわりの減衰要素が

少ないことが推定されるが，詳細なメカニズムの解明は
今後の課題である。

３．�ヨーダンパ配置変更による地震時走行安全
性向上効果の実験的検証

　2.4 節で示したヨーダンパ配置変更の効果を実験的に
も確認するため，大型振動台を用いた実台車加振実験を
実施した。以後，この実台車加振実験を「本実験」と記す。

3. 1　試験装置の概略
　試験体の外観を図 7 に示す。供試台車は在来線特急形
車両で用いられていた台車である。本実験ではヨーダン
パ提案配置での加振実験も実施するため，前後対称に
ヨーダンパを取り付けられるよう，台車側のヨーダンパ
受はヨーダンパ取付部が前後方向台車中心になるように
専用のものを製作している。また，半車体についてはヨー
ダンパ 4 本に対応するよう，車体側ヨーダンパ受を 4
つ装備している。ここで，便宜上，図 7 の左側写真にお
いて，紙面手前方向を前側と見なして前後左右を表現す
る。また，車両が軌道上を走行している時は停止してい
る時に比べ輪軸が軌道上を左右に動きやすい。加振実験
時，台車は停止した状態であるが，車両走行時の輪軸の
左右の動きやすさを模擬するため，車輪・レール間をグ
リース潤滑している。試験体のおもな諸元を表 1 に示
す。ヨーダンパの減衰力特性はリリーフ弁により高ピス
トン速度領域で傾きが小さくなる折れ線特性を有してい
る。提案配置用のヨーダンパについて，低ピストン速度
領域の減衰係数は通常配置用の半分となっているが，高
ピストン速度領域の減衰係数は通常配置用の半分より大
きい値となっている。これは既存の構造を用いた設計で
は，これ以上減衰係数を小さくできなかったためである。
なお，この差の試験結果への影響は小さいと考えている。

3. 2　実験条件および測定項目
　本実験の目的は，ヨーダンパの配置を変更することで

図６　�正弦波加振に対する安全限界線図（ヨーダンパ提
案配置と通常配置との比較）

図７　試験装置の外観とヨーダンパ取付部
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地震時に台車に作用するヨーモーメントが抑制され，地
震時走行安全性が向上することの確認である。したがっ
て，試験体についてはヨーダンパ配置のみ通常配置・提
案配置と条件変更した。加振波の条件を表 2 に示す。
様々な加振条件で効果を把握するため，試験体を健全な
状態に保ちつつ加振実験を繰り返す必要がある。そのた
め比較的強度の低い箇所のひずみやまくらばね（空気ば
ね）の伸び量等を監視しながら，できるだけ大きな加振
ができるよう，正弦波加振については振幅を，地震波加
振については変位入力に掛ける倍率を調整しながら加振
実験を行った。

3. 3　実験結果
　加振実験における振幅調整の結果，各加振波における
振幅もしくは倍率を表 3 に示すように決定した。試験体
を健全な状態で保ちつつ加振実験を行うため，脱線に至
るような極端に大きな加振はせず，前章で示した脱線の
メカニズムの一因である，台車・車体間に作用するヨー
モーメントに着目した。
3. 3. 1　正弦波加振における測定波形
　加振周波数 0.5Hz の条件について，台車側ヨーダン
パ受で測定した作用力から換算した台車作用ヨーモーメ
ントおよび車体側ヨーダンパ受で測定した作用力から換
算した車体作用ヨーモーメントの時間波形を図 8 に示

す。なお，台車作用ヨーモーメント・車体作用ヨーモー
メントは次式で求めている。

MzT ＝ lydT(FydTR － FydTL) (1)

MzB ＝ lydB(FydBRF － FydBLF ＋ FydBRB － FydBLB) (2)

　ここで，MzT：台車作用ヨーモーメント，lydT：台車中
心－台車側ヨーダンパ受間左右距離，FydTR，FydTL：台車
側ヨーダンパ受前後力（右側，左側），MzB：車体作用ヨー
モーメント，lydB：台車中心－車体側ヨーダンパ受間左
右距離，FydBRF～FydBLB：車体側ヨーダンパ受前後力（右
前側，左前側，右後側，左後側）である。
　図 8 より，台車作用ヨーモーメント，車体作用ヨー
モーメントともに概ね周期的な変動となっているが，ス
パイク状に著大値も見られる。この原因の一つとして，
以下のように考えられる。前述したように，加振実験で

表１　試験装置の主な諸元

表２　加振波形

表３　加振振幅（正弦波）と加振倍率（地震波）

図８　正弦波加振時の測定波形例
（加振周波数0.5Hz，加振振幅70mm）
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は台車は停止した状態であり，走行中に輪軸が軌道上を
左右に動きやすいことを，車輪・レール間をグリース潤
滑することで模擬している。そして，加振実験を繰り返
すうちに車輪・レールの接触面間に介在していたグリー
スが車輪の左右摺動により押し出され，潤滑不良（油ぎ
れ）を起こす場合があるが，1 台車内の 4 つの車輪で同
時には起こらないため，車輪・レール間の摩擦力が不均
一となり，台車が車輪フランジ遊間で許される範囲で
ヨー方向にわずかに旋回してしまう。その結果，前後の
輪軸で車輪フランジとレールゲージコーナとの接触タイ
ミングが異なり，台車がヨー方向に旋回し，ヨーダンパ
作用力がスパイク状に発生する。実際の走行では台車内
の 4 つの車輪で車輪・レール間の摩擦係数が大きく異な
ることはないと考えられる。また，本実験はヨーダンパ
配置変更による，車体ロール振動に伴うヨーダンパ起因
のヨーモーメント低減効果を把握することが目的であ
り，加振周波数付近での挙動に着目するため，加振周波
数の 2 倍の周波数をカットオフ周波数とするローパス
フィルタ（LPF）を作用させることとした。LPF 後の台
車作用ヨーモーメント，車体作用ヨーモーメントの時間
波形を図 9 に示す。図 9 より，LPF によってスパイク
状の著大値が概ね除去され，ヨーダンパを提案配置とす
ることでヨーモーメントの発生が抑えられていることが
より明確にわかる。後述するヨーダンパ配置による台車・
車体作用モーメントへの影響については，加振周波数の
2 倍の周波数をカットオフ周波数とする LPF 後の時間
波形の最大値に着目する。
3. 3. 2　地震波加振における測定波形
　各地震波加振条件で正弦波加振の場合と同様にして求
めた台車作用モーメント，車体作用モーメントを図 10
に示す。図 10 には各地震波の主要動（揺れの大きい時
間帯）を中心に示している。ランダム波である地震波加
振においても正弦波加振と同様に車輪・レール間の摩擦
係数不均一によるスパイク状の著大ヨーモーメントが発
生し得るが，正弦波加振と異なり LPF を作用させるた
めの適切なカットオフ周波数を決定しにくい。そこで，
主要動を中心とした時間帯での各ヨーモーメントの標準
偏差に着目する。
3. 3. 3　車体・台車間に作用するヨーモーメント
　ヨーダンパを提案配置とした場合と通常配置とした場
合の，車体・台車間に発生するヨーモーメントの最大値
（正弦波加振）もしくは標準偏差（地震波加振）の比較
を図 11 に示す。
　図 8～図 10 に示したように，台車作用ヨーモーメン
トと車体作用ヨーモーメントで同様の波形となっている
ため，図 11 には台車作用ヨーモーメントについて示す。
図 11（a）が正弦波加振に対する結果，図 11（b）が地
震波加振に対する結果である。

　図 11（a）より，正弦波加振においては加振周波数
1.0Hz 以下の領域で通常配置に比べ提案配置の方が作用
ヨーモーメントが小さくなっていることがわかる。一方，
加振周波数 1.2Hz 以上の領域では提案配置にすること
の効果が小さく，条件によっては提案配置にすることに
より，ヨーモーメント最大値が大きくなっている。この
原因として，以下が推察される。
（1） 車体・台車間の相対ロール振動が小さく提案配置

とすることのメリットが小さい。
（2） 本実験において，前述したような車輪・レール間

の摩擦係数不均一によるスパイク状の著大ヨー
モーメントは，左右方向力が小さい低周波数領域
の加振よりも，著大横圧が生じる高周波数領域の
加振の方が起きやすい傾向となっており，LPF で

図９　ローパスフィルタ処理された測定波形
（加振周波数0.5Hz，加振振幅70mm）

図 10　地震波加振時の測定波形例
（L1地震動（G5地盤），加振倍率0.9 倍）
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完全に除去しきれない場合がある。
　図 11（b）より，地震波加振においては本実験で検討
した設計地震動に対し通常配置よりも提案配置の方が作
用ヨーモーメントが小さくなった。

４．確率的観点からの地震時走行安全性向上効果

　正弦波加振に対する安全限界線図は，車両の地震時の
脱線に対する耐性の基礎特性を把握することができる
が，複数の条件下での地震時走行安全性の比較や，想定
される地震時の軌道面振動（ランダム波）に対しての安
全性について把握が困難であったため，著者らはいくつ
かの前提条件のもと，地震時の軌道面振動波形から脱線
発生確率を推定する手法を提案している23）。本手法を用
いれば，想定する地震時の軌道面振動に対する走行安全
性を「確率」という統一された指標で定量的に評価する
ことができる。また，ある固定された地点に建設される
土木構造物と異なり，移動体である車両は様々な地盤や
構造物上に敷設された軌道上を走行しており，地震時に
は卓越周波数や位相特性について多種多様な軌道面振動
を受ける可能性がある。したがって，車両の地震時走行
安全性を評価する際には，そのような多種多様な軌道面
振動について俯瞰的に評価することが望ましい。そこで
本章では，地震時の軌道面振動波形から脱線発生確率を
推定する手法の概略を述べるとともに，地震時走行安全
性向上策の効果を多種多様な軌道面振動に対して脱線が
発生する確率という観点から評価する。評価に際しては
在来線車両の地震対策として，ヨーダンパの配置変更に
加え，通常は乗り上がり脱線防止を主な目的として急曲
線部に設置される，図 12 に示すような在来線用脱線防
止ガードの設置20）についても向上効果を示す。

4. 1　確率的観点からの地震時走行安全性評価法の概略
　脱線発生確率の推定は，地震時における鉄道車両の脱
線可能性を地震波から推定する方法23）に従って行い，
以下を前提としている。
（a） 想定した地震は発生したものとする（地震自体の

発生確率は考慮しない）。
（b） 一般性を有する軌道面振動（275 種）に発生の偏

りはないものとする。
（c） 車両は想定した地震に遭遇したものとする（車両

の存在確率は考慮しない）。
（d） 軌道上各地点は同様の波形で振動したものとする

（隣接構造物間の動的な角折れや目違いは考慮し
ない）。

　なお，上記一般性を有する軌道面振動は鉄道構造物等
設計標準・同解説（変位制限）24）で用いられている地表
面地震動 11 種（表 4，一部は鉄道構造物等設計標準・
同解説（耐震設計）22）に基づき修正）を入力とし，構造
物の固有周期を 0.1 秒～2.0 秒まで 25 段階に設定して求
めた構造物天端応答（11×25＝275 種）である。
　評価対象車両の評価対象軌道面振動に対する脱線発生
確率の推定手順のフローを図 13 に示し，概略を以下に
示す。なお，詳細については既報23）を参照されたい。
（1） 評価対象車両について，正弦波加振に対する 3 種

図11　ヨーダンパ提案配置と通常配置の加振実験における台車―車体間に発生するヨーモーメント

図12　在来線用脱線防止ガード
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の限界線図（周波数 0.3Hz～3Hz の加振に対する，
5 波で脱線する限界，1 波で脱線する限界，およ
び 5 波で車輪上昇量最大値が 10mm となる限界の
加振振幅線図）を求める。

（2） 複数の地表面地震動に対して固有周期を広範に振っ
て求めた構造物天端の応答波（一般性を有する軌
道面振動（275 種））を車両運動シミュレーション
を用いて評価対象車両が脱線する最小の振幅に調
整する。

（3） （2）項のそれぞれの軌道面振動について，加速度
波形を加速度ゼロで半波分解し，半波毎に（1）
項に示した限界線図との比較により点数付けし，
連続する 10 の半波の点数和の軌道面振動波形全
域における最大値を求める。

（4） 速度波形および変位波形についても同様の処理を
行う。

（5） （2）項のそれぞれの軌道面振動について，（3），（4）

項で得られた 3 つの値のうちの最大値を脱線可能
性推定指標値とし，その累積確率線図を求める。

（6） 評価対象地震（想定した地震）における評価対象
地点の軌道面振動を推定する。

（7） 推定された軌道面振動に対し，（3）～（5）項と同
様の手法により脱線可能性推定指標値を求め，（5）
項で求めた累積確率線図に照らし合わせることで
評価対象車両の脱線発生確率を求める。

4. 2　評価対象軌道面振動
　評価対象軌道面振動は表 4 に示す地震動（地表面波）
に加え，2004 年新潟県中越地震における新幹線脱線地
点付近の推定地表面地震動１）および 2011 年東北地方太
平洋沖地震における新幹線脱線地点付近の推定地表面地
震動24）に対する構造物の応答を非線形 1 自由度解析に
より求めたものである。構造物のパラメータは以下の通
りであり，合計で 78 種の軌道面振動について評価した。
・等価固有周期：0.0，0.4，0.5，0.6，0.8，1.0 秒
・構造物減衰：5％
・降伏震度：0.5

4. 3　地震時走行安全性向上効果
　ヨーダンパを装備した在来線車両について，ヨーダン
パを提案配置にしたり，軌道側に脱線防止ガードを設置
したりするなど，地震対策を施した場合の評価対象軌道
面振動に対する脱線発生確率推定値を，地震対策を施さ
ない場合に対する比較として図 14 に示す。図中，青四
角で示した脱線防止ガードのみの効果のデータは文献
20 で示したデータと同一である。横軸に地震対策を施

表４　地震時走行安全性評価に用いる地震波23）

図 13　地震時における鉄道車両の脱線可能性を地震波から推定する方法のフロー
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さない場合の脱線発生確率推定値をとり，縦軸に同じ軌
道面振動に対して地震対策を施した場合の脱線発生確率
推定値をとっている。図中，破線上にプロットがあれば，
地震対策の有無で脱線発生確率推定値が一致することを
意味し，破線よりも下にプロットがあれば地震対策によ
り脱線発生確率推定値が低減，すなわち地震時走行安全
性が向上していることを意味している。なお，全体的な
傾向をつかむことに主眼を置いており，軌道面振動ごと
の区別はしていないが，脱線発生確率が高い領域のプ
ロットは L2 地震動のものである。図 14 より，ヨーダ
ンパを装備した在来線車両の地震対策の効果について，
脱線防止ガードを設置する，もしくはヨーダンパを提案
配置とすることで地震時脱線発生確率を概ね半減でき，
両者を併用するとさらに脱線発生確率を低減できること
がわかる。
　図 14 に示したように，ヨーダンパを装備した在来線
車両について，ヨーダンパを提案配置にすることと軌道
に脱線防止ガードを設置することで概ね同じ地震対策効
果が得られている。これに依れば，費用が限られる中で
地震対策を行う際，路線長もしくは地震対策上の重点区
間長が長い割に運行している車両数が少ない場合には車
両側の対策（ヨーダンパ配置変更）をとり，逆の場合に
は軌道側の対策（脱線防止ガード設置）をとるといった
判断を鉄道事業者が行うことが可能となると考えられる。

５．まとめ

　在来線車両の中でも比較的高速で走行する，ヨーダン
パを装備した在来線車両の地震時走行安全性向上策とし
て，通常は台車内左右対称に 2 本配置（通常配置）して
いるヨーダンパを台車内で前後にも対称に 4 本配置す
ることを提案し（提案配置），その効果を車両運動シミュ

レーションにより明らかにするとともに，その妥当性を
実台車加振実験により確認した。さらに，急曲線部に一
般的に設置されている在来線用脱線防止ガードを地震対
策として用いた場合とあわせて，地震波に対する走行安
全性向上効果を確率的観点から評価した。得られた結果
は以下の通りである。
（1） 正弦波加振に対する安全限界線図より，通常配置

でヨーダンパを装備した在来線車両は 0.5Hz 付近
の周波数領域の安全限界振幅が他の周波数領域よ
りも小さくなった。その原因として，この周波数
領域で生じる車両下心ロール振動により車体・台
車間の相対ロール振動が大きくなり，ヨーダンパ
起因のヨーモーメントが台車に作用することを車
両運動シミュレーションにより確認した。

（2） ヨーダンパを提案配置とし，車体・台車間の相対ロー
ル振動が大きくなってもヨーダンパ起因のヨー
モーメントが台車に作用しないようにすること
で，正弦波加振に対する安全限界線図において
0.5Hz 付近の安全限界振幅が増大することを明ら
かにした。

（3） 実台車加振実験により，加振周波数 1.0Hz 以下の
正弦波加振，および設計地震動（L1 地震動，L2
地震動）に対して，ヨーダンパを通常配置から提
案配置とすることで台車に作用するヨーモーメン
トを低減できることを確認した。

（4） ヨーダンパを提案配置とすること，および主に急
曲線部に設置されている脱線防止ガードについ
て，地震波に対する走行安全性向上効果を確率的
観点から評価した結果，どちらも地震時の脱線発
生確率を概ね半減できることがわかった。

　最後に，本研究を遂行するにあたり東日本旅客鉄道株
式会社より資料を提供頂いたことを付記し，ここに謝意
を表する。なお，本論文は文献 25 の要部抜粋である。
学術的考察など詳細については文献 25 を参照されたい。
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１．はじめに

　鉄道車両の基本的な走行性能である「止まる」「走る」
「曲がる」と密接な関係にある接線力（制動力・駆動力・
旋回力）は，車輪／レール間の長径 10mm程度の小さ
な楕円形状（接触楕円とも呼ばれる）をした接触面形状
で作用する摩擦力の特性により決まるものである。車輪
とレールの組合せの場合，これらの間の摩擦係数は乾燥
時で 0.3程度とされ，雨天時などではさらに小さくなる
ことが経験的に知られている。
　ところで，鉄道車両の車輪踏面は走行距離の増加とと
もに摩耗や塑性変形によりその形状が変化するため，専
用の車輪旋盤を用いて元の設計形状に削り直す作業（車
輪削正作業）が定期的に行われる。このとき，車輪旋盤
の加工精度によっては，車輪踏面の円周方向にらせん状
の車輪削正痕（バイト痕：図 1（a））が生じることがあり，
この表面形状はゴムタイヤ（以下，タイヤと記す。）の
トレッドに設けられた溝（以下，グルーブ：図 1（b））
と良く似ている。
　タイヤトレッドのグルーブは，雨天時に自動車が高速
走行するときタイヤが路面との間で生じる水膜上に浮き
上がるハイドロプレーニング現象を低減する目的１）と
して，接触面の排水性能を向上させるために設けられて
いることは一般に知られた事実である。
　他方，車輪／レール間では，その接触面圧は計測する
ことが困難なほど高く，接触面で生じる摩擦現象には不

明な点も多いため，そこで作用する接線力を一般に馴染
みのあるタイヤ／路面間の現象に置き換えて推察するこ
とが少なくなかった。例えば，乾燥時では，車輪踏面に
削正痕があると接触面の摩擦係数が大きくなり，車輪／
レール間の接線力がより大きくなるとする考え２）や，雨
天時では，接触形態の似ているタイヤ／路面間の接触理
論を参考に，車輪／レール間の接触面の排水性能が向上
するので接線力が大きくなるとする考え３）が挙げられる。
　しかしながら，著者の理論的および実験的研究４）か

雨天走行時の
車輪／レール接線力特性における車輪削正痕の影響

山本　大輔＊

Influence of Wheel Turning Trace on Wheel/Rail Tangential Contact Force Characteristics 
under Running in Rainy Conditions

Daisuke YAMAMOTO

　A wheel tread has wheel turning traces like grooves on a rubber tire tread. In the case of such a tread, the 
friction force of wheel/rail in wet conditions was expected to increase as was that of tire/road. Therefore, to 
clarify the relationship between wheel turning traces and friction force, tangential contact force measurements 
using a twin-disk rolling machine were carried out in several wet conditions. As a result, it was clarified that the 
friction force is almost unchanged regardless of the existence of wheel turning traces due to high ironʼs stiffness 
and that, especially under low velocity conditions, the friction force with wheel turning traces is smaller 
compared with that without wheel turning traces due to a small contact-patch. This means that the combination 
of wheel/rail is different from that of tire/road in terms of tangential force characteristics.
キーワード：車輪／レール，低粘着現象，車輪削正痕，水潤滑状態，接線力測定実験，タイヤ／路面間

図１　車輪踏面とタイヤトレッド
 
＊　鉄道力学研究部　計算力学研究室

特集：鉄道固有の力学的問題に関わる最近の研究

鉃道総研報告　Vol.36,  No.7,  2022 27

特 集 論 文



らは，乾燥時では，接触面が平滑の方が車輪／レール間
の接線力は大きく，車輪削正で生じる程度の大きさの凹
凸は，むしろ接線力を小さくする効果があることが分
かっている。また，雨天時の場合についても，車輪／レー
ルの組合せとタイヤ／路面の組合せでは，それらを構成
する材料や接触面圧の圧力レンジが全く異なるため，現
在主流とされる考えとは異なる結論になると考えられる。
　本研究では，水潤滑状態における車輪削正痕と車輪／
レール間の接線力特性の関係を明確にするため，まず，
タイヤ／路面間の接触理論を整理する。そして，車輪と
レールの接触を直径 30mmの一対の小型円筒試験輪の
接触で模擬した接線力測定実験を実施し，その結果に対
して，これらの理論を参照しながら考察する。

２．タイヤと路面間の接触理論

　接触面圧が高く計測困難な車輪／レール間で生じる現
象を推察するとき，タイヤ／路面間の現象が参考とされ
てきたことを踏まえ，まず，タイヤ／路面間の接触理論
について整理する。
　なお，研究分野の違いにより異なる固有名称の混同を
避けるため，「摩擦力」について，タイヤ／路面間の場
合は「摩擦力」，車輪／レール間の場合は「接線力」と
使い分けて記す。

2. 1　接触面が乾燥状態のときの摩擦力特性
　タイヤ／路面間に作用する摩擦力は，荷重，すべり速
度，真実接触面積（実際に路面と接触している面積），
ゴムの内部温度などの諸因子により複雑に変化するとさ
れる５）。接触面で作用する前後方向の全摩擦力 Fxは，
真実接触面積の増加に比例して大きくなる粘着摩擦力
Fxaと，路面の凹凸に対して周期的に接触部が変形する
過程で生じるエネルギー損失である損失摩擦力 Fxd，そ
して，路面の掘り起しによる掘り起し摩擦力 Fxcの 3つ
で構成され，式 (1)で表される。

Fx＝Fxa＋Fxd＋Fxc (1)

　一般的な舗装道路上を走行する場合，路面の掘り起し
は特異な現象と考えられ，この場合，式 (1)は右辺第 3
項が省略できるので，前後方向の全摩擦力は 2つの摩擦
力の和と簡略化することができる。
　図 2（a）から，加減速時のタイヤ／路面間の接触面で
は，「粘着領域（鉄道では固着領域）」と「すべり領域（鉄
道でも同じ）」の 2つの領域が生じ，これらには損失摩
擦力 Fxdと後者には粘着摩擦力 Fxaも作用する。
　乾燥時にはタイヤ／路面間のすべり率の増加とともに
粘着摩擦力 Fxaが大きくなり，速度向上とともにトレッ

ドゴムの形状変化が路面の凹凸に対して追従できなくな
るので損失摩擦力 Fxdが次第に減少する。また，ゴムの
温度が上昇するとゴム分子が熱運動により動きやすくな
るので損失摩擦力 Fxdが減少すると考えられている６）。
一般的には，乾燥時の損失摩擦力 Fxdは粘着摩擦力 Fxa

より小さいので，前後方向の全摩擦力は粘着摩擦力 Fxa

が支配的となる。
　次に，自動車のコーナリング時を考える。図 2（b）か
ら，タイヤは進行方向に対して舵角をもって転走するの
で，タイヤ／路面間では前後・左右方向の 2つの摩擦力
が作用する。これらの合力は，式 (2)の摩擦円の原理に
基づき，接触面の摩擦係数と垂直抗力の積で求まる値を
超過しないことが分かっており，一方向の摩擦力が大き
くなると，半径 μFzの摩擦円の範囲内で，もう一方の摩
擦力は小さくなる特性となる。

 (2)

2. 2　接触面が水潤滑状態のときの摩擦力特性１）

　乾燥状態のときには，タイヤ／路面間の接触面は平滑
なほど真実接触面積が増えるので，粘着摩擦力 Fxaは大
きくなる。しかし，水潤滑条件の場合には，タイヤ／路
面間が平滑なほど接触面に水膜が均一に存在しやすくな
り，その潤滑効果により粘着摩擦力 Fxaは小さくなる。
現実的には，タイヤと路面には表面粗さが存在するので，

Fx
2＋Fy

2 ≦ μFz

図２　タイヤ／路面間の摩擦力の発生メカニズム
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接触面では突起部と突起部が局所的に接触する状態とな
る。この場合，局所的な接触面では空間が生じ，接触面
に介在する水がこの空間に入り込むので，突起部では水
が減少し局所的に乾燥状態に近づく。これにより摩擦係
数も局所的に大きくなる。これに加えて，ミクロな視点
で考えると，突起部の頂部にミクロな粗さが存在すると
きには，突起部は断面積が小さく剛性が小さいので損失
摩擦力 Fxdが作用し，同時に，ミクロ領域での排水性が
向上して粘着摩擦力も増加すると考えられている。

2. 3　タイヤ／路面間のハイドロプレーニング現象１）５）

　雨天時のハイドロプレーニング現象は，タイヤが水に
高速で衝突したときに作用する水の慣性力により生じる
動圧がタイヤの接地面圧より大きいときに発生すると考
えられている。タイヤが水膜上に浮く直前の状態を図 3
（a）に示す。水は接触面前方からクサビ状に侵入するの
で，タイヤ／路面間の接地面は後端部のみとなる。この
部分を図 3（b）の簡易モデルで考えると，平板が極小さ
い迎え角で路面と接しているときの接触面後端で作用す
る水の慣性力により生じる動圧 Pfは，水の密度をρと
するとベルヌーイの定理から式 (3)と表すことができる。

 (3)

　接触面圧の分布を断面放物線形状と仮定すると，接触
面圧はその中央が最も高くなる。そして，タイヤの接触
面圧が内圧 Paの 1.55倍程度に相当するとの知見５）を
用いると，最大接触面圧 Pcは式 (4)となる。

Pc＝1.55Pa (4)

　ここで，タイヤが水膜上に浮き上がる速度条件は，水
の慣性力により生じる動圧がタイヤ接地面中央の接触面
圧より大きいときなので，式 (3)と式 (4)から，

 (5)

となる。単位は Vが km/h，Pcと Paが kgf/cm2とする。
　接触面が平滑な場合，水の慣性力により生じる動圧が
高いほど，接触面の前端部から中央部に向けて水が侵入
しやすくなると想像できる。現実的には，接触面には表
面粗さがあるため，非接触部と水の慣性力により生じる
動圧より低い接触面圧となる接触部を通過しながら，接
触面の中央部に向けて水は侵入すると推察される。
　なお，接触面に侵入する水の挙動や量を定量的に評価
する際，詳細な数値解析モデル１）が提案され実用に供
用されている。これについては別報に譲ることとする。
　以上，タイヤ／路面間の接触理論を整理した。次章で
は，車輪踏面に生じた車輪削正痕と車輪／レール間の接
線力特性の関係を接線力測定実験で調査し，その結果に
ついてタイヤ／路面間の接触理論を参照し考察する。

３．水潤滑条件での接線力測定実験による検証

3. 1　接線力測定実験の概要
　車輪／レール間の接触を直径 30mmの一対の小型円
筒試験輪の接触で模擬した接線力測定実験により，車輪
削正痕と水潤滑条件での車輪／レール間の接線力特性の
関係を調査する。今回の接線力測定実験では，鉄道総研
の転がり―すべり摩擦力試験機（図 4）を使用した。
　荷重条件は 450Nとした。これは実際の車輪／レール
間の接触面圧と同等の約 1.0GPa程度となるよう，接触
面の平滑な車輪側試験輪（Type-W）を対象に計算で求
めた値である。

1
2Pf＝ ρV 2

＝63V ≧ 50.47 Pc Pa

図３　ハイドロプレーニング現象の発生メカニズム 図４　水潤滑条件での接線力測定実験
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　水潤滑条件の実験では，水タンクから試験輪の巻き込
み側の接触面近傍までチューブを設け，チューブ先端か
ら接触面に向けて水温 20℃程度の井戸水を散水した。
そして，両試験輪を僅かに異なる周速度で転動接触させ
ながら，接触面に作用する前後・左右方向の接線力をそ
れぞれの方向に設けたロードセルで測定した。

3. 2　試験輪の仕様
　車輪側試験輪とレール側試験輪を図 5に示す。車輪削
正痕の有無と水潤滑条件での接線力特性の関係を調査す
るため，車輪側試験輪は接触面が平滑な Type-Wと，車
輪削正痕を模擬してピッチ 1mm，高さ 90μmの微小凹
凸をらせん状に設けた Type-Jの 2種類を製作した。
　また，レール側試験輪は，車輪側試験輪との接触面形
状（コンタクトパッチ）が楕円形状となるよう接触面を
半径 300mmの円弧形状にした 1種類を製作した。
　全ての試験輪は，表面の脂分や不純物を除去するため，
実験前に石油エーテルに完全に浸した状態で 15分間の
超音波洗浄を行い，完全に乾燥させた後に実験に用いた。

3. 3　実験条件
　主要な実験条件は表 1の通りである。

４．水潤滑条件での接線力測定実験の結果

4. 1　接触面の表面性状と接線力特性の関係
　接線力測定実験では，乾燥条件で接線力係数が飽和傾
向を示すまで測定を行い，その状態から連続して接触面
に向けて散水することで，水潤滑条件での測定を行った。
本節の水潤滑条件の実験では，散水流量は 0.01L/minと
極少量とし，試験輪の周速度を 0.6km/hから最大 20.0km/h
まで約 2分間隔でステップ状に増加させながら周速度ご
とに接線力係数を評価した。すべり率は乾燥条件と水潤
滑条件ともに 0.5%一定とした。Type-Wの場合の実験結
果の一例を図 6に示す。実験 1（青線）と実験 2（緑線）
は，同一条件の実験結果である。
　まず，実験結果の再現性を確認する。青線と緑線の比
較から，接線力係数の立ち上がりの挙動が若干異なるが，
接触面が安定した状態のときは，両者の挙動は同様と
なっており，接線力係数は定量的にも同等と評価できる。
このことから，実験結果の再現性が確認できた。Type-J
についても同様であった。なお，Type-Wの実験開始初
期の接線力係数の立ち上がり挙動の違いは，接触面の表
面性状が変化する過程における若干の差異によるものと
考えられる。
　次に，車輪／レール間でも，タイヤ／路面間と同様に
速度依存性があることを確認するため，Type-Wの場合
について，周速度と接線力特性の関係を時系列波形で評
価した。接触面に繰り返しの転がりすべり摩擦力が作用
すると接触面の表面性状が変化するため，接線力係数は
ゆっくりと増加する。そして，実験開始から 10分程度

図６　接線力測定実験の結果（Type-W）

図５　車輪側試験輪とレール側試験輪

表１　主要な実験条件
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で接線力係数は飽和傾向を示すことが図 6から分かる。
この時の接線力係数は約 0.42で，これを乾燥条件の代
表値とする。
　この状態から連続して，接触面に向けて散水流量
0.01L/minで水を滴下する水潤滑条件の実験を行った。
周速度 0.6km/hのときの接線力係数は，乾燥条件と同等
の約 0.42である。しかし，試験輪の周速度をステップ
状に増加すると，周速度の増加とともに接線力係数は小
さくなっている。これは試験輪の周速度の増加により，
接触面に侵入する水量が増加し，接触面の潤滑効果が増
したためと考えられる。この実験結果は，車輪／レール
間でも速度依存性があることを示唆する結果と考える。
　その一方で，試験輪の周速度ごとに接線力係数の変化
に着目すると，例えば，周速度 8.5km/hでは，この間の
実験条件は不変だが，接線力係数は実験時間の経過とと
もに少しずつ低下していることが分かる。この傾向は
Type-Jでも同様に認められた。この理由として，接触面
の表面性状の変化が考えられるので，Type-Wを対象に
実験前後で車輪側試験輪の接触面の比較を行った（図 7）。
　図 7（a）から，表面粗さ測定器で計測した車輪側試験
輪の接触面の表面粗さは，乾燥条件では実験後の方が大

きいのに対し，水潤滑条件では実験後の方が小さいこと
が分かる。過去の知見７）によると，乾燥条件では，実
験初期に表面粗さが若干小さくなり，同時に接触面の表
面性状が活性化するので，接線力係数は増加して飽和状
態に達する。そして，その後は，接触面の摩耗に起因す
る真実接触面積の減少により，接線力係数は若干減少傾
向を示すことが分かっている。図 7（a）の DRYの結果も，
過去の知見と符合する結果となっている。
　他方，水潤滑条件での接触面の表面性状と接線力特性
の関係では，接触面に水が介在する状態で転がりすべり
摩擦力を作用させると研磨作用が生じる場合があり，こ
の場合，実験時間の経過とともに接触面に生成した茶褐
色の酸化膜が削り取られて凝着しにくくなるので，接線
力係数が少しずつ低下すると，図 7（a）の表面粗さの変
化から推察できる。また，実験後の車輪側試験輪の接触
面を観察した図 7（b）の写真（Ⅱ）からも，水潤滑条件
では接触部が鏡面化していることが目視で判別でき，表
面粗さが小さくなっていることが理解できる。
　以上から，水潤滑条件における接線力特性には，タイ
ヤ／路面間と同様に速度依存性があることが分かった。
そして，水潤滑条件における接線力測定実験で計測され
る接線力特性は，乾燥条件と同様に接触面形状と接触面
の表面性状の変化に基づく現象に加えて，速度依存性を
有する水による潤滑効果と接触面の水潤滑状態の僅かな
差異により生じる研磨作用が関与することが分かった。
特に，研磨作用はタイヤ／路面間では認められない現象
と考えられる。
　なお，接触面の水による研磨作用は，接触面に介在す
る水膜が比較的厚い状態となる実験条件で生じる現象と
考えられ，全ての接線力測定実験で認められる現象では
ないことを付記する。

4. 2　車輪削正痕と水潤滑状態の接線力特性の関係
　接触面に設けた削正痕が接線力特性に及ぼす影響を調
査するため，図 5の 2種類の車輪側試験輪を用いて，4.1
節と同様の実験を行った。周速度ごとに求めた約 2分間
の接線力係数の平均値を代表値とした，試験輪の周速度
と接線力係数の関係を図 8に示す。
　図 8から，乾燥条件（白抜き印）では，周速度が変化
しても接線力係数はおおむね一定となっており，速度依
存性は認められない。それぞれの接線力係数は，Type-W
が約 0.41，Type-Jが約 0.27で，接触面に削正痕を設け
たときの方が小さい。これは接触面に削正痕を設けたこ
とにより真実接触面積が小さくなったためである４）。
　次に，水潤滑条件（濃色印）では，接触面の削正痕の
有無に関係なく，試験輪の周速度の増加とともに接線力
係数が減少している。周速度 20km/hのときの接線力係
数で比較すると，Type-Wは約 0.10，Type-Jは 0.12で，図７　実験前後の車輪側試験輪の表面粗さの比較
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それぞれ乾燥時の約 25％，約 44％に小さくなっている。
そして，接触面に設けた削正痕の有無による接線力特性
は，周速度 20km/h程度でその差異がなくなり，これ以
上の周速度になると，接触面に設けた削正痕の影響が無
視できる程度に小さくなる。
　ここで，タイヤトレッドに適切な形状のグルーブを設
けたときのタイヤ／路面間のように，車輪／レール間で
は接触面に削正痕を設けたことによる接線力向上効果
は，図 8からは認められない。これは以下の理由と考える。
　最初に，タイヤ／路面間の場合について述べる。一般
にタイヤの内圧は 300kPa程度と高くない。タイヤが水
膜上に浮き上がる臨界速度を式 (5)から求めると，自動
車の実用速度域の約 110km/hとなる。しかし，タイヤ
トレッドに適切な形状のグルーブを設けると，以下の 2
つの理由により粘着摩擦力 Fxaが大きくなり，ハイドロ
プレーニング現象の臨界速度が向上する効果が得られる。
　一つ目は，接触面の排水性能が向上するので，タイヤ／
路面間の真実接触面積が増加し粘着摩擦力 Fxaが大きくな
る。二つ目は，図 3のように接触面が完全に水で浸された
状態では，高速時ほど水の慣性力により生じる動圧により
タイヤトレッドが軸中心方向に押し潰され窪むので，タイ
ヤ／路面間には水を溜め込みやすい状態となる。このとき，
タイヤトレッドにグルーブを設けると排水性能が向上し真
実接触面積が増加するので粘着摩擦力 Fxaが大きくなる。
　これらに加えて，タイヤは粘弾性材料でできているた
め，水潤滑条件では損失摩擦力 Fxdが粘着摩擦力 Fxaよ
り相対的に大きくなる。損失摩擦力 Fxdのピーク値とな
るすべり速度は，粘着摩擦力 Fxaのピーク位置より一般
に高いとされ６），粘着摩擦力の弱点を補うことができる。
　このように，さまざまな特性の組合せにより得られる
複合的な効果により，トレッドにグルーブを設けたタイ
ヤは水潤滑条件のときに幅広い速度域で全摩擦力を向上
することができる。

　次に，車輪／レールの場合について述べる。車輪／レー
ル間の接触面圧は理論的に 800MPa以上とされ，式 (5)
からハイドロプレーニング現象の臨界速度を求めると
1000km/h以上の値となり，鉄道車両の実用速度域にお
いては車輪とレールの接触部が水で完全に遮断されるこ
とはないと考えられる。また，実用速度域で想定される
水の慣性力により生じる動圧に対して金属は十分な堅さ
を持っているため，車輪踏面が部分的に窪み，タイヤの
ように接触面に水を溜め込む可能性も低いと考えられ
る。これらは真実接触面積を減少させない観点からメ
リットとなる。
　しかし，車輪とレールを構成する金属は完全弾性体に
近い材料物性のため，金属同士の接触面で作用する摩擦
力は粘着接線力 Fxaのみとなる。また，金属同士の接触
面で作用する摩擦係数は，乾燥時でも一般に 0.3程度と
タイヤ／路面間と比べて小さいため，粘着摩擦力 Fxaは
タイヤ／路面間と比べて小さい。さらに，粘着摩擦力 Fxa

の弱点を補う損失摩擦力 Fxdが期待できないので全接線
力は小さく，これが作用するすべり速度の幅も狭い。こ
れらはタイヤ／路面間の場合に対する大きな違いとなる。
　このため，車輪／レール間の接線力係数はタイヤ／路
面間の摩擦係数と比べて小さく，車輪の材料物性は損失
摩擦力 Fxdを得ることができないため，車輪踏面に削正
痕を設けても車輪／レール間の粘着摩擦力 Fxaが低下す
るだけで，タイヤ／路面間のような摩擦力向上効果は得
られないと考えられる。図 8の結果はこの考えの妥当性
を示している。
　以上より，タイヤ／路面間の接触理論を参照し，接線
力測定実験の結果を考察した結果，車輪踏面に生じた車
輪削正痕は，水潤滑条件での車輪／レール間の接線力を
向上する効果は期待できないことが明らかとなった。

4. 3　アタック角の有無と接線力特性の関係
　試験輪間にアタック角を設けたときの接触面で作用す
る前後・左右方向の接線力特性を調査するため，アタッ
ク角 0.2degを設けた条件で接線力測定実験を行った。
前後方向のすべり率は 0.3%，0.5%，0.8%の 3通りを
基本とし，Type-Jの一部では 0.3%の実験を省略した。
図 9（a）と図 9（b）に Type-Wと Type-Jの実験結果をそ
れぞれ示す。縦軸は前後方向の接線力係数，横軸は左右
方向の接線力係数で，計測値の横のアルファベットと数
値は，実験条件と試験装置に設定する前後方向のすべり
率（以下，設定すべり率と記す）を意味する。
　試験輪間にアタック角を設けると，いずれの条件でも，
前後と左右の 2方向の接線力が作用している。これは
2.1節で述べた摩擦円の原理によるもので，車輪／レー
ル間の場合でも，タイヤ／路面間と同様の傾向となるこ
とが分かる。

図８　接触面の削正痕と接線力係数の関係
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　図 9（a）と図 9（b）から，乾燥条件の場合（白抜き印）
では，前後方向の設定すべり率が大きくなると，前後方
向の接線力係数が増加し，左右方向の接線力係数が減少
するので，それぞれの印は図の左上側に移動する。水潤
滑条件で周速度 0.6km/hの場合（淡色印），接触面に水
が介在したことで，乾燥条件より接線力係数は若干小さ
いが，前後方向の設定すべり率が大きくなるとそれぞれ
の印は図の左上側に同様に移動することが分かる。これ
らの条件では，前後方向の設定すべり率をさらに大きく
すると，前後方向の接線力係数はより大きくなると考え
られ，接触面に作用することができる接線力にポテン
シャルがあることが推察される。
　その一方で，水潤滑条件で周速度を 5.7km/hまで増加
した場合（濃色印），前後方向の設定すべり率を大きく
しても前後方向の接線力係数は増加せず，それぞれの印
は図の左側に移動している。これは接触面に作用するこ
とができる接線力のポテンシャルに対して，入力した接
線力が超過していることを意味しており，試験輪の周速
度の増加により接触面の潤滑効果が向上し，摩擦円の直
径が小さくなったことが理由と考えられる。この場合，
前後方向の設定すべり率をさらに大きくしても，前後方
向の接線力係数を大きくすることはできない。

　以上より，試験輪間にアタック角を設けた場合，水潤
滑条件においても，前後と左右の接線力が接触面に作用
することが分かった。また，試験輪の周速度を増加する
と接触面へ侵入する水量が増すので，前後と左右の接線
力係数はさらに小さくなることが分かった。そして，試
験輪に削正痕を設けると，接触面の真実接触面積が小さ
くなることと，接触面に水の潤滑効果が生じることの相
乗効果により，接触面が平滑なときと比べて接触面の摩
擦円がさらに小さくなるので，前後・左右方向ともに接
線力係数は小さくなることが分かった。

4. 4　散水流量の多寡が接線力特性に及ぼす影響
　散水流量の多寡と接線力特性の関係を調査するため，
散水流量 0.01L/minと 0.5L/minの 2つの条件で，周速
度と接線力係数の関係を比較した。前後方向のすべり率
0.5％一定，アタック角ゼロの場合の Type-Wと Type-J
の実験結果を図 10に重ねて示す。
　図 10から，試験輪の周速度が増加すると，接触面に
侵入する水量が増えるので，接線力係数が小さくなって
いる。これは Type-Wと Type-Jに共通している。そして，
散水流量の多寡と接線力係数の関係に着目すると，接線
力係数に差異が生じ始める周速度が Type-Wと Type-J
で異なることが分かる。具体的には，Type-Wでは試験
輪の周速度が 0.6km/h程度から接線力係数の差異が生じ
ているのに対し，Type-Jでは試験輪の周速度が 8.5km/h
程度以降で接線力係数の差異が生じている。この差異は，
接触面圧と水の慣性力により生じる動圧の大小関係に起
因するものと考えられる。これを説明するため，Type-W
を例にとり，図 11の水潤滑条件における車輪回転時の
接触面の状態から説明する。
　図 11では，車輪側試験輪とレール側試験輪の接触面
には微小な表面粗さがあるため，微小な突起同志による
接触部とその周囲の非接触空間が存在する。また，接触
面での接触形態には赤丸印と青丸印の 2つが考えられ
る。赤丸印は接触部と周辺の非接触空間が水で満たされ

図９　アタック角を設けたときの接線力特性

図10　散水流量の多寡と接線力係数の関係
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ていない場合，青丸印は接触部と周辺の非接触空間が水
で満たされている場合である。赤丸印では，水は接触部
周辺の非接触空間に流出するため，接触面では潤滑効果
が低下して接線力係数は局所的に大きい傾向を示すと考
えられる。他方，青丸印では，接触部とその周辺の非接
触空間は水で完全に満たされているため，接触部の水は
その周囲に流出することができない。このため，接触部
は完全な水潤滑状態となるので接線力係数は小さい傾向
を示すと考えられる。
　試験輪の周速度が増加すると，2.3節で述べたように，
接触面に侵入する水の慣性力により生じる動圧が増加す
るので，図 11の水位が上昇して水のない非接触空間も
水で満たされる。これにより，接線力係数は下限値まで
小さくなると考えられる。このような接触面の状態から
推察すると，Type-Wの接線力係数の差異が周速度
0.6km/h程度と小さい条件から生じた理由は，Type-W
の接触面圧が Type-Jのときより小さいためと考えられる。
　以上から，水潤滑条件における接線力特性は，接触面
に存在する極僅かな水による潤滑効果を受け，特に，周
速度が大きい時ほど顕著に受けることが分かった。そして，
散水流量の多寡と接線力特性の関係では，試験輪の周速
度との兼ね合いにより求まる接触面に侵入可能な水量に
対して，接触面周辺に実際に存在する水量の方が多いと
きに，接線力係数はより小さい傾向を示すことが分かった。
　その一方で，散水流量の多寡と接線力係数の関係を定
量的に評価するとその差異は大きくなく，4.2節で述べ
たように，接触面に侵入する水により車輪とレールが実
用速度域で完全に遮断されないことを考慮すると，接線
力係数がゼロになるのではなく一定の下限値が存在する
と考えられる。

５．まとめ

　本研究では，車輪削正痕と車輪／レール間の水潤滑状
態における接線力特性の関係を明確にするため，接触形
態が似ているタイヤ／路面間の接触理論を参考に，車輪
とレールの接触を直径 30mmの一組の小型円筒試験輪

の接触で模擬した接線力測定実験により調査を行った。
本研究で得られた知見は以下の通りである。

（1） 車輪／レール間の水潤滑条件における接線力係数
は，接触面に介在する極少量の水の影響を顕著に
受け，周速度 20km/h程度までの間に乾燥時の半
分以下まで急峻に減少することが分かった。

（2） 接触面に水が介在した状態で転がりすべり摩擦力
を加え続けると研磨作用により接線力係数が少し
ずつ減少する特徴的な現象が生じる場合があるこ
とが分かった。

（3） 水潤滑条件で試験輪間にアタック角を設けると，
乾燥条件のときより前後・左右方向の接線力係数
がともに小さくなること，接触面に介在する水量
が増すと摩擦円が小さくなり，これらの接線力係
数はさらに小さくなることが，それぞれ分かった。

（4） 散水流量の多寡が接線力特性に及ぼす影響は小さ
いことが分かった。

（5） これらの傾向は，接触面に削正痕を設けた場合も同
様で，特に，削正痕を設けると接触面の真実接触面
積が小さくなるので，接線力係数は，低速時には平
滑な接触面のときより小さく，高速時には接触面の
潤滑効果が支配的となるため，削正痕の有無による
影響が無視できる程度に小さくなることが分かった。

　以上から，車輪／レール間の接触面の排水性能を期待
して車輪踏面に削正痕を設けたとしても，タイヤ／路面
間のように接線力向上効果は期待できないことが明らか
となった。
　なお，本実験では試験装置の仕様により，試験輪の周
速度は最高 20km/h程度の検討となったが，図 10の
Type-Wと Type-Jの実験値を結ぶ近似曲線から推察す
ると，周速度 20km/h以上の場合も，接触面に設けた削
正痕の有無に係わらず，両者は同等になると考えられる。
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図11　水潤滑状態の接触面（Type-Wの場合）
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１．はじめに

　在来線の半径 600～800mの曲線外軌に敷設した熱処
理レールのゲージコーナ部において，ゲージコーナき裂
の発生が多数確認されている（図 1）。ゲージコーナき
裂は大きく進展するとレール折損を引き起こす危険性が
あるものの，連続的に発生するため，頭部補修溶接法１）

により除去することは困難である。したがってゲージ
コーナき裂は，その発生を予防することが重要となる。
　先行研究２）より，き裂の発生を抑制する手法の一つ
として，車輪／レール間の接触面圧を低下させることが

考えられる。また一般的に，2つの物体が接触し摩耗進
展すると，両者はなじむ傾向にある。つまり，車輪／レー
ル間の接触がなじむ摩耗形状を適用することにより，車
輪／レール間の接触面圧を低下させ，ゲージコーナき裂
の発生を抑制することが期待できる。そこで本研究では，
ゲージコーナき裂の発生が懸念される曲線外軌を対象
に，摩耗進展解析よりレール摩耗形状を予測した。さら
に，それらの曲線外軌に予測したレール摩耗形状を適用
し，車輪／レール間の接触面圧の低下を図ることで，ゲー
ジコーナき裂に至るき裂の発生を抑制する効果について
検討した。

２．き裂発生評価

　本章では，車輪／レール接触に起因する転動疲労き裂
の発生評価について記述する。

2. 1　き裂発生評価モデル
　レール頭頂面を起点として発生する，シェリングや
ゲージコーナき裂のような転動疲労き裂の発生を評価す
る指標として，シェイクダウン理論に基づいた疲労指数
（FI：Fatigue Index）により評価する手法（以下，「FI
モデル」とする）が，先行研究２）において提案されて
いる。本手法では，転がり接触疲労は車輪／レール接触
部における面圧やクリープ力に依存するという考え方に
基づいている。そして，接触状態がシェイクダウン限界

車輪／レール接触応力の緩和による
ゲージコーナき裂抑制手法の検討
辻江　正裕＊　　幸野　真治＊　　井戸　達哉＊

陳　　　樺＊　　曄道　佳明＊＊

A Study on the Countermeasure Method for Gauge Corner Cracking 
by Reducing the Contact Pressure Between Wheel and Rail

Masahiro TSUJIE　　Masaharu KONO　　Tatsuya IDO

Hua CHEN　　Yoshiaki TERUMICHI

　Gauge corner cracking (GCC) occurs in heat-treated rail installed on curved high rails with a radius of 600m 
to 800m. The GCC can propagates to the bottom of rail, resulting in rail breakage. However, no countermeasure 
has yet been developed to prevent GCC from occurring. The aim of this study is to investigate suppression 
method of GCC initiation by reducing the contact pressure between wheel and rail. Therefore, we focused on 
wear development of rail, and evaluated the effect of worn profiles of rail on wheel and rail contact. The results 
showed that the worn profiles of rail are effective in suppressing rolling contact fatigue that can develop into 
GCC by reducing the contact pressure between wheel and rail.
キーワード：ゲージコーナき裂，摩耗進展，疲労指数，車輪／レール，Archard，マルチボディダイナミクス

図１　ゲージコーナき裂の発生例

 
＊　　鉄道力学研究部　軌道力学研究室
＊＊　上智大学

特集：鉄道固有の力学的問題に関わる最近の研究

鉃道総研報告　Vol.36,  No.7,  2022 35

特 集 論 文



を超過すると，塑性ひずみが蓄積し，転動疲労き裂の発
生に至ると評価する。FIモデルにおける疲労指数の値
は，以下の式 (1)で与えられる。

 (1)

　ここで，FIは疲労指数，Fxならびに Fyはそれぞれ縦
クリープ力ならびに横クリープ力，Fzは車輪／レール
間の接触力である。また，ksはレール鋼のせん断強度で
あり，p0は最大接触面圧である。
　FIモデルでは，式 (1)で与えられる疲労指数の値によ
り，き裂発生リスクを評価している。つまり FI＝0の状
態がシェイクダウン限界であり，この値を超過した場合
にき裂が発生すると評価している。

2. 2　転動疲労試験
　前項で記述した FIモデルにおいて，国内の車輪／レー
ル材におけるシェイクダウン限界について明らかにした
例はない。そこで図 2に示す西原式摩耗試験機を活用
し，車輪／熱処理レール材試験片を用いた転動疲労試験
を実施し，FIモデルにおけるき裂発生の閾値を明らか
にした。
　転動疲労試験に用いた試験片は車輪材ならびに熱処理
レール材から切り出した，φ30mmの円筒試験片である。
試験条件は，車輪／レールの転がり接触による摩耗進
展／き裂発生を再現した先行研究３）４）に基づき，表 1
に示す通りとした。図 2に示す歯数の異なる 2つのす
べり用歯車によって，試験片の回転速度に差を生じさせ
ることにより，試験片接触部にすべり率を設定した。な
お試験片の転動速度は，車輪材試験片がレール材試験片
よりも速く転動するよう設定した。
　また，試験中に試験片接触部に作用するクリープ力を
算出するため，図 2に示すトルク計により，試験片の回
転軸に作用するトルクを測定した。
　試験終了後にレール材試験片を切断し，転動面につい
て光学顕微鏡（倍率：200倍）により断面観察を実施し，
き裂発生状況を調査した。さらに，各試験条件について
式 (1)を適用し，疲労指数の値を算出した。試験片の断
面観察結果の一例を図 3に示す。なお，図 3（a）はすべ

り率 0.5%，接触面圧 900MPaで用いた試験片の観察面
（き裂発生なし）であり，図 3（b）はすべり率 3.0%，
接触面圧 900MPaでの観察面（き裂発生）である。また，
疲労指数の算出結果ならびにき裂発生状況を図 4に示
す。なお図 4において，き裂が発生しなかった条件につ
いては白抜きで示す。
　図 3（a）に示すように，一部の条件においてはき裂の
発生が確認できなかった。一方，そのほかの多くの条件
では，図 3（b）に示すように，塑性流動に沿ってき裂が
発生していることを確認した。図 4より，き裂の発生が
見られなかった試験条件のうち，もっとも高い疲労指数
の値は－0.80であった。一方，き裂の発生が見られた
試験条件のうち，もっとも低い疲労指数の値は－0.75
であった。したがって，車輪材／熱処理レール材の転が

FI＝
Fx

2＋Fy
2

Fz p0

ks－

図２　西原式摩耗試験機

図３　断面観察例

表１　転動疲労試験条件
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り接触においては，疲労指数の値が－0.80より高い値
になると，熱処理レール材においてき裂の発生に至ると
考えられる。
　2.1節に記載したように，FIモデルにおいては，理論
上，FI＝0においてき裂発生に至ると評価するものの，
本研究で行ったき裂発生／摩耗進展を再現した転動疲労
試験においては，FI＞－0.8においてき裂発生に至る結
果となった。本研究では，より安全側に評価を行うとい
う観点から，本章での転動疲労試験の結果，つまり
FI＞－0.8においてき裂発生に至るとする。

３．摩耗進展解析によるレール摩耗形状予測

　本章では，ゲージコーナき裂発生の抑制を図るレール
摩耗形状について検討するため，営業線においてゲージ
コーナき裂の発生が確認された曲線区間を対象として，
摩耗進展解析を実施し，レール摩耗形状を予測した。

3. 1　摩耗形状予測モデルの概要
　本節では，摩耗進展解析で用いた摩耗形状予測モデル
について概要を記載する。図 5に摩耗形状予測モデルの
解析フローを示す。
　本モデルでは，マルチボディダイナミクスソフト
Simpackを活用した車両運動解析，ならびにそれらの解
析結果に基づく摩耗形状予測から構成される。はじめに，
Simpackにおいて対象とする車両／軌道モデルを構築
し，それらのモデルによる車両運動解析を実施する。つ
ぎに，Simpackより得られた解析結果に基づき，車輪／
レール接触状態を評価する。そして車輪／レール接触状
態から，各箇所におけるレールの摩耗量を算出する。算
出した摩耗量ならびにはじめにモデル化したレール断面
形状より，レールの摩耗形状を構築する。最後に，構築
したレール摩耗形状を再び Simpackの軌道モデルに再
配置することで，摩耗形状の軌道モデルに更新する。以
上の手順を繰り返すことにより，レール摩耗形状の時系
列変化を予測することができる。

　なお摩耗量の算出については，式 (2)で与えられる
Archard摩耗予測式５）を適用した。なお式 (2)において，
W［m3］は摩耗量，Fは車輪／レール間の接触荷重［N］，
Sはすべり距離［m］，Hは柔らかい材料の硬さ［N/m2］
である．また kは摩耗係数であり，摩耗進展速度を評価
する指標である．本研究では，先行研究６）における室
内摩耗試験結果より，k＝1.73× 10－4としてレールの摩
耗量を算出した．

 (2)

　また，1車両の通過によって算出される摩耗量はごく
わずかであり，それによる断面形状の変化はほとんど見
られず，車輪／レール接触への影響もほとんどないと考
えられる。そこで図 5に示す摩耗形状の更新について
は，先行研究７）に基づき，1車両の通過によって算出さ
れる摩耗量を 10000倍して摩耗形状を形成した。

3. 2　解析条件
　前節で記述したレール摩耗形状予測モデルを活用し，
営業線においてゲージコーナき裂が発生している曲線区
間の外軌を対象に，レールの摩耗形状を予測した。対象
とした軌道モデルの概略を図 6に示す。
　図 6に示すように，軌道モデルは半径 800mの曲線区
間であり，JIS60kgレールが敷設されている。一方，こ
の軌道モデルを通過する車両モデルについては，在来線
修正円弧踏面を有する通勤型車両（走行速度：105km/h）
を対象に構築した。
　先行研究８）より，ゲージコーナき裂に混在するきし
み割れの発生については，前軸における車輪／レール接

W＝ H
k・F・S

図５　摩耗進展解析の解析フロー

図４　転動疲労試験結果
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触が影響していることから，ゲージコーナき裂について
も前軸における車輪／レール接触が影響していると考
え，前軸を対象に摩耗進展解析を実施した。なお摩耗進
展解析においては，レールの摩耗進展に着目するため，
車輪の摩耗進展は考慮せず，常に設計形状とした。また，
図 5に示すレール断面形状の更新については，15回繰
り返して実施した。

3. 3　解析結果
　前節に示す条件における摩耗進展解析により算出した
曲線外軌の摩耗深さ分布および断面形状変化を図 7に
示す。ただし図 7において，横軸はレール頭頂面中心か
ら GC側への距離を示す。また両図とも，摩耗深さなら
びに摩耗による形状変化をより顕著に示すため，縦軸は
拡大して示す。
　図 7（a）に示すように，断面形状を更新するにつれて，
摩耗深さや摩耗帯域が増加していることが確認できる。
また，摩耗深さが増加する割合は，断面形状を更新する
につれて減少する傾向が確認できる。一方，図 7（b）に
示すレール断面形状については，断面形状を更新するに
つれて，より平面に近づく傾向が確認できる。

４．摩耗形状によるき裂抑制効果の評価

　前章で実施した摩耗進展解析で予測したレール摩耗形
状について，車輪／レール接触ならびにき裂発生への影
響を評価するため，車輪／レール接触解析を実施した。

4. 1　解析条件
　車輪／レール接触解析は前章と同様，営業線において
ゲージコーナき裂の発生が確認された曲線区間を対象に

実施した。ただし円曲線区間の外軌については，図 8に
示すように，JIS60kg設計形状（摩耗進展解析の更新回
数：0）ならびに前章での摩耗進展解析より得られた 15
ケース（更新回数：1～15）のレール摩耗形状を適用した，
合計 16モデルを構築した。なお車両モデルについては，

図６　軌道モデル（摩耗進展解析）

図７　摩耗進展解析結果

図８　軌道モデル（車輪／レール接触解析）
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前章と同じ通勤型車両ならびに走行条件を採用した。

4. 2　車輪／レール接触への影響評価
　本節では，前節に示す条件で実施した車輪／レール接
触解析の結果について示す。はじめに，円曲線区間の外
軌における車輪／レール間の接触面圧について，解析結
果を図 9に示す。
　図 9に示すように，レールの摩耗が進展するにつれ
て，車輪／レール間の接触面圧は減少する傾向が確認で
きる。つぎに，車輪／レール間におけるクリープ率につ
いての解析結果を図 10に示す。
　図 10に示すように，レールの摩耗が進展するにつれ
て，車輪／レール間に発生するクリープ率はわずかに減
少する傾向が確認できた。なお設計形状におけるクリー
プ率と比べて，最大で約 23%減少する結果となった。
　これらの結果より，円曲線の外軌に摩耗形状を適用す
ることにより，車輪／レール間の最大接触面圧やクリー
プ率がともに減少することを確認した。

4. 3　き裂発生への影響評価
　前節の解析結果を 2章に記述した FIモデルに適用し，
レール摩耗形状がき裂発生に及ぼす影響について評価し

た。車輪／レール接触解析で適用した各レール断面形状
別に，算出した疲労指数の結果を図 11に示す。
　図 11に示すように，レールの摩耗が進展するにつれ
て，疲労指数の値は減少していることが確認できる。こ
のような結果となった要因として，前節に示すように，
摩耗進展によりレール断面形状が変化するにつれて，車
輪／レール間の接触面圧が低下したこと，ならびにク
リープ率もわずかに減少したことが考えられる。
　つぎに，算出した疲労指数の値について，2章に示す
転動疲労試験結果をもとに，き裂発生への影響について
検討した。2章に記述した転動疲労試験結果より，車輪
材／熱処理レール材の転動疲労においては，疲労指数の
値が－0.8より大きくなると，熱処理レール材において，
き裂発生に至ることを確認した。したがって，き裂発生
に至る閾値を超過した値が高いほど，き裂の発生に影響
すると考え，き裂発生の閾値を超過した値を以下の式 (3)
で与えられる FIeffとして評価することとした。

　　FIeff＝FI－FIth (3)

ただし，FIeffはき裂発生の閾値を超過した値（以下，「有
効疲労指数」とする），FIは車輪／レール接触状態から
算出される疲労指数，FIthはき裂発生に至る閾値（2章
に記述した転動疲労試験より，本研究で採用した熱処理
レールの閾値は FIth＝－0.8とする）である。有効疲労
指数 FIeffはき裂発生の閾値を超過した範囲を示すこと
から，その値が高いほどき裂発生リスクが高いことを示
す。また，FIeffが正（FI＞－0.8）の場合にはき裂発生
に至り，FIeffが負の場合（FI＜－0.8）の場合にはき裂
が発生しない，との指標になる。
　図 11に示す結果に対し，式 (3)で与えられる有効疲
労指数の算出結果を図 12に示す。
　図 12に示すように，設計形状においては有効疲労指
数が 0.9を超過する値であったのに対し，本研究におい
て検討した摩耗形状においては約 0.4と，おおよそ半減

図11　解析結果（疲労指数）

図９　解析結果（最大接触面圧）

図10　解析結果（クリープ率）
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することが確認できた。このように，本研究で検討した
摩耗形状については，有効疲労指数は減少する傾向が見
られたものの，負の値にはならなかった。つまり，き裂
発生に至る疲労指数の閾値 FIth（2章の結果より－0.8）
を下回ることはなかったため，き裂の発生を完全に抑制
することは厳しいと考えられる。しかし設計形状に比べ
て，有効疲労指数 FIeffが減少していることから，き裂
の発生状況を緩和する効果は期待できる。
　これらの結果より，ゲージコーナき裂の発生が確認さ
れる曲線外軌においては，レール敷設直後の車輪／レー
ル接触においてシビアな接触状態となり，き裂発生に至
ると考えられる。一方で，敷設直後のレールについて，
その断面形状をレール削正により人工的に摩耗形状とす
ることで，車輪／レール間の接触面圧低下ならびにク
リープ率の減少が図られる。つまり，図 12に示すよう
に人工的に形成する摩耗形状においては，有効疲労指数
FIeffが 0を超過しているため，き裂の発生を完全に抑制
することはできないものの，これまでのレール敷設直後
の車輪／レール間におけるシビアな接触状態を回避する
ことができるため，ゲージコーナき裂の発生を低減する
効果が期待できる。

５．まとめ

　本研究では，摩耗進展による車輪／レール接触のなじ
みに着目し，曲線外軌にレール摩耗形状を適用すること
で，ゲージコーナき裂の発生を抑制する手法について検
討した。はじめに，車輪材／熱処理レール材の小型円筒
試験片を用いて，摩耗進展／き裂発生を再現した転動疲
労試験を実施した。つぎに，マルチボディダイナミクス
に基づく摩耗進展解析，ならびに予測したレール摩耗形
状における車輪／レール接触解析を実施し，レール摩耗
形状によるき裂抑制効果を検証した。得られた成果は以
下の通りである。
・ 転動疲労試験機により，摩耗進展／き裂発生を再現し

た。そして疲労指数によるき裂発生評価式に適用した
結果，熱処理レール材においてき裂発生に至る疲労指
数の値は，FI≒－0.8であると考えられる。したがっ
て，疲労指数が－0.8より高い値になると，き裂発生
に至ると考えられる。
・ 営業線においてゲージコーナき裂が発生した曲線区間
をモデルに，レールの摩耗進展解析を実施し，曲線外
軌の摩耗形状を予測した。
・ 摩耗進展解析より予測したレール摩耗形状を用いて車
輪／レール接触解析を実施した結果，レールが摩耗進
展するにつれて，車輪／レール間における最大接触面
圧ならびにクリープ率が減少する傾向を確認した。ま
たその結果，疲労指数も低減することを確認した。し
たがって，ゲージコーナき裂が発生する曲線外軌につ
いて，敷設直後のレールを削正し，人工的にレール断
面形状を摩耗形状とすることで，ゲージコーナき裂の
発生を完全に抑制することはできないものの，その発
生を低減する効果が期待できる。
　本研究の一部は，学校法人上智大学との共同研究によ
り実施した。
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１．はじめに

　高速鉄道は開業 50年以上が経過しており，将来の鉄
道施設の経年劣化への対応が進められている。さらに，
運行の高密度化や高速化が進められている。将来にわた
り長期的に安定運行を確保するには，労力や経費等のリ
ソースを的確に配分して構造物を維持管理していく必要
がある。維持管理においては，既設橋りょうが保有する
性能の定量化，ランク分けによりリソース配分の最適化
が可能となるが，一般には目視検査による定性的な評価
に留まり，列車走行性，疲労等の構造性能は定量的に評
価されていない。列車走行性，疲労等の構造性能を精度
良く評価するためには，定期的なたわみ測定や鉄筋の応
力測定を実施する必要があり，労力・経費増大が課題と
なっていた。
　橋りょうに対してMEMS加速度センサ等を設置し，
常時モニタリングと測定結果の機械学習を適用した分析
により加速度の振幅値や固有振動数などを指標として，
状態の変化を評価する研究が多くなされてきた。一方で，
構造物の設計１）２）においては，加速度や固有振動数と
いった指標が照査の過程で計算されることはあっても，
これらの指標と構造物が保有する構造性能と直接結びつ
けられた情報となっていない。従って，常時モニタリン
グ３）で加速度が得られたとしても，橋りょうの性能に
対して結び付けられることは少なく，実測データを十分
に有効に活用できていない状況にある４）。
　さらに，近年新幹線橋りょうにおいて列車通過に伴う
共振が見られる個体が多く確認されているが４）５），長期
供用時における構造性能の変化に関する現象解明が求め

られている。
　図 1に，本論文における評価フローを示す。本論文で
は，既設橋りょうの維持管理において加速度モニタリン
グによる構造性能評価を実現するために，2章におい
て，列車通過時の加速度波形からたわみ波形への積分を
可能とするアルゴリズム，3章において，たわみ波形か
ら内部鉄筋の応力波形へ換算するアルゴリズムを開発し
た。最後に 4章において，開発した手法を既設橋りょう
に適用して，簡易な加速度計測から，橋りょうのたわみ
による乗り心地等の列車走行性，鉄筋応力による疲労等
を評価し，構造性能の定量的な状態監視に基づく維持管
理手法を提案した。

２．�単純支持橋りょうの加速度積分によるたわ
み波形の復元方法

2. 1　提案手法
　単純支持橋りょうの加速度積分による変位波形の復元
方法として，パラメータ同定に基づく手法が既往の研
究６）で提案されているが，実際の橋りょうの応答を線
形系により表現できない場合もあり，モデル化誤差の影
響が大きくなること，計算負荷が大きく常時モニタリン
グ等で得られた大量のデータを処理するのに不向きであ
ることなどの問題がある。特に，橋りょうの動特性は，
コンクリート部材の非線形性や，列車／橋りょうの動的
相互作用の影響により，厳密には時々刻々変化すること
から，定常な 1自由度系を仮定した場合には，線形理論
で表現される固有振動数，減衰比等の誤差が無視できな
い場合がある。本研究では，モデル化が煩雑な因子を明
示的にモデル化せず，可能な限りノンパラメトリックな
方法とすることを念頭におき，線形振動理論を活用した

既設橋りょうの加速度モニタリングによる構造性能評価
徳永　宗正＊　　池田　　学＊

Structural Performance Evaluation of Existing Bridges by Acceleration Monitoring

Munemasa TOKUNAGA　　Manabu IKEDA

　The aim of this study is to realize monitoring structural performance condition for concrete girders. At first, 
we have developed a method to restore displacement waveform based on acceleration waveform during train 
passing by utilizing the linear vibration theory. Numerical experiments have shown that the method can estimate 
the maximum displacement within approximately 5% errors. Furthermore, the equivalent linearized beam theory 
has been extended to estimate reinforcing bar stress waveform based on the displacement waveform. These 
methods realized the structural performance evaluation of bridges such as riding comfort and fatigue fracture 
from acceleration measurements.
キーワード：加速度，モニタリング，積分，たわみ，構造性能，鉄筋応力，はり理論
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列車通過時の加速度波形に基づく変位波形の復元方法に
ついて検討した７）。
　図 2に，本研究で提案する加速度積分による変位波形
の算出方法のフローを示す（各記号は図 3参照）。本手
法を適用する上で以下の前提を置く。①実測されるデー
タは，軌道面直下かつスパン中央の単点の加速度波形の
み，②既知の情報は，橋りょうのスパン Lb，通過した
列車種別（Lv，a，b）とする，③列車の輪重 p0は未知
数で，全車両でばらつきは小さく一定値として扱うこと
が可能，④列車速度 Vは橋りょう通過中において一定
と仮定する。
　図 2の下段で示すように，本手法は加速度波形の低周
波のごく一部のみを補正する手法である。外力特性は，
鉄道車両の特性を利用して理論モデルを仮定する。加速
度波形により同定するパラメータは，後述する単位静的
たわみ　 のみである。
　図 3に示すスパン Lbを有する単純梁に荷重列が作用
する場合の動的応答は，式 (1a)，式 (1b)により与えら
れる。

 (1a)

 (1b)

ここで，ux，tは位置 xにおける時刻 tの変位，  ， ， 
　はそれぞれ単位質量，単位減衰，曲げ剛性，vは通過
速度，p0は軸重（全輪軸で一定と仮定），jは各輪軸番号，
x0, jは輪軸 jの初期位置を表す。  ， ，　はスパン Lbの
範囲内において一定値とする。振動モードを考慮すると
変数分離が成立し，さらに，モード変位 ytを用いて，
　＝kb ⁄ mb，cb＝2ξbωbの関係を用いると，式 (2a)，式 (2b)
が得られる。

ymax
s0

m
∂2ux,t

∂t ＋c
∂4ux,t

∂x
∂ux,t

∂t ＋EI ＝P

P＝p0Σjδ｛ x－vt＋x0, j｝

m c
EI

m c EI

ωb
2

図１　加速度モニタリングによる既設橋りょうの構造性能の評価

図２　加速度積分による変位波形の算出フロー７）

図３　単純はりに作用する列車荷重列７）
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 (2a)

 (2b)

ここで，λtはモード外力である。フーリエ変換子 Fを用
いて周波数領域上の加速度 A＝ℱ（ÿt），周波数領域上の
変位 D＝ℱ（yt），周波数領域上の単位外力 Fλ＝ℱ（λt）と
記述すると，Ωb（＝ω⁄ωb）の関係を用いて式 (3)が得ら
れる。

 (3)

　伝達関数 Sdを 　　　　　　　　　と記述すると，変
位の周波数応答 Dは，

 (4)

により与えられる。
　次に，モード外力λtの周波数領域の特徴について考察す
る。λtのフーリエ変換 ℱλは，パラメータωvLv（＝vπ⁄ Lv），tb（＝
π⁄ωv），Ω（＝ω⁄ωvLv）の関係を用いて，式 (5a)～式 (5c)の
ように展開される。

Fλ＝Ft0 Fa Fb FLv Fwv (5a)

Ft0＝e－iΩωvLvt0

 (5b)

 (5c)

ここで，Fwvは単一車軸による加振スペクトルであり梁
長さ Lbを速度 vで通過する加振周波数ωvに依存する成
分，Ft0

は先頭輪軸がはりに進入する時刻 t0による位相
差を表す成分，Fa，Fb，FLvはそれぞれ複数輪軸の周期的
繰り返し効果を表す成分である。
　式 (4)の関係を用いると単位静的変位　 は式 (6)に
より定義される。

 (6)

ここで，式 (6)の右辺は，周波数領域の変位 D，列車通
過による外力の周波数成分 Fλ，橋りょうの周波数応答関
数 Sdであり，周波数領域で定義された関数であること
に注意する必要がある。Sdが仮定している振動系が線形
1自由度でノイズが全く無いという条件が成立する場合
には，式 (6)は全周波数領域で成立する。しかしながら，
測定された加速度の低周波領域は，センサの応答特性上
精度が低いことが多い上に，単純に積分した場合には変
位の低周波領域はノイズの増幅の影響を受けやすい。さ
らに，実際の橋りょう応答は 2次以上の高次モードおよ
び非線形性を有することを考えると，実橋りょうの条件
下において式 (6)が成立する周波数領域は限られた領域
となる。このため，　 の同定においては，ノイズ，橋りょ
うの高次モード，動特性の不確かさの影響を受けにくい
特定の周波数領域を利用することとする。特に，固有振
動数周辺においては，車両／橋りょうの動的相互作用や，
橋りょうの非線形応答は，橋りょうの動特性が影響を及
ぼすことから，式 (6)の不確実性が高くなる。
　具体的には，実測加速度を時間領域に対して amsr，周
波数領域に対して Amsrと定義して，実測加速度に基づき
　　は式 (7)により同定する。

 (7)

ここで，ωe1
，ωe2

は平均値の評価区間となる周波数の下
限および上限であり，橋りょうの固有振動数 fbを用い
て，それぞれωe1

＝max｛1，0.1×2πfb｝，ωe2
＝0.6×2πfbと

した。この同定領域は，｜Sd｜が 1～1.3程度で橋りょ
うの減衰比等に依存して値が変化しにくい，かつ加速度
のノイズの積分による増幅の影響を受けにくい領域とし
て試行錯誤的に決定した。
　加速度を直接積分した場合の誤差は，主に時間積分の
過程で低周波ノイズを増幅してしまうことに起因してい
る。本研究で構築する方法は，実測された加速度を橋りょ
うの準静的成分および動的成分に分解し，ノイズの影響
を強く受ける準静的成分のみを理論解により補正するも
のである。本研究では，低周波領域のみ線形振動を仮定
して補正した Dmdfを式 (8)により定義する。

 (8)

ここで，ωmは補正境界角周波数であり，ωm＝max｛0.2，
0.6×2πfb｝とした。Fλを算出するためには，軸配置に
関連する nv，v，a，b，Lv，t0，および動特性に関連する
ωb，ξbが事前に必要なパラメータとなる。式 (8)によ
り定義された Dmdfの逆フーリエ変換 ℱ－1（Dmdf）により変

ωb
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位の復元波形 d mdfを得る。
　図 4に，単位静的変位　 を同定する評価区間，低周
波領域の補正区間の概念図を示す。横軸のΩは各振動
数ωをωvLvにより無次元化したものである。図 4（a）
は外力特性に関する成分｜Fa Fb FLv｜，｜Fwv｜，図 4（b）
は橋りょうの伝達特性に関する成分｜Sd｜である。一方
で，図 4（c）は橋りょうの変位応答｜D｜であり，図 4（a），
図 4（b）に示す特性の積として表される。ここでは，
V＝300km/h，Lb＝10，30，50，100m，　　　　 を仮
定した場合の例を示している。
　外力特性に関する成分｜Fa Fb FLv｜はΩ＝2，4，6…で極
大を示しており，橋りょうの固有振動数と一致すると共
振が発生する。図 4（c）で示す Lb＝10mの場合に着目す
る，橋りょうの角固有振動数ωbが 4＜ωb/ωvLv＜6となる
ことから，3次共振が発生する速度と固有振動数の関係
であることが分かる。Lb＝30mの場合は，ωb/ωvLv

≑ 2と
なり 1次共振が発生する領域である。Lb＝50m，100mの
場合は，ωb/ωvLv＜2となり，設定した列車速度 300km/h
よりも低速となると 1次共振が発生する領域となる。
　図 4（c）で示す｜D｜に着目すると，Lbの増加ととも
に｜Fwv｜，｜Sd｜が低周波領域にシフトし，｜D｜の低
周波成分が増加する傾向が確認できる。評価区間，補正
区間は，fbの関数として与えていることから，Lbの増加
と共に，同様に低周波領域に移動している。同図から，
Lbが長い場合には，Lbが短い場合と比較して，補正する
成分が増加し，1自由度系を仮定して算出される｜Sd｜
によるモデル化誤差の影響を受けやすくなること，また
加速度計に含まれるノイズによる積分誤差の影響も受け
やすくなることが分かる。

2. 2　提案手法の検証
　実測された加速度から変位応答波形を復元することを
考えた場合，加速度の実測波形には，橋りょうの純粋な
時間軸上の応答以外にも自己ノイズが混入する。このノ
イズには，測定対象とする列車荷重以外の風や地盤振動
等の外乱に起因するもの，電源や測定機器の特性による
もの等がある。本来，自己ノイズは一般的にはセンサの
電気回路等から発生する内的な要因によるものとして表
現されるが，このような内的な要因と常時微動や温度特
性等の外的な要因を分離することは困難であるため，本
研究では静置状態に含まれる外的な要因および A/D変
換性能を含む加速度センサシステムとしてのノイズをま
とめて自己ノイズと称することとする。即ち，加速度計
を設置した状態で列車が通過せずに実測される振動が自
己ノイズと判断されることとなる。理論解 atに人工的
なノイズ∊を付加した加速度波形 a∊を用いて提案手法
を検証する。
　加速度を時間積分して変位を算出する操作は，加速度

の各周波数成分に（iω）－2を乗ずることと同義となるこ
とから，1 ⁄ 2π（≒0.16）Hzより低い周波数領域において
は変位の絶対値が著しく増幅されることとなる。加速度
計でこの低周波領域を高精度に測定可能な周波数特性を
持つものは一般的に少ない。さらに，例えセンサで測定
可能であったとしても，積分操作を加える場合には上記
した低周波の増幅により，ノイズも増幅されることとな
る。即ち，0.2Hz程度以下の周波数成分は積分操作によ
る誤差の増幅の影響により，得られた変位波形の信頼性
は著しく低いものとなる。

ys
max

f b＝50Lb
－0.8

図４　�単位静的変位　　を同定する評価区間，低周波
領域の補正区間の概念図７）

ysmax
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　検証を実施するケースは，列車速度 V＝10，60，…，
460km/h，橋りょうのスパン Lb＝10，20，…，100m，
付加するノイズの標準偏差σ∊は 0.001，0.005．0.010，
0.015，0.020とした。車両数 nvは 12両，軸重 p0は
120kN，列車の進入時刻 t0は 2秒で固定値とした。単位
長さ質量  は単線のコンクリート橋りょうを，固有振
動数 fbは比較的柔構造の橋りょうを想定して，それぞ
れ  ɡ＝100＋1.5Lb（kN/m），　　　　　（Hz）と設定し
た。σ∊はセンサの種類などに大きく依存するが，４章
の実測モニタリングを俯瞰すると，σ∊＝0.001～0.005程
度となる場合が多い。
　図 5に，変位の補正波形の例を示す。図は，ノイズの
標準偏差σ∊＝0.020m/s2で比較的大きなノイズを想定し
た場合の，変位波形の理論による正解波形と提案手法に
よる復元波形を比較したものである。図 5（a）は Lb＝
10m，列車速度 V＝300km/h，図 5（b）は Lb＝50m，列
車速度 V＝200km/hの結果である。これらの結果は，車
両数 nv，列車速度 V，および橋りょうの動特性 fb，ξbを
既知とした場合の結果である。図中，上段から入力加速
度，時間軸および周波数軸上の変位の推定結果を示して

いる。
　同図中 2段目の変位の時刻歴に着目すると，変位の正
解波形 dt（灰色）と提案手法による補正波形 d mdf（赤線）
が一致していることが確認できる。このように提案手法
は，波形の最大値だけでなく形状を正確に再現できるこ
とから，疲労のように振幅と繰り返し回数が評価対象と
なる場合に有効であることが示唆される。一方で，黒点
線は直接積分による波形であり，長周期のノイズにより
時刻の経過と共にシフトが発生し，正しい変位波形が得
られていないことが分かる。
　同図 3段目では，変位 d mdfの補正領域の準静的波形と
実測された成分をそのまま活用する動的波形の時刻歴を
示しており，それぞれ，式 (4)で示す　　　　，および
（iω）－2Amsrの逆フーリエ変換により算出したものであ
る。図から，前者は概ね列車荷重の静的応答に近い波形
であり長周期のドリフトが生じていないこと，また後者
は固有振動モードの動的成分を多く含む波形であること
がわかる。
　図中最下段では，理論により置換された　　　　，
および検証用加速度波形を直接積分により得られた変位

m

m f eq＝50Lb
－0.8

ymax
s0,idf FλSd

ymax
s0,idf FλSd

図５　変位の補正波形の例７）
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の周波数応答（iω）－2Amsrを示す。（iω）－2Amsrは 1Hz程
度以下の領域で理論値との差が大きくなる傾向が見ら
れ，特に 0.2Hz程度以下の領域において，加速度ノイ
ズの増幅により値が理論値を大きく上回ることがわか
る。　　の同定領域（図 5（a）では 0.8～5Hz程度，図
5（b）では 0.4～1.2Hz程度）に着目すると，両者が概ね
一致しておりこの領域ではノイズの影響を受けにくいこ
とがわかる。
　図 6に，ノイズの標準偏差σ∊＝0.001～0.020m/s2の場
合の動的変位　 の最大値の推定精度を示す。　　は動
的変位の推定値，　　は動的変位の正解値，　　は静的
変位の正解値である。図から，静的変位である　　に動
的変位が加わることから，当然ながら　　よりも　　の
方が大きくなる。また，　　は特定の列車速度の場合に
大きくなることがわかる。これは橋りょうの固有振動数
と列車の加振振動数が一致して共振が発生する速度 V＝
3.6fb Lv /m（km/h，mは共振次数）で発生している。例えば，
Lb＝10mの場合は 713km/h，357km/h，238km/hがそれ
ぞれ 1～3次共振速度となる。　　と　　を比較する
と，速度が低速，スパンが長く，ノイズが大きくなるほ
ど推定誤差が大きくなる傾向が確認できる。これは，低速，
長スパン，ノイズが大きい場合は加速度の絶対値が小さ
くなり，SN比が小さくなるためである。また，ほとんど
の領域で推定誤差は正の値を示しており，安全側の評価
であるが，正解値を過大評価していることが分かる。こ
れは，2. 1節で示した周波数領域の評価区間においてノ
イズの絶対値が影響を及ぼしているためと考えられる。
　実用上σ∊≤ 0.005m/s2，V ≥ 150km/hの領域に着目す
ると，　　と　　が一致しており，概ね 5%以下の推
定誤差で動的変位　 を推定可能であることが分かる。

ノイズの増大と共に低速領域の推定誤差が大きくなる傾
向にあるが，100km/h以下の低速であってもノイズが少
ない加速度データを取得することができる場合には高精
度で変位を推定できる。一方で，設置状況などによりノ
イズが多くなる場合には適用範囲が小さくなる。
　なお，これらの方法は，1秒以下の高速計算が可能で，
従来の逆解析によるたわみの評価方法と比較して 500
倍程度の高速化を実現している。

３．たわみ測定による鉄筋応力波形の推定方法

3. 1　提案手法
　橋りょうの構造性能のうち，部材の破壊は鉄筋の降伏
や圧縮コンクリートの圧壊，疲労破壊は鉄筋破断により
発生し，これらは応力により評価，照査される。さらに，
鉄筋の疲労破壊を評価するためには，繰り返し回数，即
ち鉄筋に発生する応力の応答履歴を考慮する必要があ
る。特に，疲労強度には応力振幅および最小応力が大き
く影響する。実際のコンクリート構造物の鉄筋に発生す
る応力を考えると，建設時にコンクリート型枠から脱型
され，支保工から開放された瞬間から死荷重 D1が作用
し，軌道等の付帯設備の敷設に伴って付加死荷重 D2が
加わる。更に供用開始により列車荷重 Lおよび衝撃荷
重 Iが影響を及ぼすこととなる。即ち，日々の列車運行
による D1＋D2＋L＋Iの作用時に鉄筋には最大応力が発
生する一方，D1＋D2の作用時に最小応力が発生し，こ
れらの範囲が応力範囲となる。
　ひび割れが生じたコンクリート部材は，線路方向に剛
性等が変化するはりと考えることができ，その下側鉄筋
の引張応力は実際には付着切れによる応力再配分によ
り，列車荷重に対して非線形な挙動となるが，本研究で
は等価線形化した梁理論により推定する。
　図 7に，等価線形化はりのスパン中央のひずみ分布を
示す。スパン中央の変位δが得られている時，梁の動
的応答において正弦波半波により表現される振動モード
が卓越すると仮定すると，スパン中央の曲率φは式 (9)
により与えられる。

ymax
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ymax
sd ymax

sd,idf

ymax
sd,ext ymax
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ymax
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ymax
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sd,ext ymax

sd,idf

ymax
sd,ext ymax

sd,idf
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図６　動的変位　　同定精度７）ymaxsd 図７　等価線形化はりのスパン中央のひずみ分布
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φ＝（π/Lb）2δ (9)

さらに，中立軸位置から下側鉄筋までの距離と桁高 H

の比をβHと置くと，平面保持の仮定から下側鉄筋の線
路方向に対する平均ひずみ　 は式 (10)により与えら
れる。

 (10)

ひび割れ断面においては，ひび割れおよび付着の劣化に
よりコンクリートが負担する応力が周辺の鉄筋に再配分
されることとなる。ひび割れ断面の鉄筋ひずみ　と一
様部材を仮定した場合の鉄筋コンクリート（RC，Rein-
forced Concrete）引張部材の平均ひずみ 　の比をβcrと
表現すると，図 8に示す RC引張部材の見かけの応力 -
ひずみ関係によりβcrは式 (11)により記述できる。

 (11)

ここで，k1はコンクリートの引張力分担が付着応力の分
布形状に依存する係数，k2はひび割れ間のコンクリート
に生じた最大引張応力のコンクリートの引張強度との比
から定まる係数，Acは引張部材のコンクリート断面積，
Asは鉄筋断面積，ftはコンクリートの引張強度である。
　ひび割れ断面の鉄筋応力　 はヤング率 Esとひずみ 
　の積により表されることから，鉄筋の応力変動　　は，
式 (10)，式 (11)の関係を用いて式 (12)で表現される。

 (12)

　図 9に，付着の強さに関する k1k2-平均ひずみ関係を
示す。k1k2に関して，多くの研究者により，単純引張時
の関係式が提案されており，式 (13)で示す大野式８），
式 (14)で示す岡村式９）を例として示している。

 (13)

 (14)

　図から，両式において若干の違いは認められるもの
の，　 の増加とともに k1k2が低下し，1000μ程度で
k1k2が半分程度となる傾向にあることが分かる。引張コ
ンクリートにひび割れが発生する 100μ程度から 200～
300μ程度までは k1k2＝1であり，付着破壊が生じない領
域である一方，死荷重によるひずみ応答 500～1000μ程
度の領域においては k1k2＝0.4～0.6程度となり，コンク
リート面積の半分程度は有効断面として機能することが
推察される。実供用下においては列車荷重の繰り返し載
荷に伴って有効度は低下していき，初期載荷時の半分程
度となる10）。
　図 10に，式 (11)に示すβcrと平均ひずみ　 の関係
を示す。ここで k1k2は大野式により算出した。Ac /Asは
一般的な RC部材を想定して 10および 20，使用時の平
均ひずみ　 を 500～1000μとすると，図から，βcrは
1.05～1.20程度の狭い範囲の値を示すこととなる。即ち，
使用時のひび割れ断面の付着の強さによる鉄筋応力の変
動は大きくても 10～20%程度であることが分かる。先
述したように k1k2は繰り返し載荷により低下すること
から，ひび割れ発生から時間が経過していない場合には
βcrは 1.2程度，十分に時間が経過して付着破壊が進行
している場合には 1.1程度の値となることが想定される。
　桁高比，中立軸の位置等の支配パラメータの存在範囲
を整理した。対象構造物は標準設計された RC桁および
プレストレストコンクリート（PC，Prestressd Concrete）
桁とした。RC桁に対しては，東海道新幹線，山陽新幹
線（新大阪 -岡山），山陽新幹線（岡山 -博多），東北新
幹線（大宮 -盛岡）のものを対象とし，断面保持の仮定
が成立すると仮定して，主構造の全断面有効の断面の中
立軸の位置を算出した。最外縁鉄筋位置のかぶりは平均
的なものとして 50mmの一定値とした。材料特性として，
ヤング率はコンクリートの RC部分が 28kN/mm2，PC部
分が 31kN/mm2，鋼材が 200kN/mm2とした。
　図 11に，中立軸位置とスパンの関係を示す。ここで，
中立軸の位置は，スラブ上面を 0，主桁下面を 1として
無次元化した位置である。同図には併せて最外縁鉄筋位
置を示す。同図から，中立軸位置は 0.2から 0.4程度ま
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で下方に移動し，最外縁鉄筋位置はスパンの増加ととも
に 0.90から 0.96程度まで増加することが分かる。図 11
（f）は縦軸を中立軸と最外縁鉄筋の距離であるβH0，横
軸を Lb /Hした全ケースの結果である。図から，βH0は
0.5～0.7程度に分布し，Lb /Hの増加と共に減少するこ
と，T型桁の方がスラブ桁よりもβH0が大きくなる傾向
にあることが分かる。
　以上より，βHは断面にひび割れが入る前において非
構造部材を無視した時の全断面有効時の値βH0，非構造
部材の影響による中立軸の位置の上方への移動量∆βHn，
ひび割れ発生による中立軸の位置の上方への移動量
∆βHcrを用いて，式 (15)により算出する。

βH＝βH0＋∆βHn＋∆βHcr (15)

　∆βHnはスラブ軌道の場合 0.1，バラスト軌道の場合 0，
∆βHcrはひび割れが発生する部材は 0.1，ひび割れが発生
しない部材は 0，βH0はスラブ桁の場合 0.7－0.01Lb /H，
T型桁の場合 0.9－0.016Lb /Hにより算出する。実際の維

持管理においては RC部材等において主桁にひび割れが
発生する場合には，ひび割れ高さと鉄筋かぶりからβH

を推定することもできる。

3. 2　提案手法の検証
　実 RC橋りょうを対象として，鉄筋をはつり出したう
えでひずみゲージを貼り付けてひずみ測定を実施した。
加えて，ひずみ測定点の近傍においてリング式変位計に
よりたわみを測定した。測定ケースはそれぞれ 10ケー
ス程度である。対象橋りょうは Lb＝8.7m，H＝0.5m，
スラブ桁，バラスト軌道であることからβH＝0.63と算
出される。また，顕著な曲げひび割れが観察されている
ことから∆βHcr＝0.1とした。
　図 12に，鉄筋応力の推定方法の妥当性を示す。同図
において，鉄筋応力とスパン中央変位の関係において実
測値と推定値が一致していることが確認できる。3mm程
度の変位に対して内部鉄筋の応力は 20N/mm2程度であ
り，応力の実測波形と，変位波形をスカラー倍して算出
する推定法による波形が概ね一致することが確認できる。

４．たわみ測定による維持管理手法

4. 1　適用対象
　図 13に，対象橋りょう諸元を示す。対象橋りょうは，
実新幹線線区の上下線を個々に支持する RC単純桁で，
橋長 9m，支間長 8.7m，バラスト軌道である。桁高 0.5m
と支間長に対して低く，比較的動的応答が大きい特徴を

図11　中立軸位置とスパンの関係

図12　鉄筋応力の推定方法の妥当性
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有する。MEMS式加速度センサ３）により得られた，上
り線側の 13000ケース程度のモニタリングデータを対
象とした４）。

4. 2　適用結果
　図 14に，モニタリングデータから得られた通過速度
と加速度，変位の最大値の関係を示す。同図から，列車
速度 Vが 230～285km/h程度の範囲で 3.5～6m/s2程度
の最大加速度が記録されていることが分かる。最大変位
は，最大加速度と比例関係にならず，3～4.5mm程度と
なる。220km/h程度で 3次共振速度により加速度，変
位が最大を示していることから，列車通過中の固有振動
数は 7.3Hz程度（　　　程度）である。列車速度が同
じ場合でも最大応答に幅があるのは乗車率や車両形式が
異なることが影響している。また，加速度や最大変位で
小さい応答が観測されているのは，反対線の通過の際の
振動が伝達されたケースである。
　図 15に，モニタリングデータに提案手法を適用して
推定された構造性能を示す。
　安全性（破壊）の照査値 Ruは，応答値は鉄筋の変動
応力の最大値Δσsと死荷重による応力　により，限界
値は簡単のために鉄筋の降伏強度 fy（＝345N/mm2）とし
て 　　　　　　 （γ：安全率＝1.0）により評価した。
　安全性（疲労破壊）の照査値 Rfは，鉄筋応力の変動応
力の最大振幅 　 と疲労強度 fsukに基づき　　　　に

より評価した。ここで，疲労強度 fsukの算定においては，
300編成／日／単線，鉄筋の直径 32mm，鉄筋本数 30本，
引張強度 490N/mm2，耐用期間は 100年とした。また，
鉄筋腐食による強度の低減率は 1.1811）を仮定した。なお，
耐用期間を 500年とした場合の疲労強度の低減率は，
100年を基準にすると 1.10である一方，鉄筋腐食によ
る低減率は 2.53であることから，繰り返し回数よりも
鉄筋腐食の方が影響が大きい。応答値の算出においては
応力波形の両振幅を用いた。走行安全性の照査値 Rrsは，
変位の寄与および　　　 ，加速度の寄与　　　 の和
により評価した。ここで，δrは変位の最大応答値，ar

は加速度の最大応答値，　 は走行安全性に対する限界
変位である。　 は限界値として 1g（＝9.8m/s2）とした。
乗り心地の照査値 Rrcは，変位の最大応答値δrと限界値
　 を用いて，　　　 により評価した。限界値　 は，
変位制限標準１）の限界値を列車速度に対して線形に補
間して用いた。破壊，走行安全性に対しては，Ru，Rrs

が 1を超過する場合には，現状の運行速度においても問
題が発生する可能性があることから，なんらかの措置も
しくは入念な検査が必要となる。疲労破壊，乗り心地に
対しては，Rf，Rrcが 1を超過しても直ちに問題が発生
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図13　対象橋りょうの断面諸元７）

図 14　変位，鉄筋応力の推定結果

図15　構造性能の推定結果
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するわけではないが，超過状態が継続した場合には将来
的に問題が発生する可能性があるので，措置もしくは監
視により対応する必要がある。
　対象橋りょうの場合，Ruは 0.5以下，Rfは 0.7以下で
あることから，破壊，疲労破壊に対して十分安全が確保
できていることがわかる。一方，Rrc，Rrsに着目すると，
3次共振速度と一致する列車速度で乗車率が高い極稀な
場合に Rrc＞1，Rrs＞1となる。走行安全性の限界値は，
各項目に対して厳しい条件を仮定した安全側の値となっ
ていることから，本例のように，Rrs＞1となる場合には，
当該箇所の具体的な条件を適切に考慮してて再評価を実
施するのがよい。
　以上のように，実際に常時モニタリングにより得られ
た加速度データに対して提案手法を適用でき有効なデー
タが得られることがわかる。さらに，定量化された構造
性能を用いることで効率的な維持管理に寄与できる。

５．まとめ

　本研究では，コンクリート桁について疲労破壊や列車
走行性等の構造性能の定量的な状態監視に基づく維持管
理の実現を目的として検討を行った。
・ 線形振動理論を活用した列車通過時の加速度波形に基
づく変位波形の復元手法を開発し，列車速度が
150km/h以上の場合，一般的な SN比で最大変位を概
ね 5%以下の精度で推定可能であることを数値実験に
より示した。提案手法は，橋りょうの動特性等の影響
が大きく表れる固有振動数付近は実測データを生か
し，ノイズの積分誤差の影響を受けやすい低周波領域
のみを理論解に置き換えるもので，波形の最大値だけ
でなく波形形状も精度良く再現できる。
・ 等価線形化梁理論を拡張して，変位波形に基づく鉄筋
応力波形の推定方法として，コンクリートのひび割れ
による鉄筋の応力増加と，中立軸と鉄筋の距離の関係
を考慮する方法を開発した。提案手法は，詳細な断面
計算をせずに鉄筋の応力波形を推定でき，鉄筋の疲労
の評価に必要となる応力振幅および繰り返し回数を求
めることが可能となる。
・ 開発した一連の手法により，簡易な加速度計測から，
橋りょうのたわみに対する乗り心地等の列車走行性，

鉄筋応力による疲労破壊等の評価を実現した。これら
の方法は，1秒以下の高速計算が可能で，従来の逆解
析によるたわみの評価方法と比較して 500倍程度の
高速化を実現しており，モニタリングデータをリアル
タイムに処理できる。これらの手法と簡易な加速度モ
ニタリングを組み合わせることにより，労力をかけず
に疲労破壊や列車走行性等の構造性能の定量的な状態
監視が可能となる。
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１．はじめに

　縦まくらぎとはレールと並行に配置された 2つの縦
はりとそれらを繋ぐ部材で構成されるまくらぎである。
縦まくらぎはバラストに対してレール方向に連続した面
で接触するため，レール方向に離散的に接する横まくら
ぎに比べて列車通過時の荷重分散性に優れている。この
ため，縦まくらぎは横まくらぎよりも列車走行に伴うバ
ラストへの動的な負荷を軽減することができる。
　我が国の縦まくらぎは，バラストの突き固めを基本と
する定期的な軌道整備を前提としたバラスト軌道の保守
省力化を第一の目的として研究開発され，1999年に実
用化された１）。具体的な構成部材は，一般にプレテンショ
ン方式のプレストレストコンクリート（PC）製の 2本
の縦はりと鋼製の継材およびポストテンション方式の
PC製の端部閉合はりである。近年ではバラスト軌道の
一般部だけではなく，レール継目部２）や伸縮継目３）の
ように衝撃荷重が発生しやすい箇所や踏切部のように軌
道の支持剛性が変化する箇所など，一般部よりも多頻度
で軌道整備作業が必要となる構造物境界部への適用が増
えている。
　このようなことから，盛土と橋台や橋桁，線路を横断
する開渠などの構造物境界部においても，縦まくらぎを
適用することによる保守省力化効果が期待されるが，こ
のような箇所への縦まくらぎの敷設事例が少なく，保守

省力化効果の検証が不十分であるのが実態である。
　以上のような背景から，本研究では以下の点に着目し
た検討を実施することとした。
1） 縦まくらぎ軌道を模擬した 3次元 FEM数値解析モ
デルを構築し，構造物境界部に縦まくらぎを敷設し
た場合を想定した数値実験を行い，縦まくらぎの荷
重分散性能を評価する。

2） 縦まくらぎを営業線に敷設し，高低変位抑制効果を
定量化する。

２．数値実験による荷重分散性能の検討方法

2. 1　縦まくらぎの概要
　図 1に縦まくらぎの概要を示す。縦まくらぎの線路方
向の長さは 5900mm，縦はりは幅 460mm，高さ 155mm
の長方形断面でφ4.22mmの 3本鋼より線が 20本配置

構造物境界部における縦まくらぎ軌道による変位抑制効果
渡辺　　勉＊　　箕浦　慎太郎＊

後藤　恵一＊＊　　松岡　弘大＊＊

Verification of Longitudinal Level Irregularity Suppression Effect at the Structural Boundary by Ballasted Ladder Track

Tsutomu WATANABE　　Shintaro MINOURA

Keiichi GOTO　　Kodai MATSUOKA

　Numerical experiments were conducted using a three-dimensional numerical analysis model to quantify load 
dispersion performance of ladder sleepers at line structural boundary. As a result, it was revealed that compared 
with conventional prestressed concrete sleepers, the ladder sleeper can reduce the pressure on the sleeper bottom 
plane by approximately 70 %. Furthermore, when laying the ladder sleeper at the structural boundary, it was 
shown that laying across the structural boundary may be more effective in reducing the pressure on the sleeper 
bottom plane than laying it in front of the structural boundary. Finally, the ladder sleepers were installed on 
commercial line to verify the effect in suppressing longitudinal level irregularity.
キーワード：縦まくらぎ，バラスト軌道，高低変位，保守省力化，数値解析

図１　本研究で対象とする縦まくらぎの概要
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されている。コンクリートの設計基準強度は一般的な日
本の PCまくらぎと同等の 50N/mm2である。レール締
結間隔は 750mmである。縦まくらぎの設計は，従来の
PCまくらぎ４）と同様に，使用性の照査では静止輪重
80kNに割増係数（変動輪重係数）として 2５）を考慮し
た設計応答値（曲げモーメント）に対して，デコンプレッ
ションモーメントを設計限界値として縦はりの断面を決
定した。また，安全性の照査では静止輪重 80kNに変動
輪重係数として 4を考慮した設計曲げモーメントに対し
て，鋼材降伏あるいはコンクリートが圧壊する終局モー
メントを設計限界値として縦はりの断面を決定した。な
お，どちらの照査もバラストや路盤の沈下等により縦ま
くらぎがバラストに支持されなくなるリスクを想定し，
不支持区間を設定した。実際の営業線における縦まくら
ぎの支持状態は一様支持に近いという報告６）もあるが，
安全側に，不支持区間の長さをレール締結間隔の
750mmとして設定し，設計曲げモーメントを算定した。

2. 2　3次元 FEM数値解析モデルの概要
　図 2に 3次元 FEM数値解析モデルの概要を示す。数
値解析には鉄道総研が開発した車両と線路構造物の動的
相互作用解析プログラム DIASTARSIIIを使用した。
　レールははり要素，軌道パッドはばね要素，まくらぎ
ははり要素，バラストはソリッド要素，路盤はばね要素
でモデル化した。レール，まくらぎはレール締結間を 5
分割，バラストはバラスト層全体を 5層に分割した．解
析モデルは縦まくらぎだけではなく，比較のために横ま
くらぎの解析モデルも構築した。2つの解析モデルはま
くらぎの形状が異なるだけで，その他の条件はすべて同

じである。なお，まくらぎとバラストは列車通過時に非
接触状態となることも想定され，両者を非線形ばね要素
等で接続するのが実現象をより精度よく再現するために
は必要と考えられるが，本研究においてはまくらぎとバ
ラスト間のばね要素の非線形特性を一義的に定めること
が難しいため，本解析モデルでは剛なばねでまくらぎと
バラストを接続した。また，まくらぎおよびバラストを
ソリッド要素でモデル化した部分の前後については，解
析上の助走区間を 8m設けた。この区間では，レールを
はり要素，軌道パッド，バラスト，路盤を 1つの合成ば
ねでモデル化し，まくらぎおよびバラストの質量はレー
ル節点に集約した。以上より，解析モデルの総延長はお
よそ 22m（8＋5.9＋8m）となり，バラスト・ラダー軌
道の解析モデルの総節点数は，5430節点，総要素数は
5728要素，横まくらぎバラスト軌道の解析モデルの総
節点数は 5310節点，総要素数は 5584要素となった。

2. 3　解析に用いた材料諸元
　表 1に解析に用いた材料諸元を示す。材料諸元は鉄道
構造物等設計標準・同解説７）８）を参考に設定した。ただ
し，軌道パッドのばね定数は後述する振動モードごとの
固有振動数の実測値に整合させるため公称値の 2倍と
した。また，ヤング係数はコンクリートコアの圧縮強度
試験結果から対応するヤング係数を定めた８）。さらに，
地盤反力係数は現地にて実施した小型 FWD（東京測器
研究所）試験および後述する静的載荷試験の結果に基づ
き定めた。縦まくらぎの比較用の横まくらぎは JIS 

図２　3次元 FEM数値解析モデルの概要

表１　解析に用いた材料諸元
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E1201に規定される直線用 PCまくらぎ（品型：3号）
とした。

2. 4　解析ケース
　表 2に解析ケースを示す。支持状態は縦まくらぎがバ
ラストに一様に支持されるケース（ケース 1および 2）
に加えて，縦まくらぎが構造物境界部に敷設される場合
を想定した支持 Aおよび支持 B（ケース 3）を設定した。
具体的には図 3に示すように，支持 Aは構造境界の手
前に縦まくらぎを敷設した場合，支持 Bは構造境界を
跨いで縦まくらぎを敷設した場合である。加振方法は，
静的載荷および車両走行とした。車両走行における走行
方向は，バラスト区間から橋台などを想定した剛支持区
間に乗り移る「段上がり走行」とした。なお，剛支持区
間は表 1に示すバラストのヤング係数および路盤の地盤
反力係数を 1000倍してモデル化した。走行車両は近年
の一般的な在来線車両（軸重 80kN程度，軸距 2.1m，
車両長 20m）の 3両編成とし，列車速度は 90km/hとした。

2. 5　数値解析法
　DIASTARS IIIでは，車両および構造物に関する運動
方程式を連立して解くことにより，複数の車両からなる
長大な列車と構造物との動的な連成解析を行うことがで
きる。効率的な数値解析を行うために，車両および構造
物の運動方程式をモーダル変換する。得られる車両およ
び構造物のモーダル座標系上での運動方程式を，New-
markの平均加速度法により時間増分Δt単位に解いて
いく。解析に用いたΔtは，0.0001秒とした。また，解
析モード次数は 1000Hzまでの振動を再現できる次数と
した。

2. 6　解析モデルの妥当性の検証と解析結果の評価方法
　解析モデルの妥当性の検証のために，静的載荷試験と
縦まくらぎの固有振動数と振動モードの同定のため，イ
ンパルスハンマ試験を実施した。
　図 4に静的載荷試験の概要を示す。この試験により縦
まくらぎバラスト軌道の支持剛性を評価する。試験は縦
まくらぎに対して実施した。軌道への荷重の載荷方法は，
レール頭頂面に固定した H鋼の上にデッドウエイト
（鉄板）を順次載せることにより行い，160kNまで載
荷した。また，載荷時の変位は 220万画素で最大
170fpsでの撮影が可能な産業用カメラである CMOSモ
ノクロカメラ（分解能 0.01mm）を使用して測定した画
像をデジタル画像相関法９）により処理することで取得
した。
　図 5にインパルスハンマ試験の概要を示す。この試験
では，縦まくらぎの振動特性を評価する。具体的には，
縦まくらぎ加振時のインパクトハンマ（東陽テクニカ，

086C05）および圧電型加速度計（リオン，PV85）の測
定波形から算出したアクセレランスに基づき周波数領域
で固有振動数と振動モード形を同定した10）。
　解析結果は，既往の研究11）を参考に，バラストの沈
下の進行に及ぼす影響が大きいことが知られているまく
らぎ下面圧力に着目して検証することとした。具体的な
位置は，図 6に示す縦まくらぎおよび横まくらぎとも同
じ位置におけるソリッド要素の鉛直方向の応力とした。
なお，本解析モデルはバラストをソリッド要素でモデル
化しており，バラスト粒子自体の応力や振動を正確に再
現できるものではない。

表２　解析ケース

図３　解析ケースにおける支持A，支持Bの概要

図４　静的載荷試験の概要

図５　インパルスハンマ試験の概要

図６　検証位置の概要
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３．数値実験による荷重分散性能の検討結果

3. 1　解析モデルの妥当性の検証
3. 1. 1　縦まくらぎ軌道の支持剛性
　図 7に静的載荷試験結果と解析結果の比較を示す。着
目位置は図 2（a）で示した縦まくらぎ軌道の解析モデル
の中央である。試験においては 160kNまでの載荷に対
し，レールで 1.5mm程度，縦まくらぎで 0.8mm程度の
沈下が生じたが，解析結果はそれらを精度よく再現でき
ていることがわかる。また，縦まくらぎ軌道と横まくら
ぎ軌道の解析結果をレール変位で比較すると，横まくら
ぎ軌道の方が 0.07mm大きくなっており，相対的に縦ま
くらぎ軌道の方が軌道の支持剛性が高いことがわかる。
3. 1. 2　縦まくらぎの振動特性
　図 8に縦まくらぎの固有振動モードと固有振動数に関
する実測と解析の比較を示す。実測において，縦まくら
ぎの曲げ 1次モードの固有振動数は 75Hz，2次モード
は 151Hz，3次モードは 293Hz，4次モードは 480Hz，5
次モードは 748Hzとなった。それぞれ解析により得られ

た固有振動数は，ばらつきはあるものの概ね 10%程度
以内の誤差で固有振動数を再現できていることがわか
る。なお，既往の研究12）によれば，今回比較対象とした
長さ 2mの横まくらぎの曲げ 1次モードの固有振動数は
155Hz，2次モードは 460Hz，3次モードは 860Hzとい
う結果が得られており，本研究で対象とした長さ 5.9m
縦まくらぎとは振動特性が大きく異なる。
　以上より，本研究で構築した縦まくらぎ軌道の解析モ
デルは軌道の支持剛性および縦まくらぎの振動特性に関
する実現象を再現可能であると判断し，以降では，本解
析モデルを用いて縦まくらぎの荷重分散性能に関する数
値実験の結果を示すこととする。

3. 2　縦まくらぎの荷重分散性能に関する数値実験
3. 2. 1　静的載荷（解析ケース1）
　図 9に静的荷重 160kN載荷時のまくらぎ下面圧力を
示す。載荷位置は，図 2で示した解析モデルの中央にお
ける左右のレールである。図より，まくらぎ下面の最大
値を比較すると，縦まくらぎ軌道では 98.5kN/m2に対
し，横まくらぎ軌道では 147kN/m2となり，縦まくらぎ
軌道のまくらぎ下面圧力は横まくらぎ軌道の 67%程度
に低減されることがわかる。また，レール長手方向の荷
重分散は横まくらぎ軌道ではまくらぎ 5本分であるの
に対し，縦まくらぎ軌道では横まくらぎ位置で見ると，
7本程度の範囲で荷重を負担していることがわかる。
3. 2. 2　一様支持における列車走行（解析ケース2）
　図 10に軌道が一様に支持された条件（解析ケース 2）
におけるまくらぎ下面圧力の時刻歴応答波形およびその
波形の周波数応答特性を示す。着目位置は図 6に示した

図８　固有振動モードと固有振動数の比較
図９　静的荷重160kN載荷時のまくらぎ下面圧力

（解析ケース1）

図７　静的載荷試験結果と解析結果の比較
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位置である。時刻歴波形より，横まくらぎ軌道の時刻歴
応答は車輪 1軸ごとに応答のピークが見られるのに対
し，縦まくらぎ軌道ではレール長手方向に横まくらぎ軌
道よりも大きな剛性を有しているため，応答のピークが
1台車ごととなっている。これにより，車輪 1軸ごとの
加振周波数 11.9Hz（≒1/（2.1m/（90km/h/3.6）））に起因
する成分が小さくなったため，同図（b）に示すように，
縦まくらぎ軌道は横まくらぎ軌道に比べて，10Hz付近
の成分が低減した。さらに高周波数側を見ると，すべて
のピークを説明できるわけではないが，縦まくらぎおよ
び横まくらぎの固有振動数付近でそれぞれの軌道の応答
ピークが見られることがわかる。
　図 11に軌道が一様に支持された条件（解析ケース 2）
における車両走行時のまくらぎ下面圧力分布を示す。縦
まくらぎ軌道はまくらぎ下面圧力の最大値が 55.4kN/m2，
横まくらぎ軌道では最大値が 83.7kN/m2となり，縦まく
らぎ軌道は横まくらぎ軌道に比べて，まくらぎ下面圧力
を 66%程度に低減できることがわかる。
3. 2. 3　構造物境界部における列車走行（解析ケース3）
　図 12に構造物境界部を模擬した列車走行解析時にお
けるまくらぎ下面圧力の分布を示す。図 12（c）に示し
た構造物境界に隣接した横まくらぎバラスト軌道では端
部のまくらぎ下面圧力の最大値が 58.6kN/m2であるの
に対し，図 12（a）の支持 Aに示す縦まくらぎの端部の
下面圧力の最大値は 31.9kN/m2となり，同じ位置の横
まくらぎのまくらぎ下面圧力の 54%程度に低減された。
また，図 12（b）の支持 Bは構造物境界を跨いで縦まく
らぎを敷設したケースであるが，縦まくらぎの端部の下
面圧力の最大値は 11.9kN/m2となり，同じ位置の横まく
らぎの下面圧力の 20%程度に低減された。

４．縦まくらぎによる高低変位抑制効果

4. 1　検証方法
　図 13に営業線における縦まくらぎの敷設状況を示
す。敷設箇所は，50kgNレールが使用された直線区間で，

図10　車両走行時のまくらぎ下面圧力の解析結果
（解析ケース2）

図 11　車両走行時のまくらぎ下面圧力（解析ケース2）

図 12　車両走行時のまくらぎ下面圧力（解析ケース３）
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線路を直角に横断する開渠に隣接した箇所の前後に縦ま
くらぎを 2体敷設した。開渠はコンクリート擁壁に挟ま
れており，それぞれの擁壁上には合成まくらぎが設置さ
れている。縦まくらぎはこの擁壁から 100mm程度離れ
た位置を目安に敷設した。この敷設方法は，表 2や図 3
で示した支持 Aに相当する。なお，走行列車は通勤列
車と貨物列車で速度は 60km/h程度である。
　高低変位のデータは，鉄道事業者が所有する線路設備
モニタリングシステム13）により取得した。縦まくらぎ
の比較用の横まくらぎの高低変位は，縦まくらぎ敷設前
に同じ位置に敷設されていた横まくらぎの検測データを
用いた。バラスト交換後の軌道整備回数は縦まくらぎで
4回，横まくらぎで 6回である。また，横まくらぎの初
期沈下時のデータを得ることができなかったため，初期
沈下が収束した後の漸進的な沈下過程で比較を行うこと
とした。なお，軌道の沈下進みは既往研究14）による式 (1)
で表現されるものとした。

Y＝α（1－e－γX）＋βX� (1)

　ここに，αは初期沈下係数，βは沈下進み係数，γは
軌道状態による係数，Yは変位，Xは通過トン数である。

4. 2　検証結果
　図 14に縦まくらぎと横まくらぎの高低変位進みの比
較を示す。横まくらぎの軌道整備回数はバラスト交換後
6回に対し，縦まくらぎでは軌道整備回数が 4回である
にもかかわらず，軌道変位進みが改善されていることが
分かる。具体的には，横まくらぎでは軌道整備後 180
日で 12mm程度であるのに対し，縦まくらぎは軌道整
備後 680日においても 6mm程度であった。なお，試験
敷設箇所は，横まくらぎでは年間 3～4回程度の軌道整
備を行う多頻度保守箇所であったが，縦まくらぎを敷設
したことにより，軌道整備から約 680日経過しても高

低変位が抑制されており，整備不要な状態を保った。ま
た，沈下進み係数βで比較すると，横まくらぎで 0.0099
に対し，縦まくらぎでは 0.00198となり，1/5程度となっ
た。
　以上の結果より，構造物境界部に縦まくらぎを敷設す
ることにより，保守省力化に大きく貢献できることが実
証された。これらの結果は，構造物境界部の手前に縦ま
くらぎを敷設した場合（支持 A）であるが，3章の数値
実験の結果を踏まえると，構造物境界部を跨いで敷設す
る場合（支持 B）においても，同等以上の高低変位抑制
効果が期待できる。

５．まとめ

　本研究で得られた知見は以下の通りである。
1） 構造物境界部における数値実験により，縦まくらぎ
がバラストに一様支持された場合では縦まくらぎの
まくらぎ下面圧力は横まくらぎの 70%程度，構造物
境界部の手前に縦まくらぎを敷設した場合には横ま
くらぎの 50%程度，構造物境界部を跨いで敷設した
場合には横まくらぎの 20%程度に低減できる可能性
を示した。

2） 縦まくらぎを営業線に敷設し，高低変位の抑制効果
を実証した。具体的には，縦まくらぎの沈下進み係
数が横まくらぎの 1/5程度となり，横まくらぎでは
年間 3～4回程度の軌道整備を行う多頻度保守箇所
であったが，縦まくらぎは軌道整備から約 680日経
過しても整備不要な状態を保った。

　以上より，縦まくらぎは構造物境界部の保守省力化に
有効であることが明らかとなった。なお，本研究におけ
る高低変位の評価は，東日本旅客鉄道株式会社殿に甚大
なるご協力をいただいた。ここに感謝の意を表する。

図14　縦まくらぎと横まくらぎの高低変位の比較
図13　営業線における縦まくらぎの敷設状況
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１．はじめに

　鉄道分野における着雪被害は，電線やパンタグラフへ
の着雪による集電障害，車両着雪（図 1）が落下するこ
とによる地上構造物の破損やバラスト飛散，沿線の倒木・
倒竹による輸送障害など多岐にわたる。この中でも車両
着雪の落下は，分岐器不転換による遅延や設備の破損な
どを引き起こすため，重要な問題となっている。このよ
うな障害を軽減するために，高速鉄道では，地上側の対
策として駅での雪落とし作業など，車両側の対策として
床下機器の平滑化による着雪抑制が実施されている。し
かしながら，形状が複雑で，メンテナンス上覆うことが
困難な車両台車部には着雪が生じ，落雪による被害が発
生している。宍戸ら１）は，車両台車部付近にデフレクター
を取り付け，台車部に流入する雪の量を減らすことで，
着雪抑制を試みたが，実物車両において着雪量の有意な
低減効果の確認までは至っていない。このような着雪抑
制のデフレクターや車体形状を検討する上で，実物車両
を用いた試験を実施するためには多大な労力を要し，着
雪が生じる天候条件にも大きく左右されるため，効率的
な開発は困難である。
　本研究では，着雪量を減らす鉄道車両の形状を検討す
るために，鉄道車両の着雪現象を再現可能な着雪シミュ
レータの開発を実施している。鉄道車両床下の着雪現象
を再現するためには，雪の舞い上がりと複雑な床下形状
の流れを再現する必要があるため，限定した条件や単純
な形状を対象とした計算モデルでは，現象を正確に再現

することはできない。また，着雪対象物の形状や空気流
の解析についての簡略化をできるだけ行わない方向で進
める必要がある。さらに，着雪が成長することによって
空気流が変化した場合の着雪部位やその量を見積もる上
で，着雪形状を再現することが重要となる。
　本研究では，鉄道車両周りの空気の流れ，この中を移
動する飛雪粒子の運動，鉄道車両への着雪判定による着
雪解析手法を開発２）３）した。本報告では，開発した着雪
解析手法について述べるとともに，降雪風洞を用いた着
雪実験の結果と比較することで，計算の妥当性を検証し
た結果を記載する。

２．着雪シミュレータ開発のための実験

　着雪シミュレータ開発のための基礎データを得ること
を目的として，国立研究開発法人防災科学技術研究所 
雪氷防災研究センター　新庄雪氷環境実験所（以下，防
災科研・新庄）において，樹枝状結晶の人工乾き雪を用
いて，基本形状としての立方体模型と鉄道車両模型に対
する着雪実験を実施した。なお，本章の立方体模型を用
いた着雪実験の詳細は，鎌田らの文献２）に記されている。

降雪地帯を走行する鉄道車両への着雪を再現する
着雪シミュレータの開発

室谷　浩平＊　　中出　孝次＊　　鎌田　　慈＊＊

Development of Simulator to Accurately Reproduce Snow Accretion Phenomenon 
for Railway Vehicles Traveling in Snowy Areas

Kohei MUROTANI　　Koji NAKADE　　Yasushi KAMATA

　When accreted snow drops off train bogies, it might damage railway ground facilities along tracks, train 
devices, etc. To establish countermeasures against such snow accretion damage, we have developed a snow 
accretion analysis method to understand the snow accretion process. The “snow accretion analysis method” 
developed in this research consists of an “airflow calculation”, a “trajectory calculation” and a “snow accretion 
calculation”. In this research, we performed two kinds of snowfall wind tunnels to validate the proposed simulator.
キーワード：着雪解析手法，鉄道車両の着雪，気流計算，軌道計算，着雪計算，双方向連成解析

図１　着雪した鉄道車両の台車部

 
＊　　鉄道力学研究部　計算力学研究室
＊＊　防災技術研究部　気象防災研究室
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2. 1　立方体模型の着雪実験方法
　基本形状として立方体模型（寸法：152mm×152mm×
152mm）を用いた着雪実験を行った。図 2に立方体模型
の着雪実験の概要と様子を示す。防災科研・新庄の雪氷
防災棟の低温実験室内に設置されている風洞は，風洞断
面 1m×1m，長さ 14mの風路をもつ。風洞床面に雪を敷
き詰め，風洞断面の中央付近に立方体模型を配置し，気
温－2℃で着雪実験を行った（流入風速 2.5m/sの着雪実
験では，A＝1438mm，B＝405mm，流入風速 5.0m/sの
着雪実験では，A＝2533mm，B＝405mm）。
　風洞内への雪の供給は，天井に設置されているふるい
と振動モータで構成されている天井降雪装置を用いた。
一定の流入風速の下で雪を供給して，立方体模型に対す
る着雪実験を行い，着雪形状を測定した。

2. 2　飛雪の抗力係数の測定方法
　飛雪粒子は空中で，空気流から抗力を受けて移動する
ため，飛雪粒子の抗力係数が必要となる。飛雪粒子の形
状は複雑であるため，抗力係数を形状から推測すること
が困難である。そこで，降雪風洞で浮遊する飛雪の抗力
係数を求めるために，気温－2℃，流入風速 2.5m/sの実験
条件で雪を供給し，天井からシートレーザを照射し，風洞
側面から飛雪が落下する軌道を撮影した。撮影画像の飛
雪の落下角度を用いて，飛雪の抗力係数をパラメータとし
た重力と抗力の運動方程式を解くことで抗力係数を求めた。

2. 3　鉄道車両模型の着雪実験方法
　鉄道車両台車部のような複雑な流れ場での着雪計算ア
ルゴリズムの妥当性確認を行うために，静止した鉄道車
両模型に対する着雪実験を行った。図 3は鉄道車両模型
の着雪実験の概要と様子である。図 3のように，縮尺
1/10の台車モデルに上枠を取り付けたモデルを鉄道車両
モデルと呼ぶこととする。鉄道車両モデルは，上枠の上
部から下部にかけて傾斜を付けて，飛雪が底部に入りや
すい形にしている。風洞内への雪の供給には，風洞の床
面に設置された，雪格納部と切削装置で構成されている
雪供給装置を用いた。本実験では，気温は－2℃とし，
流入風速 10m/sで 10分間，風洞内に雪を供給し，着雪後，
鉄道台車周辺の着雪分布，着雪伸長量，着雪質量を測定
した。なお，着雪伸長量は，着雪が最も多く発生してい
る場所の着雪先端から模型の着雪面までの距離とした。

３．着雪解析手法

3. 1　双方向連成による着雪解析手法
　本研究で開発した着雪解析手法３）は，図 4のような
気流計算と着雪計算を双方向に連成させた手法である。
本研究では，気流場の計算を「気流計算」，気流場の速
度分布から抗力を計算し，飛雪粒子の軌道を求める計算
を「軌道計算」，対象物に着雪するかどうかの判定を「着
雪計算」とよび，これら全体を連成させた解析を「着雪
解析」と呼ぶことにする。
　本研究で開発した着雪解析手法は，図 4のような手順

図３　鉄道車両模型の着雪実験図２　立方体模型の着雪実験
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で実施する。まず，空気流シミュレータによる気流計算
を行う。次に，雪を球形状にモデル化して，空気流の速
度分布を用いて，抗力と重力を考慮した運動方程式によ
り，飛雪粒子の軌道を計算する。その後，粒子シミュレー
タにより着雪計算を行う。着雪形状により変化した対象
の形状を，空気流シミュレータの境界形状へと反映する。
このようにして，本研究の着雪解析手法では，気流計算
は飛雪粒子の軌道により着雪計算に影響を与え，着雪計
算は境界形状を変化させることにより気流計算に影響を
与える双方向連成解析である。なお，本来であれば，飛
雪粒子が空中に存在するために発生する気流場への影響
を考慮する必要があるが，その影響は降雪風洞実験にお
いてみられなかったため，本手法では考慮していない。

3. 2　気流計算
　気流計算に用いるソフトウェアは，鉄道総研で開発を
進めている不等間隔直交格子に対する有限差分法を採用
した空気流シミュレータである。基礎式は非圧縮性流体
に対するナヴィエ・ストークス方程式とし，乱流解析は
ラージ・エディ・シミュレーションにより実施し，サブ
グリッドスケールモデルは，コヒーレント構造スマゴリ
ンスキーモデルを用いた。基礎式を差分法により離散化
し，速度と圧力のカップリングはフラクショナル・ステッ
プ法を用いた。時間進行は，3次精度のアダムス・バッ
シュフォース法を，空間差分は 2次精度の中心差分法を
用いた。境界条件は，流入面で流入風を設定し，流出面
で対流流出境界条件，上面および側面ですべり速度境界
条件，着雪対象の表面と計算領域下面ですべりなし速度
境界条件とした。直交格子における物体形状の表現は，
計算格子単位で流体と固体を判別するボクセル法とした。
　流入風速の鉛直分布 u（z）は，風洞で測定した結果か
ら，流入面で，風洞の流入風速 Um/s，境界層厚さ 0.3m，
1/7べき乗則を用いた

 (1)

とした。ただし，zは風洞床面からの高さである。

3. 3　軌道計算
　本研究では，雪を球形状の粒子として近似し，この粒
子を雪粒子とよぶことにする。空中を浮遊する雪粒子を
飛雪粒子とよび，軌道計算は飛雪粒子一つ一つに対して
実施する。飛雪粒子に働く外力は，重力と気流計算の速
度分布から求まる抗力とし，飛雪粒子同士の衝突を考慮
しないものとした。
　軌道計算には，抗力と重力を考慮した運動方程式

 (2)

を用いる。ただし，U
→

snowは飛雪粒子の速度，U
→

rは気流
場に対する飛雪粒子の相対速度，dsnowは飛雪粒子の直
径，ρairとρsnowは空気と飛雪の密度，Cdは飛雪粒子の
抗力係数，g→は重力加速度である。空気の密度は，0℃
の密度である 1.3kg/m3を用いた。飛雪の密度には，降
雪風洞で生成される樹枝状結晶が積雪した状態の密度
100kg/m3を用いた。飛雪粒子の直径には，雪の結晶の
樹枝の長さ 2mmの半分程度の長さである 1mmを用い
た。2.2節で述べた降雪風洞実験において，流入風速
2.5m/sでの飛雪の落下角度が 22°であったことから，
飛雪の落下角度が一致するように，重力と抗力の運動方
程式 (2)を解いて求めた飛雪の抗力係数は 1.04となっ
た。ただし，抗力係数は飛雪の形状に依存するため，あ
る程度ばらつきがあると考え，本研究では，抗力係数を
平均 1.04，標準偏差 0.2とした正規乱数の値にし，この
値を軌道計算に用いた。なお，標準偏差 0.2は，パラメ
トリックスタディにより実験の降雪状況に最も近い値と
判断したものである。

3. 4　着雪計算
　本研究の着雪計算に用いるソフトウェアは，鉄道総研
で開発を進めている粒子シミュレータである。着雪計算
では，飛雪粒子の着雪の判定が重要である。これについ
ては，2.1節で述べた鎌田ら２）による立方体模型の着雪
実験の分析から「飛雪粒子の着雪表面に対する接線方向
の速度（図 5）の大きさが，風速に依存しないある一定
の値よりも小さい場合には着雪し，大きければ着雪しな
い」ことが示された。
　そこで，本研究では，これらの実験結果を取り入れ，
図 6の 2つの着雪判定により構成される着雪計算アル
ゴリズムの開発を行った。なお，図 6の固体粒子は，解
析モデルの形状を構成する粒子である。ここで，鉄道車
両などのモデルの形状は固体粒子により構成されてい
る。また，着雪粒子は，飛雪粒子が固体粒子に着雪する

U× （z ≤ 0.3）
u（z）＝

U （z＞0.3）

⎧
｜
⎨
｜
⎩

z
0.3

⎛
⎝

⎞
⎠

1/7

dUsnow

dt
ρair

ρsnow

1
dsnow

3
4 Ur||Ur||＋g＝ Cd

図４　着雪解析手法の概要
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ことで，動きが止まった粒子である。
　着雪計算アルゴリズムの第 1の着雪判定は，図 6（a）
に示される着雪粒子の空間充填率による着雪判定であ
る。この着雪判定は，飛雪粒子の周りに十分に多くの着
雪粒子，あるいは着雪対象物を構成する固体粒子がなけ
れば着雪しないという判定である。まず，粒子 iの粒子
数密度を

 (3)

 (4)

と定義する。w（・）は重み関数であり，r→iは粒子 iの位
置であり，r→ijは粒子 iと jの相対位置 r→ij＝r→j－r→iある。re

は重み関数の影響半径であり，粒子の直径 l0と係数 c0

を用いて，re＝c0×l0と定義され，粒子法でよく用いら
れる c0＝3.1を用いた。着雪判定では，粒子を格子状に
配置した場合の基準となる粒子数密度を n0とし，粒子
の空間充填率 ni/n0が着雪充填定数 αより大きい

 (5)

になれば，飛雪粒子は着雪候補粒子となり，第 1の着雪
判定を満たしたことになる。本研究では，表面に付着し
ているかどうかの判定だけでよいため α＝0.65とした。
　第 2の着雪判定は，図 6（b）に示される着雪表面に対
する接線方向の速度の大きさによる着雪判定である。ま
ず，粒子 iが着雪判定を行う着雪対象の法線を

 (6)

と定義する。着雪候補粒子の速度を U
→

i，着雪対象の法
線方向を m→iとすると，m→iと U

→
iのなす角は，

 (7)

となり，この角度を衝突角度 θiとよぶことにする。
　着雪表面に対する接線方向の速度の大きさ　　　　　
が，着雪の成長がこれ以上進まない状態での着雪表面に
対する接線方向の速度の大きさ βより小さい

 (8)

になれば，飛雪粒子は，第 2の着雪判定を満たしたこと
になる。本研究では，鎌田ら２）の着雪実験より求めた
値に近い β＝2.0m/sとした。
　図 7は，飛雪粒子が着雪粒子になるか判定するための
着雪計算アルゴリズムである。第 1の着雪判定の式 (5)
と第 2の着雪判定の式 (8)を満たせば，飛雪粒子は着雪
粒子になる。第 1の着雪判定を満たし，第 2の着雪判

ni＝Σ w（||rij||）j≠i

－1 （0 ≤||rij||≤ re）
w（||rij||）＝

0 （re＜||rij||）

⎧
｜
⎨
｜
⎩

||rij||
re

⎛
⎝

⎞
⎠

2

＞αn0
ni

rijmi＝Σ w（||rij||）j≠i ||rij||2

⎛
⎝

⎞
⎠θi＝arccos ||Ui||||mi||

Ui・mi

||Ui|| sinθi

||Ui|| sinθi＜β

図５　�飛雪粒子の着雪表面に対する接線方向の速度の大
きさ

図６　2つの着雪判定

図７　着雪計算アルゴリズム
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定を満たさない場合は，飛雪粒子が着雪表面付近にある
が，着雪表面に対する接線方向の速度が大きく着雪しな
い状況である。この場合は，着雪表面において，飛雪粒
子が非弾性衝突で跳ね返るものとした。これら以外は，
雪粒子の状態を変更しないものとする。なお，飛雪粒子
の反発係数は，氷の反発係数 0.8とした。

3. 5　着雪計算による気流計算の計算格子の更新方法
　着雪解析手法では，着雪計算において着雪がある程度
進むと，着雪計算から気流計算に切り替わる。着雪によ
る気流計算の境界形状の変更は，気流計算の計算格子中
心における着雪粒子の空間充填率により判定する。本研
究では，式 (5)の空間充填率による判定を用いて，各計算
格子を固体へと変更するようにした。ただし，r→iを各計算
格子の中心座標，α＝0.5，re＝2.0×（dxi＋dyi＋dzi）/3.0，
dxi，dyi，dziは各格子の軸方向の長さとした。

3. 6　気流計算と着雪計算の切り替え
　本研究の着雪解析は双方向連成解析であり，気流計算
と着雪計算を切り替えるタイミングを決める必要があ
る。気流計算の開始時は，着雪形状からの固体境界の形
状の変更により，変更された固体境界付近の計算が不安
定になり，数値振動が生じる。そこで，この数値振動が
ある程度収まってから，次のステップの着雪計算を行う
必要がある。このことを踏まえて，気流計算の各タイム
ステップの速度の発散の最大値が，計算が十分に安定し
た値よりも小さくなると気流計算は終了し，軌道計算と
着雪計算に切り替わるという方法を用いた。一方で，着
雪計算から気流計算に切り替わるタイミングは，100タ
イムステップ毎としている。この着雪解析では，気流計
算は，固体境界の形状の変更により生じる数値振動を収
束するように行っているだけであるため，着雪解析の時
間経過は着雪計算の時間経過と一致するものとする。

４．立方体モデルの着雪解析の検証

　本章では，着雪解析手法の妥当性確認のために，図 8
のような降雪風洞での立方体模型を用いた着雪実験を再
現した着雪解析を実施した。本章で実施した着雪解析に
用いた物性値は，空気の密度 1.3kg/m3，飛雪の密度
100kg/m3とし，飛雪粒子の直径を平均 1mm，標準偏差
0.2mmの正規乱数により生成される値とし，飛雪の抗
力係数を平均 1.04，標準偏差 0.2の正規乱数で生成され
る値とした。着雪が多く発生した流入風速 2.5m/sの場
合について，妥当性確認を行い，着雪の少ない流入風速
5.0m/sの場合については，計算結果を示すにとどめる。
　気流計算の格子は，最小格子間隔 4mm，x方向 275格
子，y方向 125格子，z方向 125格子の格子点数 4,296,875

の不等間隔格子を用いた。軌道計算では，実際の飛雪の
物性値である直径 1mmの飛雪粒子を用いたが，着雪計
算は計算コストが大きいため，直径 1mmの飛雪粒子が
43個集まって運動しているという粗視化を行っている。
そのため，着雪計算での接触判定は直径 4mmの粗視化
粒子で行っている。以後，本章では，「粗視化粒子」の
ことを単に「粒子」と呼ぶことにする。
　着雪解析における飛雪粒子の生成数は，着雪実験にお
ける降雪装置から供給される飛雪の量に比べ，意図的に
多くしている。これは，着雪実験では 30分間かけて着
雪を成長させるが，そのような長時間の解析を実施する
ことは計算コストの面で困難であるためである。そこで，
解析が破綻しない程度で最大限に飛雪粒子を発生させて
いる。このような理由から，着雪実験と着雪解析では，
経過時間は一致しないため，比較する際には何らかの対

図８　立方体モデルの着雪解析

特集：鉄道固有の力学的問題に関わる最近の研究

鉃道総研報告　Vol.36,  No.7,  2022 63



応付けをして比較をすることになる。
　図 8（a）と図 8（c）では，右上部から発生させた飛雪
粒子が自由落下し，空気流に流され立方体モデルへ着雪
していく様子を見ることができる。図 8（b）と図 8（d）
では，着雪先端部分の流れ場の速度が小さくなっている
ことが確認できる。この解析では，計算時間間隔を気流
計算 0.0004s，着雪計算 0.00016sとし，着雪計算を 6万
ステップ実施した。総粒子数が約 8万粒子の解析と
なった。
　図 9は流入風速 2.5m/sの場合の立方体模型の着雪実
験と着雪解析の結果である。着雪解析の黄色破線は着雪
実験の着雪形状である。これらを比較した結果，概ね着
雪形状を再現していることが確認できる。
　図 10は流入風速 5.0m/sの場合の立方体模型の着雪実
験と着雪解析の結果である。流入風速 5.0m/sの着雪実
験では，飛雪の衝突により，着雪面端部（図 10（a）の
赤色破線内）の着雪部分に削剥が発生した。現状の着雪
解析では削剥解析は実施されないため，着雪解析の着雪
面端部（図 10（b）の赤色破線内）の着雪形状が，着雪
実験とは異なる。一方で，削剥の影響が少ない着雪面中
央（図 10（b）の緑色破線内）の立方体表面に対する着
雪表面の角度は再現していることが確認できる。
　図 11は，実験と解析での着雪先端の推移を比較した
結果である。図 11（a）は，着雪先端と着雪伸長量の関
係を示している。着雪対象物から最も離れた着雪箇所を
着雪先端とする。図 11（b）は，実験と解析での着雪先
端の推移を示している。着雪実験と着雪解析の着雪伸長
量と先端の高さの関係は，概ね一致していることから，
上方から飛雪が来ることによって，着雪が進むにつれて
着雪先端が高くなりながら着雪伸長量が増加するという
着雪実験の様子を，着雪解析においても再現しているこ
とが確認できる。ここで，着雪解析の方が，先端の位置
がやや高いのは，着雪実験では立方体模型が前下方に傾
いた影響であると考えられる。
　図 11（b）は，着雪実験の経過時間と着雪解析のステッ
プ数を対応付けるために用いることができる。そこで，
図 11（b）を用いて，着雪実験の経過時間と着雪解析の
ステップ数を対応付けた。具体的には，図 11（b）にあ
る 10分後，15分後，20分後，30分後の実験値からで
きるだけ近い着雪伸長量の解析結果を見つけ，その解析
のステップ数を，それぞれの実験値と対応付けした。図
9と図 10の中にある「着雪解析○ステップ後」という
のは，この手法を用いて実験の経過時間と対応付けた解
析のステップ数である。
　図 12（a）は着雪実験の射影面積における着雪解析の
相対誤差の求め方であり，図 12（b）は相対誤差の推移
である。着雪実験では，図 12（a）の「実験」が撮影さ
れた結果である。着雪解析の結果を，立方体模型が一致

する射影面に射影した結果が図 12（a）の「解析」である。
それぞれの着雪した部分の射影面積を求め，着雪実験を
基準に相対誤差を求めた結果が図 12（b）である。図 12
（b）では，横軸は着雪実験の経過時間であり，着雪解析

図９　�立方体模型の着雪実験と立方体モデルの着雪解析
（流入風速2.5m/s，側面やや斜め前方から見た
場合）

図10　�立方体模型の着雪実験と立方体モデルの着雪解
析（流入風速5.0m/s，側面やや斜め前方から
見た場合）
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は図 11（b）を用いて対応付けた。側面（やや斜め前方）
と上方からの撮影の分析では，ともに着雪解析は着雪実
験を射影面積の 6%程度の相対誤差で再現していること
が確認できる。

５．鉄道車両モデルの着雪解析

　本章では，鉄道車両台車部のような複雑な流れ場での
着雪計算アルゴリズムの妥当性確認を行うために，鉄道車
両模型の着雪実験を再現する着雪解析を実施した。フサ
ギ板の形状が変更された場合であっても，実験における
着雪分布と着雪量を，解析により再現できるかを調べるた
めに，垂直なフサギ板モデル（図 13（a）と図 13（c））と傾
斜のあるフサギ板モデル（図 13（b）と図 13（d））を用いた。
　着雪解析に用いた物性値は，流入風速 10.0m/s，空気
の密度 1.3kg/m3，飛雪の密度 100kg/m3とし，飛雪粒子
の直径を平均 1mm，標準偏差 0.4mmの正規乱数により
生成される値とし，飛雪の抗力係数を平均 1.04，標準
偏差 0.2の正規乱数で生成される値とした。飛雪粒子が
雪面に衝突し分裂することなどを考慮して，飛雪粒子の
直径の標準偏差を立方体モデルより大きく設定した。
　気流計算の格子は，最小格子間隔 2mm，x方向 855格子，
y方向 220格子，z方向 125格子の格子点数 23,512,500の
不等間隔格子を用いた。着雪計算では，直径 2mmの粗視
化粒子による着雪計算を行った。

　飛雪粒子の生成に関しては，実験の風洞床面の雪供給
装置の位置に，飛雪粒子を 10mm間隔に格子状に 408
個（風路方向 1個，風路幅方向 34個，高さ方向 12個）
発生させ，飛雪粒子の位置に乱れを与えるために，
20mm間隔内に収まるように，一様乱数で乱れを与えた。
なお，飛雪粒子は，風洞内に流されていくため，0.001s
間隔で再生成した。こちらの場合も，着雪解析における
飛雪の生成数は，着雪実験における降雪装置から供給さ
れる飛雪の量に比べ，意図的に多くしている。
　計算時間間隔を気流計算 0.0002s，着雪計算 0.00004s
とし，着雪計算を 300万ステップ実施した。総粒子数
が約 550万粒子の解析となった。
　図 14に鉄道車両モデルの着雪解析全体像を示す。台
車付近に付着している大きな白球は着雪粒子，空中を浮
遊している小さな白点は飛雪粒子，線は流線，色は速度
の大きさである。流線のシードは，大きく着雪している
部位である風下側フサギ板の両端部と中央部に配置し
た。流線から車両後部の雪の舞い上がりは，空気流の乱

図11　�実験と解析での着雪部分の先端の推移の比較
（流入風速2.5m/s）

図 12　�流入風速 2.5m/s の着雪実験の射影面積におけ
る着雪解析の相対誤差
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れから発生していることが確認できる（図 14）。
　図 15（a-1）と図 15（a-2）は着雪実験 10分後の結果で
あり，図 15（b-1）と図 15（b-2）は着雪解析 300万ステッ
プ後の結果である。図 15（b-1）と図 15（b-2）の白球は
着雪粒子である。フサギ板を変化させた時の着雪分布の
変化を調べるために，着雪が多く発生する赤線破線内の
着雪分布に注目すると，実験と解析で類似していること
が確認できる。
　図 16～図 18は，降雪風洞実験を模擬した車両モデル
の着雪解析 300万ステップ後の着雪解析の結果に流線
を加えた結果である。台車付近に付着している白球は着

雪粒子，線は流線，色は速度の大きさである。流線のシー
ドは，大きく着雪している部位である風下側フサギ板の
両端部と中央部に配置した。図 16では，車輪が止まっ
ているため，車輪前方に着雪が発生している。台車底部
の機器の間を縫う様に流線が発生している様子が確認で
きる。垂直なフサギ板モデルを真下からみると，風上側
フサギ板付近から入ってきた流れが，風下側フサギ板付
近で淀み，着雪が多いことが分かる（図 17（a））。傾斜
のあるフサギ板モデルを真下からみると，風上側フサギ
板付近から入ってきた流れの多くは，淀むことなく風下
側フサギ板付近から流出していることが分かる（図 17
（b））。垂直なフサギ板モデルを真横からみると，風上側
フサギ板付近から入った流れが，風下側フサギ板にあた
り，上昇して台車付近で淀んでいることが分かる（図
18（a））。一方，傾斜のあるフサギ板モデルを真横からみ
ると，風上側フサギ板付近から入った流れが，風下側フ
サギ板にあたり，下降して流出していることが分かる
（図 18（b））。図 16～図 18の結果をまとめると，垂直
なフサギ板モデルでは台車付近で淀んだ低速な流れに
なっており着雪しやすいが，傾斜のあるフサギ板モデル
では風下側フサギ板付近で高速な流れになっており着雪
しにくいことが分かる。
　図 19は，フサギ板に着雪した解析と実験での着雪伸
長量を比較した結果である。着雪実験は 10分後の測定
結果であり，着雪伸長量は，垂直なフサギ板模型では
17mmであり，傾斜のあるフサギ板模型では 5mmで
あった。着雪解析では，300万ステップの着雪伸長量は，
垂直なフサギ板模型では 18.13mmであり，傾斜のある
フサギ板模型では 5.25mmであった。着雪解析 300万
ステップ後の結果が，着雪実験 10分後の結果に近い状
態になっているとみることができる。フサギ板の違いか
らくる着雪抑制効果を着雪実験と着雪解析で比較する
と，着雪実験では着雪伸長量 70%減少，着雪解析では
着雪伸長量 71%減少であり，よく一致している。これは，
着雪実験で行ったフサギ板の形状変更による着雪伸長量
の変化を，着雪解析においても再現できていることを示
している。
　図 20は，フサギ板に着雪した解析の着雪体積と実験
の着雪質量を比較した結果である。なお，着雪体積は，
着雪粒子数から計算している。着雪体積に一定の密度を

図14　鉄道車両モデルの着雪解析（側面全体）

図13　鉄道車両モデル
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乗じることで着雪質量が求められるため，両者の値は比
較可能である。着雪実験は 10分後の測定結果であり，
着雪質量は，垂直なフサギ板模型では 22.4gであり，傾
斜のあるフサギ板模型では 11.1gであった。着雪解析で
は，300万ステップの着雪体積は，垂直なフサギ板模型

では 117.4cm3であり，傾斜のあるフサギ板模型では
65.0cm3であった。着雪解析 300万ステップ後の結果が，
着雪実験 10分後の結果に近い状態になっているとみな

図15　�鉄道車両模型の着雪実験と鉄道車両モデルの着
雪解析（真下から見た場合）

図16　鉄道車両モデルの着雪解析（仰視図）

図17　鉄道車両モデルの着雪解析（真下から見た図）
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すと，着雪実験の着雪抑制効果は着雪量 50%減少，着
雪解析の着雪抑制効果は着雪量 45%減少であり，よく
一致している。これは，着雪実験で行ったフサギ板の形
状変更による着雪量の変化を，着雪解析においても再現
できていることを示している。図 19では，最も着雪し
ている箇所の着雪量の変化を，図 20では，全体的な着

雪量の変化を示している。以上のことから，鉄道車両モ
デルの着雪解析は，着雪実験をよく再現していると確認
できた。

６．まとめ

　本研究では，着雪しにくい鉄道車両形状の開発を目指
して，着雪の成長を再現できる着雪解析手法を開発して
いる。開発を進めている着雪解析手法は，気流計算と軌
道計算と着雪計算を組み合わせたものであり，着雪形状
と着雪の体積の時間変化を計算することが可能となった。
　降雪風洞を用いた 2種類の着雪実験結果と比較するこ
とで，着雪解析手法の妥当性確認を行った。まず，立方
体模型への着雪実験について，着雪解析は着雪実験の着
雪の射影面積を 6%程度の相対誤差で再現していること
が確認できた。次に，複雑な流れ場となる鉄道車両モデ
ルについて，フサギ板の違いからくる着雪抑制効果を着
雪実験と比較した。その結果は，着雪実験で行ったフサ
ギ板の形状変更による着雪伸長量の変化を，着雪解析に
おいても再現できていることを示した。さらに，着雪実
験において，垂直なフサギ板モデルよりも傾斜のあるフ
サギ板モデルの方が着雪伸長量と着雪量が減少する原因
を，着雪解析により考察することができるようになった。
　なお，本研究の結果の一部は，理化学研究所のスーパー
コンピュータ「京」と名古屋大学のスーパーコンピュー
タ「FX100」を利用して得られたものである（課題番号：
hp170067，hp180014）。
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図19　フサギ板に着雪した解析と実験の着雪伸長量

図20　フサギ板に着雪した解析と実験の着雪量

図18　鉄道車両モデルの着雪解析（真横から見た図）
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１．はじめに

　材料の微視構造に着目するマイクロメカニクスは，金
属材料の研究分野1）が始まりと言われているが，その後，
土や砂で構成される地盤材料の研究にも適用されてき
た2）。これは，巨視的には一つの弾塑性体である連続体
を，粒子と間隙から構成される粒子集合体として扱うも
ので，実験分野では例えば PIV3）などの可視化手法が，
解析分野では例えば DEM4）などの離散体モデル化手法
が用いられてきた。その後，微視的観察により得られた
情報から構成則を導きマクロな連続体モデルに取り入れ
る「ミクロからマクロへ」の観点での研究も進められて
きた5）。
　他方，バラスト軌道の道床バラスト層の変形挙動や劣
化現象の観察や予測においても，微視構造つまりバラス
ト砕石の個々の物性や挙動に着目した測定手法，解析手
法が開発され，用いられてきた。例えばレール継目部の
道床沈下急進箇所において，衝撃荷重下の道床振動と道
床沈下の関連性を検証するために，バラスト砕石サイズ
の加速度計を用いて，列車通過時の道床振動加速度の測
定が行われている 6）。
　また解析分野ではバラスト軌道の離散体モデルが開発
され，カント区間の道床流動や道床更換後の初期沈下を
抑制する工法を検討する上で，DEMシミュレーション
が行われている7）8）。ただし，DEMシミュレーションに
おいては，連続体モデルの解析と比較して計算負荷が著
しく高いというデメリットがあった。また計算負荷低減
のために解析モデルの粒子形状の精度を下げることで，
道床バラスト層のマクロな残留変位である道床沈下の値
が，実現象に比較して著しく増大する事例があった9）。
　そこで本研究では，DEMプログラムの接触判定のプ

ロセスを改良し，並列化による計算速度の向上を図ると
同時に，高速化の効果がトレードオフとならない範囲で
解析モデルを精緻化した。その上で，道床更換後の初期
沈下を再現し，実測結果との比較により，精度を確認した。
　なお DEMシミュレーションにおいては，筑波大学で
開発された “DEM-CS”10）を筑波大学と鉄道総研との共
同研究で改良した “DEMCS-track”11）を用いてきたが，
従来はシングルコアで実施していた。よって “DEMCS-
track” を並列計算が可能となるように改良することとし
た。

２．解析手法の改良

2. 1　並列化による計算速度の向上
　個別要素法の計算速度を向上する方法としては，主に
①接触判定の領域設定を効率化する，②接触判定と接触
力の計算プロセスを並列化する方法が検証されている。
　②については，OpenMPを用いた事例が多く見られ，
検証のために ʻスピードアップʼ（逐次計算に要する計算
時間を並列計算に要する計算時間で除した値）が示され
ている。例えば和田らの研究では12），OpenMPによる並
列計算のスピードアップについて，プログラムの構造や
粒子径，計算機の条件による影響を検証している。そし
て，粒子径を格子の一辺の 1/200とした場合，スレッド
数 16におけるスピードアップが 11から 14程度となる
ことを示している。また同時に，粒子径を 1/400とした
場合は，同じくスレッド数 16においてスピードアップ
が 9程度まで下がることを示している。
　大塚らの研究でも，OpenMPによる高速化を試みて
いるが，スピードアップはスレッド数 8における 3.08
が最大となり，それ以上のスレッド数では若干低下する
傾向が示されている13）。
　本研究で用いる “DEMCS-track” は，接触判定の効率
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化は行われているが14），シングルコアで計算を行ってい
るため，上述の研究を参考とし，OpenMPによる並列
化を試みた。また，スピードアップの程度として，最大
10程度を目標とした。
2. 1. 1　負荷チェック
　効率的なスピードアップを図るために，まず，シミュ
レーション過程における計算時間を測定し，計算負荷の
割合を把握した。
　バラスト要素約 20000個，構成球要素約 220000個を
用いて実物大軌道の断面を再現した大規模モデル（図 1
（a）参照）を用いてシミュレーションを行った際の各
実行過程における負荷割合を表 1に示す。なお表中の
「結果出力」とは，粒子位置や接触点の情報出力のこと
である。これらの情報量は膨大となるため，出力ファイ
ルのサイズを抑えるために指定したステップ数毎（概ね
10000ステップ毎）に出力する設定としている。そこで，
負荷割合の測定においても，結果出力が発生するステッ
プと発生しないステップに分類した。
　なお，負荷チェックに用いた解析モデルの DEMパラ

メータを表 2に示す。
　表 1より，結果出力アリでは，負荷割合は「結果の出
力（出力ファイルへの書き込み）」が全体の 66.85%を
占めるのに対して，結果出力ナシでは，負荷割合は「接
触判定，接触力計算」が全体の 83.57%を占めている。
これより，大規模モデルにおけるシミュレーションでは，
計算結果の出力ファイルへの書き出しにも時間を費やす
ことが明らかであるが，この点については binary形式
にすることで時間の短縮が期待できる。また，結果の出
力は，通常 10000stepに 1回程度に設定しているため，
計算速度を向上する上では「接触判定，接触力算出」の
ループを並列化するのが，最も効率的であると判断した。 
2. 1. 2　並列数と計算時間の関係
　接触判定と接触力計算のループを OpenMPにより並
列化した後，前節で示した「大規模モデル」と合せて，
バラスト要素数が 1/10程度の「小規模モデル」（図 1
（b））において同一シミュレーションを 1000step実施
し，スレッド数毎の計算時間を測定した。その結果を図
2に示す。図中，左軸は大規模モデル，右軸は小規模モ
デルの値を示す。また，各スレッド数における ʻスピー
ドアップʼ を表 3に示す。
　ところで並列化においては，通信等によって生じる
オーバーヘッドがスレッド数に伴い増加するため，図 2
においても，計算時間の減少傾向がスレッド数の増加に
伴い緩やかになる。ただし，少なくともスレッド数 32ま
では計算時間が減少し，増加に転じる傾向は見られない。
　また表 3より，大規模モデルの場合，スレッド数 1

図 1　負荷チェックに用いた解析モデル

表 1　各実行過程の負荷割合

表 2　解析パラメータ

図 2　並列処理後のスレッド数と計算時間
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では 1382秒かかる計算が，32並列の場合は 157秒とな
り，この時のスピードアップは 8.8となる。また小規模
モデルの場合でも，スレッド数 1では 135秒かかる計
算が，32並列では 18秒となり，この時のスピードアッ
プは 7.5となっている。
　なお，従来のワークステーションを用いたシングルコ
アにおける計算時間と，上述の大型計算機を用いたシン
グルコアにおける計算時間を比較すると，大型計算機の
方が約 1割計算時間が短かった。並列化による効果とは
別に，この計算機の性能による効果も考慮した場合，同
条件の計算に費やす時間が，従来に比較して全体で約十
分の一となった。

2. 2　解析モデルの精緻化
2. 2. 1　バラスト粒子のイメージベースモデリング
　離散体モデルにおいては砂や岩石のような不規則形状
をモデル化する際に，多面体を用いる場合15）と球集合
体を用いる場合16）があるが，多面体による接触判定で
は判定法によっては異常貫入が発生する事例もあるた
め17），“DEMCS” では球集合体モデルを採用している。
モデル化においては，実際のバラスト砕石の 3次元形状
をレーザースキャナで測定し，3次元座標データを用い
て，動的最適化法18）によって球を配置させる。また道
床バラスト層のモデル化において重要なのが粒度分布で
あるが，実現場に導入される新品バラストについては，
図 3に示す粒度分布範囲が定められている。そこでバラ
スト砕石の形状測定は，図に示すふるい目毎に行い，各
バラスト要素モデルを作成した上で，図 3の粒度分布範
囲内に収まるように配合した。 
　ところでバラスト砕石のような角張った形状をモデル
化する場合，図 4に示すように，構成球の半径が小さい
ほど，実形状とくに稜角の角張りを精緻に再現できるが，
構成球を小さくすると球の個数は増えるため，計算効率
の面ではデメリットとなる。特に，本研究の対象として
いる実軌道の断面寸法（図 5参照）を条件とした場合，
まくらぎ一本分のみの範囲をモデル化しても，バラスト

要素（粒径 20～60mm）の個数は 30000個前後となる
ため，一要素を構成する球の個数は極力減らすことが望
ましい。
2. 2. 2　角張度の定量的評価
　バラスト砕石の品質を評価する上では「稜角に富むこ
と」（粒子が円摩化していないこと）が望ましいとされ
ているが，従来「角張」の評価は目視によるものであり，
定量的な数値基準は示されていない。粒子形状の「角張
度＝ Angularity」については，定量的評価法も提案され
ているが19），実軌道レベルでバラスト砕石の形状データ
を取得し分析を行うことは，作業効率の面で非現実的と
もいえる。
　そこで本研究では，Lees20）の「視覚印象による角張度」
により実バラストとモデルの角張度（以下，Angulari-
ty）を評価した。これは評価する形状を Leesが提案し
たチャートと目視により比較し，同程度の角張形状の数
値を Angularityとするものである。ただし目視のため
評価者によって誤差もあるため，本研究では 2名で評価
した値の平均値を用いた。
　3次元形状を測定した 20個のバラスト砕石とその球
集合体モデルについて Angularityを求めた結果を表 4に
示す。表より解析モデルの Angularityは全体的に実形状

表 3　並列処理後のスレッド数と計算時間

図 3　新品バラストの粒度分布範囲

図 4　球集合体によるバラスト砕石のモデル化例

図 5　バラスト軌道モデルの断面サイズ
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より低く，両者の差の値は 50～200となり，20粒子の
うち 3粒子において 200，4粒子において 150となる。
　ここで，実バラストの形状とモデル化したバラスト要
素の形状の例を図 6に示す。それぞれの Angularityは，
図 6（a）に示す要素の実形状では 500，モデルでは 450
となり，図 6（b）に示す要素の実形状は 650，同モデ
ルでは 450となっている。つまり，構成球の数を一定
としてモデル化した場合，実形状の Angularityが大き
いほど，モデル化による Angularityの低下が大きくな
ることが示された。
　冒頭で述べた通り，従来のバラスト軌道の離散体モデ
ルにおいて繰返し載荷下における道床沈下量を求める
と，シミュレーション結果が実現象に比較して数倍レベ
ルになっていた。この要因としては，初期のバラスト要
素の締固め度が不十分であったことも考えられるが，そ
れと同時に，バラスト要素の稜角の再現が不十分で，実
バラストにおける「円摩化したバラスト砕石」に近い形
状であったことも影響しているといえる。

2. 2. 3　Asperity 要素21）の導入
　McDowellら21）は，球集合体でモデル化したバラスト
要素を用いた DEMシミュレーションを行っているが，
バラスト要素の角張度が，粒子集合体のせん断強度等に
影響を与えるとして「Asperity要素」の導入を提案して
いる。これは，球を組み合わせた四面体形状の要素に，
半径の小さい球を付加する方法である。これにより，
Asperityを導入した粒子集合体においては，粒子集合体
のせん断強度等が向上する結果を示している。
　そこで本研究においても，構成球の数を極力抑えた上
で Angularityの値を実形状に近づけるために，表 4に
示した実形状とモデルの Angularityの差の値が 150以
上となるバラスト 7粒子のモデル化においては，Asper-
ity要素を導入することとした。その例として，図 7に
4個の Asperity要素を付加した結果を示す。この形状に
ついて同様の手法で Angularityを評価した結果，構成
球 10個では Angularityが 450だったのに対して，構成
球 14個では 600に向上した。同様に他の 6粒子につい
ても，3粒子は 450から 550に，3粒子は 450から 600
に向上した。

３．精度の検証

3. 1　解析モデルにおける締固め度の調整
　改良後のシミュレーションの精度を検証する上では，
実軌道における実測データが必要不可欠であるが，ここ
では，道床更換翌日の列車走行時の初期沈下の実測デー
タを用いて検証を行うこととする。
　まず上記データと比較する上では，道床更換直後の道
床の状態を解析モデルで模擬する必要があるが，須長
ら22）は，実物大試験軌道の締固め過程の道床の密度を
測定し，その変化を図 8の通りに示している。同図より
道床の密度は締固めの初期では 1.40g/cm3 程度である
が，緩詰めから密詰めへと締固めが進むと密度も向上し， 
最終的に 1.67g/cm3 程度となる。
　これに対して現場における道床更換時には密度の測定
は困難であることから，本研究では締固め度が低いこと
も想定し，図 5に示した断面形状の道床に充填するバラ
スト要素の個数を調整し，見かけの密度が 1.67g/cm3（バ

表 4　実形状とモデルの Angularity

図 6　Angularity の例

図 7　Asperity 要素を付加したモデルの例

特集：鉄道固有の力学的問題に関わる最近の研究

鉃道総研報告　Vol.36,  No.7,  202272



ラスト要素 30440個），1.60g/cm3（バラスト要素 29500
個），1.57g/cm3（バラスト要素 29140個）1.50g/cm3（バ
ラスト要素 28410個）となる 4通りの解析モデルを構築
した。以下，密度の高いモデルから「モデル A」「モデル
B」「モデル C」「モデル D」と記す。
　まくらぎ要素も球集合体要素であるが，形状および要
素の質量は標準軌用の「3H型」コンクリートまくらぎ
の寸法および質量（JIS E 1201）を再現した。
　各モデルのまくらぎ下部分の道床層を幅 300mm×高
さ 125mmのメッシュに分割し，各メッシュの見かけの
密度を分布図で示した結果を図 9に示す。図より，各モ
デルにおいてメッシュ毎のばらつきはあるものの，全体
平均としては上記で示した密度に調整されている。

3. 2　軌道支持剛性の実測結果との比較
　前述の通り実現場においては，道床の密度を精度よく
測定するのは困難であり，通常，図 10に示す小型
FWD試験23）により軌道支持剛性を測定している。この
手法は，小型の重錘をまくらぎ上に落下させ，重錘とま
くらぎ間の作用荷重とまくらぎの鉛直方向の変位を測定
する方法である。
　そこで，先述の 4通りの解析モデルについて，当該試
験と同様に重錘要素をまくらぎ要素に落下させるシミュ
レーション（図 11）を行い，解析モデルの軌道支持剛
性を求めた。解析パラメータは表 2に示した通りである。
　上述の方法により得られた各モデルの軌道支持剛性の
値を図 12に示す。ここで図の横軸は，各モデルの見か
けの密度とした。また図中の点線は，実際の道床更換箇
所の実測値の範囲（37～38kN）を示す。同図より，解
析モデルの密度と軌道支持剛性は，ほぼ線形の関係を示
している。また，実測結果との比較においては，モデル
Bの軌道支持剛性が実測結果と最も近い。このモデル B
の密度は，先述の通り，従来用いられている「十分に締
固めた道床」の密度 1.67g/cm3より小さい値であるが，

実測現場が道床更換直後であったことから，条件として
合致する。

図 8　道床の締固め過程の密度変化22）

図 9　解析モデルの密度分布

図 10　小型 FWD を用いた軌道支持剛性測定23）

図 11　小型 FWD の再現シミュレーション
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3. 3　道床交換直後の初期沈下の比較
　前節で道床更換後の軌道支持剛性が最も近かった「モ
デル B」を用いて，道床更換翌日の列車約 70編成通過
過程の道床沈下を再現する。解析パラメータは表 2に示
した通りである。また解析モデルの境界面は，軌道横断
面側と側面側ともに物理境界としたが，側面側は図 11
に示す通り，バラスト要素とは接触していない。
　まくらぎ要素に入力する列車通過荷重波形を図 13に
示す。図は車両の一台車（前軸と後軸）通過時にまくら
ぎ一本がレール底面から受ける荷重波形であるが，本解
析では一編成 20台車とし，70編成分つまり合計 1400
回，図に示す荷重波形を，まくらぎ要素の中心に鉛直方
向の外力として入力した。なお計算時間は，図 13の一
台車波形に約 2時間を要するため，1400回の計算終了
までには約 117日（4ヶ月弱）を要した。
　図 14に，まくらぎ要素の鉛直方向変位の時系列波形
の一部を示す。図より，まくらぎ要素の変位は台車通過
による増減を繰り返しながら，残留変位も累積していく。
ここでは一編成の沈下進みとして，20台車毎の除荷時
の変位の差分を算出した。一方，比較する実測値につい
ては，合計 26箇所で測定された道床更換翌日の沈下進
みのデータより平均値と標準偏差σを求めた。これら
より，平均値と平均値±σを「モデル B」のシミュレー
ション結果と合せてプロットした結果を図 15に示す。
　まず沈下進みの実測値は，1編成目で平均 0.37mm，
標準偏差 0.20mmであるが，2編成目では平均 0.14mm，

標準偏差 0.12mmと急激に減少し，その後も徐々に収束
し，10編成目以降は 0.053mmから－0.026mmの間で
変動する。これは，道床更換後は，締固め作業を行うも
のの間隙の割合が大きいため沈下進みの平均値が大き
く，更に粒子配列のバラツキも大きいため沈下進みの標
準偏差も大きくなることを表している。そして，その後
の列車通過により間隙は圧縮され，列車通過荷重に対す
る粒子構造も形成されるため，沈下進みの平均値および
標準偏差の両者が減少し，収束する。
　これに対して，図中黒色菱形印で示す「モデル B」を
用いたシミュレーション結果における沈下進みは，1編
成目で 0.57mm，2編成目で 0.14mmとなり，1編成目
が実測値平均値より大きい値を示すものの，実測値の平
均値＋σの値の範囲内に含まれる。また 10編成目以降
は 0.048mmから－0.002mmの間で変動するが，ここで
も実測値の平均値±σの範囲内に収まっている。
　以上より「モデル B」のシミュレーション結果は，道
床更換後の現場の軌道支持剛性と，作業翌日の列車通過
過程の沈下進みの両者において実測結果の範囲内となっ
たことから，十分な精度を有することが確認できた。 

図 12　解析モデルの軌道支持剛性

図 13　入力荷重波形（一台車通過過程）

図 14　シミュレーションにおけるまくらぎ要素の変位

図 15　シミュレーション結果と実測値の比較14）
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４．おわりに

　バラスト軌道のマイクロメカニクスに着目した解析手
法として，離散体モデルを用いた DEMシミュレーショ
ン手法を改良した。得られた知見は以下の通りである。
・ 3次元個別要素法プログラムの OpenMPによる並列
化により，32並列におけるスピードアップが 8.8と
なった。
・ 計算速度の向上によりバラスト要素モデルの精緻化を
図った結果，バラスト要素の角張度（Leesの視覚印
象法による）が 450から 600に向上した。
・ 道床更換翌日の列車 70編成通過過程を想定した初期
沈下シミュレーションを行い，実測データと比較した
結果，解析における沈下進みが実測データの平均値
±σ（標準偏差）の範囲内に留まり，十分な精度を有
することが確認できた。
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